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５ 悪臭 

５－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①悪臭の状況を基本とし、②から⑤の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①悪臭の状況 ・悪臭の有無 

 ②気象の状況 ・風向・風速、気温・湿度等 

・地形等による特徴的な気象の有無 

 ③環境保全について配慮が特

に必要な施設等の状況 

・事業予定地周辺の住宅地、病院、学校等、配慮が特に必

要な施設の分布 

 ④法令等による指定及び規制

等の状況 

・関係する法令等による基準、目標及び地域指定等の内容 

 ⑤その他 ・悪臭の拡散に影響を与える可能性のある地形の状況 

・現状や将来の悪臭の状況に影響を与えると想定される人

産業、土地利用、交通、開発等の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の悪臭の状況を広域的に把握可能な範囲とし、既存の測定地点等を勘案

して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①悪臭の状況 ・悪臭の状況については、「公害関係資料集」（仙台市）

における悪臭に関する苦情の状況、「大気汚染防止法及

び宮城県公害防止条例に基づく施設一覧」（仙台市）、

土地利用図等から悪臭を発生するおそれのある主要な発

生源の種類、位置等から推定する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ②気象の状況 ・「気象統計情報」（気象庁ホームページ）や「公害関係

資料集」（仙台市）から、風向・風速等の気象データを

整理する。 

 ③環境保全について配慮が特

に必要な施設の状況 

・県や市の資料等から、事業予定地周辺の住宅地、病院、

学校等の位置等について整理する。 

・必要に応じて現地踏査を行う。 
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 ④法令等による指定及び規制

等の状況 

・県、市の資料等から等から法令及び条例、その他行政計

画等に基づく基準、目標等の内容について整理する。 

 ⑤その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都

市計画図等から把握する。 

・開発動向等については、市や県等の資料のほか、環境影

響評価の実施状況等から把握する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

以上の調査結果により、地域の悪臭の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

   また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における悪臭を防止する上での留意点について

も可能な限り記載する。 

 

 

５－２ 環境影響評価項目の選定 

悪臭に係る環境影響要素は、人の感覚量としての視点を重視して、臭気指数を基本とし、主

な原因物質が特定できる場合は、個別物質の濃度を対象とする（下表参照）。なお、臭気指数

とは、人間の嗅覚でその臭気が感知することができなくなるまで気体又は水を希釈したときの

希釈倍数の常用対数を10倍したものである。 

また、環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

  ・パルプ製造工場、飼肥料製造工場、化学工場等の工場の建設やこれらの建設を目的とした

工業団地の造成事業、廃棄物の最終処分場や処理施設、下水道終末処理場、畜産施設の設

置の事業の場合には、供用後の施設の稼働について選定する。また、レクリエーション施

設において多数の動物等の飼育を行う場合にも選定する。 

火力発電所については、燃料種に応じて選定する。特にバイオマス燃料のパーム椰子殻（PKS）

は輸入時の状態によって臭気が発生することも多いことに留意する。 

  ・汚水の排水、農薬・肥料の使用、廃棄物の保管や処理等、舗装・塗装工事については、特

に影響の程度が大きいと想定される場合を除き、簡略化項目や配慮項目として選定する。 

  ・廃棄物処理施設、下水道終末処理場、工場等で特に処理能力が大きい事業、選定した悪臭

物質の嗅覚の閾値等を勘案し相当程度大量に排出する場合は重点化を検討する。 

 

悪臭防止法における特定悪臭物質と主な発生源 

物質名 主な発生源 

アンモニア 畜産事業場、化製場、し尿処理場等 

メチルメルカプタン パルプ製造工場、化製場、し尿処理場等 

硫化水素 畜産事業場、パルプ製造工場、し尿処理場等 

硫化メチル パルプ製造工場、化製場、し尿処理場等 

二硫化メチル パルプ製造工場、化製場、し尿処理場等 
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トリメチルアミン 畜産事業場、化製場、水産缶詰製造工場等 

アセトアルデヒド 化学工場、魚腸骨処理場、たばこ製造工場等 

プロピオンアルデヒド 焼付け塗装工程を有する事業場等 

ノルマルブチルアルデヒド 焼付け塗装工程を有する事業場等 

イソブチルアルデヒド 焼付け塗装工程を有する事業場等 

ノルマルバレルアルデヒド 焼付け塗装工程を有する事業場等 

イソバレルアルデヒド 焼付け塗装工程を有する事業場等 

イソブタノール 塗装工程を有する事業場等 

酢酸エチル 塗装工程又は印刷工程を有する事業場等 

メチルイソブチルケトン 塗装工程又は印刷工程を有する事業場等 

トルエン 塗装工程又は印刷工程を有する事業場等 

スチレン 化学工場、FRP 製品製造工場等 

キシレン 塗装工程又は印刷工程を有する事業場等 

プロピオン酸 脂肪酸製造工場、染色工場等 

ノルマル酪酸 畜産事業場、化製場、でんぷん工場等 

ノルマル吉草酸 畜産事業場、化製場、でんぷん工場等 

イソ吉草酸 畜産事業場、化製場、でんぷん工場等 

出典：ハンドブック悪臭防止法 六訂版（2012、公益社団法人におい・かおり協会） 

 

５－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．悪臭濃度 

  選定した項目の濃度 

 ２．気象 

  ① 悪臭測定時の風向・風速 

  ② 必要に応じ濃度予測に必要な風向・風速、気温、日射量、放射収支量、雲量等 

 ３．その他 

    必要に応じて発生源の状況、拡散に影響を及ぼす地形等の状況、周辺の人家・施設等の

社会的状況についても把握する。 

  ・現地調査により臭気指数又は選定した特定悪臭物質の大気中濃度を測定する。また、合わ

せて測定時の気象条件（天候、気温、湿度、風向・風速）を把握する。 

  ・拡散計算により予測する場合は、年間を通じた地上風向・風速、日射量、雲量又は放射収

支量を調査とする。また、拡散計算を行わない場合であっても、年間の風向・風速につい

て把握する。 

  ・他の発生源の状況、周辺の人家・施設の状況等は、調査結果の解析や予測地点の選定等に

必要な情報であるが、基本的に地域概況の調査結果を活用するものとし、必要に応じて補

足調査を行う。 
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（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 調査方法は既存資料や文献等により調査するとともに、現地調査を実施する。 

② 測定方法は、「悪臭防止法」に定める方法等とする。 

  ・事業予定地における臭気の分布を把握するため聞き取り又は現地概査を予め実施し、その

結果を踏まえ、調査時期や調査地点を選定して現地調査を実施する。 

  ・臭気指数の測定方法は、悪臭防止法に基づく「臭気指数及び及び臭気排出強度の算定の方

法」（平成7年環境庁告示第63号）に準拠する。 

・特定悪臭物質の濃度の測定は、悪臭防止法に基づく「特定悪臭物質の測定の方法」（昭和4

7年環境庁告示第9 号）に準拠する。 

  ・気象については、既存資料調査を基本とするが、。現地調査を行う場合は、「地上気象観

測指針」（平成14年気象庁）等に準拠する。 

 

悪臭に係る公定法別の長所・短所 

 臭気指数 特定悪臭物質 

測定法 嗅覚測定法 機器分析法 

長所 ・数十万種あるといわれるにおい物質に

対応できる。 

・法則性のない複合臭の相乗・相殺作用

についても評価できる。 

・嗅覚を用いているということで、結果

の数値にイメージがわきやすい。 

・人の嗅覚に対応するだけの検出下限が

得られる。 

・設備費が安価である。 

・精度を確保するのが原理的に容易である。 

・ガスクロマトグラフ質量分析計を用いれば

ある程度主要成分の定性分析も可能であ

る。 

・物質によっては連続測定が可能である。 

・多数の検体を短時間で測定できる。 

・物質の種類毎の濃度が定量できる。 

短所 ・標準となるにおいがなく、精度管理に

技術を要する。 

・主要成分の寄与率の推測には不向きで

ある。 

・連続測定ができない。 

・試験実施者（オペレーター）の知識や

経験が必要である。 

・単一物質以外の場合には、感覚量との相関

関係が得られない。 

・あるにおいを構成する未知のにおい物質を

全て定性・定量するのは不可能な場合が多

い。 

・物質によっては人の閾値に比べて想定下限

が高く、測定自体が困難である。 

出典：環境アセスメント技術ガイド（一般社団法人 日本環境アセスメント協会、2017） 
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（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は対象事業により悪臭の変化が想定される地域とし、既存の事例や簡易な試算等

により推定し設定する。 

② 調査地点は既存の発生源や保全対象の分布を勘案し、調査地域の悪臭の現状を適切に把握

し得る地点とする。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、当該事業の実施に伴って発生する悪臭の種類及び程度を勘案して設定するも

のとし、地域の主たる風向や周辺の住宅地、病院等の分布状況に配慮する。 

  ・調査範囲の設定にあたっては、必要に応じて既存事例の引用・解析や臭気の到達距離に関

する簡易な試算等を行う。 

 ＜調査地点＞ 

  ・現地調査における調査地点は、調査地域内において次の地点を考慮して設定する。 

  ・また、現況からの環境の変化を適切に評価するため、可能な限り予測地点と一致するよう

設定するとともに、その後の事後調査を行うことも合わせて検討する。 

    ○特定の発生源の影響を受けにくく、調査地域の悪臭の状況を的確に把握できる地点 

    ○事業特性や地域特性から、事業による影響が大きくなるおそれのある地点 

    ○既存の発生源の状況から、現状において高濃度の臭気が想定される地点 

    ○学校、病院、住宅地及び住宅予定地等、環境の保全について特に配慮が必要な対象等

が存在する地点 

    ○その他適切な地点 

  ・なお、測定高さは、人が通常生活する範囲に設定し、原則として地上1.5m～10ｍとし、周

辺に高層集合住宅等がある場合にはこれを勘案する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 悪臭の状況を適切に把握しうる期間とする。 

 ② 既存の発生源の状況からみて、曜日による変動、季節による変動等が大きい場合にはそれら

についても考慮する 

  ・現地調査の調査期間は、調査地域の悪臭の状況を適切に把握できる期間とし、原則として

１年とする。調査時期は、原則として夏季・梅雨期し、季節による変動が想定される場合

は、夏季・梅雨期以外にも調査を行う。 

・悪臭は、その移流・拡散に関連する気象の状況により大きく左右されるため、例えば、接

地逆転層が生じやすい冬季や、住居等が風下になる時期等にも留意する。 

  ・調査は１ 日１回を原則とするが、１ 日のうちに変動が予想される場合は朝、昼、夜の三

回とする。 

  ・気象については、１年間以上の長期的な状況を主に既存資料により把握する。ただし、悪

臭測定時に、合わせて気象状況を把握する。 
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５－４  予測 

（１）  予測内容 
〈技術指針  表５〉  

悪臭物質又は臭気指数の状況について予測する。 

  ・予測内容は、臭気指数又は選定した特定悪臭物質の濃度とする。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

  ・予測地域は、調査地域に準じる。 

・必要に応じて、工事中及び供用後の区分ごとに設定する。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地域全体における悪臭の状況を予測する（コンター図又は距離減衰図・表の作成）を

基本とするが、必要に応じて、以下の地点を考慮して予測地点を設定する。予測地点の設

定にあたっては、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

    ○敷地境界 

○現地調査地点 

    ○地形、気象条件等により高濃度の汚染が予想される地点 

    ○住宅地、学校、病院等、配慮が特に必要な対象が存在する地点 

    ○その他特に重点的に予測を要する地点 

  ・なお、予測高さは、原則として地上1.5m程度の高さとするが、周辺に高層住宅等がある場

合にはこれを勘案する。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 供用後にあっては、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事内容等から悪臭の影響が最大となる時期とする。 

・工事計画において工期・工区が設定され、それぞれの工事が間隔をおいて実施される場合

には、各工期・工区ごとの予測を行う。 

 ＜供用後＞ 

  ・事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼働する時期とする。 

・施設等の稼動が段階的に行われ、その間隔が長期に及ぶ場合は、それぞれの段階ごとに予

測する。 

  ・上記においては、平均的な状況を予測するとともに、施設の稼働状況、気象条件や住居等

の配置等を勘案し、悪臭の影響が最も大きくなる時期についても予測を行う。 
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（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

 対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

 ・T.O.E.R.の到達距離に関する知見等事例の引用・解析 

 ・大気拡散モデル 

 ・保全対策 

  ・予測は類似事例の引用・解析、大気拡散式による計算、その他適切な手法による方法とす

る（下表参照）。 

 

悪臭に係る予測手法の例 

予測手法 概 要 

類似事例の  

引用・解析 

臭気強度の

距離減衰曲

線 

・類似した施設の風下側での臭気強度を測定し、風下距離と

臭気強度の関係を曲線等により示し、その曲線を対象事業

の発生源の臭気強度に適用して予測する。 

・臭気指数の予測には、臭気強度減衰曲線を臭気濃度減衰曲

線に変換して使用し、臭気濃度から臭気指数を算定する。 

臭気濃度の

拡散希釈率 

・類似した施設の発生源の臭気濃度と風下側の臭気濃度を測

定し、臭気濃度の拡散希釈率を求め、対象事業の発生源の

臭気濃度に適用し、臭気濃度から臭気指数を算定する。 

統計モデル

の作成 

・発生源データ、環境臭気データ、気象条件等の調査結果か

ら、環境臭気データを説明する統計モデルを作成、対象事

業に係る発生源及び気象条件等をあてはめて臭気濃度を

予測し、臭気濃度から臭気指数を算定する。 

大気拡散モデル（プルー

ム式 ・パフ式） 

・大気拡散モデルにより、臭気濃度又は悪臭物質濃度の最大

値とその出現場所等を予測する。拡散モデルは、一般的に

プルーム式（有風時）、パフ式（無風時）が用いられる。 

・大気拡散モデルにより求められる濃度は瞬時の値ではない

ため、試料採取時間と濃度の関係の補正を行う。 

模型実験等 風洞実験 ・風洞実験により悪臭物質濃度等の最大値、到達距離等を予

測する。 

野外実験 ・トレーサーガスにより、現地での拡散実験により予測する。 

TOERを用いた経験則によ

る概略予測 

・事業の規模や種類から経験上得られているTOER（又はOER ）

と、その到達範囲を概略予測する。 

・調査範囲の設定等に有効。 

※TOER（総臭気排出強度）：個々の排出源のOER（臭気濃度

×排ガス量（m
３

N/min）の総和 

保全対策 ・悪臭の発生を最小限に抑えるための管理・運用方法等の明

確化、類似事例等によるその効果の検証、将来の監視体制

とデータの公表方法の明確化等、保全対策を明らかにする

ことにより予測、評価を行う。 
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（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 悪臭を排出する施設における特定悪臭物質の濃度、排出量、臭気排出強度等 

  ② 悪臭を排出する作業の内容、原材料使用料等 

  ③ 廃棄物の埋立の範囲、方法等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 気象、地形等の状況 

  ② 周辺発生源の状況 

  ③ 土地利用、保全対象等 

 ＜事業計画による排出条件＞  

  ・事業計画によって臭気排出強度等が設定できる場合には、これを条件とする。ただし、悪

臭の場合は、非意図的に発生するなど、事業計画での条件設定が困難な場合が多い。この

場合、既存類似事例のデータ等から設定するとともに、対象事業及び類似事例の施設の諸

元を明確にするなど、設定の根拠を明確にする。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・気象、地形等については、現況の調査結果を用いることを基本とする。 

  ・周辺の発生源や保全対象については、将来計画されているものについても留意する。 

 

 

５－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。  

 １  回避の例 

・悪臭の発生のおそれのない代替物質の使用や生産工程の変更等 

   

２  低減の例 

・生産工程の効率化等による悪臭原因物質の使用量の削減 

・建築物の機密性向上、出入口の構造の工夫、排水処理槽の被覆、原材料・廃棄物等の悪臭

発生の可能性のある物質の保管設備の改善等、悪臭の外部への漏洩防止 

・排出口の高さ、位置、方向等の変更 

・脱臭装置の設置 

・環境施設帯や植樹帯など緩衝エリアの設置 

・生産、処理等の工程管理の徹底 

・揮発性物質等の使用、保管等にあたっての管理の徹底（蒸発の防止等） 

・環境監視の実施と公表 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 
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５－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・ 規制基準（悪臭防止法、仙台市悪臭対策指導要綱）等 
 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、評価項目ごとに、住宅地そ

の他保全対象に対する著しい影響が回避されているか、濃度の変化の程度の低減が図られ

ているか、濃度変化が生じる地域の面積等の低減が図られているか、悪臭の発生頻度の低

減が図られているか等といった観点から、対象事業の実施に伴う悪臭の影響が、事業者が

実行可能な範囲において、最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

   

② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

○悪臭防止法の規制規準（悪臭防止区域以外の場所であっても準用する） 

   ○仙台市悪臭対策指導要綱 

   ○その他国、県又は市が定める目標等 

 

 

５－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○予測条件、モデルの適用条件等からみて予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の

程度が著しく小さい場合は除く。） 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○予測された悪臭濃度が著しく高い等、影響が大きいと予測された場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・悪臭の状況（臭気指数又は選定した選定した特定悪臭物質の濃度） 

  ・天候、気温、風向・風速等の気象の状況 

  ・事業の実施状況及び事業に伴う負荷の状況、環境保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。事業の段階に応じた複数の予測時期を設定
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した場合には、その時期ごとに事後調査を実施する。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、規制基準等の適合状況、経時的変動や気象条件による変動等について

整理する。また、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原因を検討・

考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                ６  水質 
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６ 水質  

６－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①水質の状況を基本とし、②から⑥の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①水質の状況 ・河川、湖沼、海域における水質調査結果 

・発生源の状況（発生施設の数、種類、位置等） 

・水質に係る苦情の状況 

 ②水象の状況 ・河川、湖沼の位置、流域、流量又は貯水量、海域の

潮位、潮流等 

 ③水利用の状況 ・河川、湖沼、海域における取水等の地点、利用用途、

利用実態等 

・漁業権の設定状況、その他水域の利用状況 

 ④社会資本整備等の状況 ・下水道、その他汚水処理施設等の整備状況及び整備

計画 

 ⑤法令等による指定及び規制等の

状況 

・関係する法令、行政計画等による基準、目標値及び

その地域指定等の内容 

 ⑥その他 ・現状や将来の水質の状況に影響を与えると想定され

る産業、土地利用、開発の状況・動向等 

・水質や水環境保全等に係る地域活動等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の水環境を広域的に把握可能な範囲とし、事業予定地の水系に係る流域

及び下流の環境基準点等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①水質の状況 ・河川、湖沼、海域における水質調査結果は、「公害関係

資料集」（仙台市）等から整理する。 

・発生源の状況については、「水質汚濁防止法に基づく特

定事業場一覧」（仙台市）等から、発生施設・事業場の

数、種類、位置等を整理する。 

・苦情の状況については、「公害関係資料集」（仙台市）

等から、苦情の内訳等を整理する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 
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 ②水象の状況 ・河川、湖沼の位置等については、地形図、河川図等から

整理する。 

・流量については、「水情報国土データ管理センター」（国

土交通省）の流量年表や「公害関係資料集」（仙台市）

の水質測定結果等から整理する。 

 ③水利用の状況 ・上水道、水利権、漁業権等に係る県及び市の資料から整

理する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ④社会資本整備等の状況 ・下水道等に係る県及び市の資料から整理する。 

 ⑤法令等による指定及び規制

等の状況 

・県及び市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等

に基づく基準、目標等の内容について整理する。 

 ⑥その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都

市計画図、その他資料等から把握する。 

・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境

影響評価の実施状況等から把握する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

以上の調査結果により、地域の水環境の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、経年的な変化がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における水質を保全する上での留意点につい

ても可能な限り記載する。 

 

 

６－２ 環境影響評価項目の選定 

水質に係る環境影響要素は、事業特性を考慮し、以下の表を参考に適切に選定する。 

また、環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

  ・土地の造成や公有水面の埋立、浚渫等を行なう場合には、工事中の水の濁りを選定する。 

・供用後の施設の稼働、人の利用等に伴う排水について、公共用水域へ排出する場合は水の

汚れ（BOD 又はCOD） を選定する。 

・下水道終末処理場やダム等を設置する場合、閉鎖性水域に排水する場合等は、富栄養化（全

燐、全窒素）を選定する。また、石炭火力発電所等からの窒素分、燐分が含まれる物質を

公共用水域へ排出する場合にも選定する。 

・有害物質の使用、保管等がある場合、又は有害物質が含まれる排水を排出する場合には、

当該物質を選定する。自然条件又は過去の土地利用等に起因して、土地の造成等に伴い汚

染が想定される場合も選定する。 

  ・ダム等の設置に伴う水の貯留（滞留）や、取水等により水量の低下等が生じる場合には、

水の汚れ（BOD 又はCOD）、溶存酸素を選定する。 

  ・水域におけて大規模なコンクリート工事を行う場合、道路事業等において供用後に融雪剤

の使用が想定される場合には、水素イオン濃度の影響を選定する。 



 －128－ 

  ・火力発電所等による温排水やダム等による低温排水がある場合は、水温を選定する。 

  ・下水道終末処理施設、大規模なダム、廃棄物最終処分場、水を大量に消費するかあるいは

有害物質の使用量又は発生量が多い工場や工業団地、農薬を大量に使用するようなレクリ

エーション施設等、特に環境負荷が大きい事業は重点化を検討する。 

  ・水道水源流域その他の取水地点、非常に良好な水域、貴重な水生生物の生息域、既に水質

汚濁が著しい水域等に排水する場合は、重点化を検討する。 

 

環境影響要素 備 考 

水の汚れ ・河川においては生物化学的酸素要求量（BOD） 

・湖沼・海域においては化学的酸素要求量（COD） 

水の濁り ・浮遊物質量（SS） 

富栄養化 ・全窒素（T-N）、全燐（T-P） 

溶存酸素量 ・溶存酸素量（DO） 

有

害

物

質 

人の健康の保護に

関する環境基準項

目 

・カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アル

キル水銀、PCB 、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロ

エタン、1,1-ジクロロエチレン、シス-1,2- ジクロロエチレン、

1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、トリクロ

ロエチレン、テトラクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、

チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、硝

酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン  

要監視項目（人の

健康の保護に係る

項目） 

・クロロホルム、トランス-1,2-ジクロロエチレン、1,2-ジクロ

ロプロパン、p-ジクロロベンゼン、イソキサチオン、ダイアジ

ノン、フェニトロチオン（MEP）、イソプロチオラン、オキシ

ン銅（有機銅）、クロロタロニル（TPN）、プロピザミド、EPN 、

ジクロルボス（DDVP）、フェノブカルブ（BPMC）、イプロベン

ホス（IBP）、クロルニトロフェン（CNP）、トルエン、キシレ

ン、フタル酸ジエチルヘキシル、ニッケル、モリブデン、アン

チモン、塩化ビニルモノマー、エピクロロヒドリン、全マンガ

ン、ウラン 

要監視項目（水生

生物の保全に係る

項目） 

・クロロホルム、フェノール、ホルムアルデヒド、4-t-オクチル

フェノール、アニリン、2,4-ジクロロフェノール 

水質汚濁防止法第

２条第２項第１号

の有害物質 

・カドミウム及びその化合物、シアン化合物、有機燐化合物（パ

ラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNに限

る。）、鉛及びその化合物、六価クロム化合物、砒素及びその

化合物、水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物、PCB 、ト

リクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、

四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン、1,2- 

ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロ

ロエタン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオ
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ベンカルブ、ベンゼン、セレン及びその化合物、ほう素及びそ

の化合物、ふっ素及びその化合物、アンモニア、アンモニウム

化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物、塩化ビニルモノマー、

1,4-ジオキサン 

ダイオキシン類に

よる水質汚濁に係

る環境基準 

・ダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベン

ゾ－パラ－ジオキシン、コプラナーポリ塩化ビフェニル） 

その他 ・上記以外の物質であって、科学的知見により人の健康又は自 

 然環境に有害であるとされるもの 

水温 ・水温 

そ

の

他 

既出の物質以外の

生活環境の保全に

関する環境基準 

・大腸菌群数、水素イオン濃度（pH）、n-ヘキサン抽出物質、底

層溶存酸素量、全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖アルキルベン

ゼンスルホン酸及びその塩 

その他 ・透明度、外観等 

・水質汚濁の指標となる水生生物 

 

 

６－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．公共用水域の水質 

   選定項目に係る汚濁物質の濃度等 

 ２．水象 

  ① 河川の流量、流速等 

  ② 湖沼の水位、貯水量、流入・流出量、滞留時間、成層状況等 

  ③ 海域の潮位、潮流、流入河川流量、滞留時間、成層状況等 

 ３．その他 

   必要に応じて発生源の状況、気象の状況、利水の状況、水生生物の状況等についても把握す

る。 

・項目として選定した水質汚濁物質の濃度等を測定する。 

・現況において、水質汚濁が問題となっている場合には、推定される発生源の状況等を把握

する。 

・水質の測定時に合わせて、水質への影響の解析及び予測・評価に必要な水象に係る項目を

把握する。また、必要に応じて、水象の状況に影響を及ぼす気象の状況（風向・風速、降

水量、気温、日射量等）を把握する。 

・土地の造成等に伴う水の濁りを環境影響評価項目として選定した場合には、土砂の沈降特

性や粒度組成を調査する。 

  ・事業により利水や水生生物への影響が想定される場合には、影響を受ける可能性のある対

象の面積や人口、水生生物の種類、求められる水質の水準等を把握するが、基本的には地
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域概況の調査結果を活用するものとし、必要に応じて現地にて補足調査を行う。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 調査方法は国、県等の測定結果等既存資料や文献等により調査するとともに、現地調査

を実施する。 

 ② 測定方法は、「水質汚濁に係る環境基準について」に定める方法等とする。 

  ・水質については、１年間以上にわたる既存の測定結果を収集、解析するとともに、年間の

変動を把握できるよう現地調査を実施する。 

  ・重点化項目では、必要に応じて、調査の頻度、地点数等を増やすとともに、精度の高い予

測手法を用いる場合に必要な条件の調査を行う。 

  ・現地調査は、以下の測定方法に準拠する。 

   ○水質汚濁に係る環境基準について（昭和46年環境庁告示第59号） 

   ○水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定につ

いて（平成5年環水規第121号環境庁水質保全局水質規制課長通達） 

   ○ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌

の汚染に係る環境基準（平成11年環境庁告示第68号） 

   ○排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法（昭和4

9年環境庁告示第64号） 

   ○水質調査方法（昭和46年環水管30号環境庁水質保全局通達） 

  ・調査結果については、季節変動、気象条件による変動等、適切な解析を行うとともに、既

存資料調査結果との比較等により、データの妥当性の検証を行う。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は対象事業により水質の変化が想定される地域とし、既存の事例や簡易な試算等に

より推定し設定する。 

 ② 調査地点は既存の発生源や保全対象の分布を勘案し、調査地域の水質の現状を適切に把握で

きる地点とする。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、当該事業の実施に伴って発生する水質汚濁物質の種類及び程度、流域の特性

を勘案し、周辺の既存の発生源や、水利用の状況、水生生物の生息状況等に配慮する。 

  ・調査地域の設定にあたっては、必要に応じて既存事例の引用・解析や簡易な試算等を行う。 

 ＜調査地点＞ 

・現地調査地点は、調査地域内において次の地点を考慮して複数地点を設定する。 

  ・また、現況からの環境の変化を適切に評価するため、可能な限り予測地点と一致するよう

設定するとともに、その後の事後調査を行うことも合わせて検討する。 

  ・なお、必要に応じて深さ方向の地点設定も行う。 
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（河川） 

   ○事業による排水が河川に流入した後に十分混合する地点及び流入前の地点 

   ○支川が合流後十分混合する地点及び合流前の本川及び支川の地点 

   ○流水の分流地点 

   ○農業用水、水道水等の取水地点、漁場、注目すべき水生生物の生育・生息地等、水質の

影響について配慮が特に必要な地点 

   ○環境基準点及びその他既存資料による調査地点 

   ○その他必要な地点 

  

（湖沼） 

   ○湖心 

   ○湖沼水の流出地点 

   ○事業による排水が湖沼に流入した後に十分混合する地点 

○湖沼水の利水地点、漁場、注目すべき水生生物の生育・生息地等、水質の影響について

配慮が特に必要な地点 

○環境基準点及びその他既存資料による調査地点 

   ○その他必要な地点 

  

（海域） 

   ○事業による排水が海域に流入した後に十分混合する地点 

   ○環境基準点及びその他既存資料による調査地点 

   ○漁場、注目すべき水生生物の生育・生息地等、水質の影響について配慮が特に必要な地

点 

   ○その他必要な地点 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① １年間以上にわたる水質の現状を把握し得る期間とする。 

 ② 頻度の設定に当たっては、季節による変動等を考慮する。 

  ・既存資料の収集対象期間は１年間以上とし、過去の資料がある場合には、経年変化を把握

する。 

・現地調査の期間は、年間を通じた水質の状況を的確に把握できる期間とし、原則として１

年とする。調査回数は原則として月１回以上（ただし、水域の特性並びに事業の種類及び

規模によっては、四季の変動を把握し得る程度としても差し支えない）とし、次の事項を

考慮して実施する。 

    ○日変動が大きい地点にあっては通日調査（２時間間隔で13回採水分析）を行う。 

    ○調査日は、晴天が２～３日続いた後の流量及び水質が安定した日を選定する。 

    ○工事による水の濁りを選定して調査を行う場合は、降雨後の調査も複数回実施する。 
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    ○河川については、低水量時及び灌漑等の利水時期を含める。感潮域では潮時を考慮し、

水質の最も悪くなる時刻を含める。 

    ○湖沼については、成層期及び循環期の両期を含める。 

   ○海域については、原則として大潮期の風や雨の影響の少ない日とし、昼間の干潮時を

含める。 

 

 

６－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

水質汚濁物質の環境中濃度の状況について予測する。 

  ・環境影響評価項目として選定した物質の将来における環境中の濃度を基本とする。 

  ・有害物質等であって、原則排出されてはならないものについては、排出しない又は排出を

最小限にとどめるための環境保全対策を明らかにし、その効果を検証することにより予

測・評価に代える。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

  ・予測地域は、調査地域に準じる。 

・必要に応じて、工事中及び供用後の区分ごとに設定する。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地点は、予測地域内において次の地点を考慮して設定する。予測地点の設定にあたっ

ては、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

○現況調査地点 

○環境基準点 

○水道水等の取水地点、漁場、注目すべき水生生物の生育・生息地等、水質の影響につ

いて特に配慮が必要な地点 

○その他適切な地点 

・非意図的に排出する物質で、環境中の濃度の定量的予測が困難なものについては、排水口

等における排出量を確定する。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 供用後にあっては、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事による影響が最大となる時期とする。土地の造成による影響は造成中の面積が最大と

なる時期、コンクリート工事等による影響は当該工事による負荷が最大となる時期を基本



 －133－ 

とするが、放流先水域での利水状況や、魚類の産卵その他影響を受けやすい時期が想定さ

れる場合には、これらも考慮して予測時期を設定する。 

  ・工事計画において工期・工区が設定され、それぞれの工事が間隔をおいて実施される場合

には、各工期・工区ごとに予測を行う。 

 ＜供用後＞ 

  ・事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼動する時期とする。施設等の稼

動が段階的に行われ、その間隔が長期に及ぶ場合は、それぞれの段階ごとに予測する。 

  ・負荷の発生条件は、年間の平均的な状態及び最も影響が大きい状態等とし、BOD 又はCOD 

の環境基準との適合を評価する場合には、年間の75％値（又は低水流量時の濃度）につい

ても予測する。最も影響が大きい状態については、供用による排出負荷に加え、必要に応

じて調査結果を踏まえた水質の年間変動特性も考慮する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

 対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・各種モデルによる理論計算 

  ・模型実験 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

  ・予測は、原則として定量的予測手法を用いるものとし、予測項目及び事業の種類・規模及

び水域の状況等を考慮して、以下の予測手法を参考として適切なものを選択する。 

  ・定量的な予測が難しい場合には、類似事例等の統計的解析、事業からの排出負荷量と他の

発生源から排出される負荷量との比較検討等により定性的に予測する。 

  ・有害物質等であって意図的に排出するものではないものについては、使用、保管、発生等

の量を明らかにした上で、外部に排出しないための管理・運用方法等の明確化、類似事例

等によるその効果の検証、万一事故等により排出された場合の対応策、将来の監視体制と

データの公表方法等、保全対策を明らかにすることにより、予測・評価を行う。 

 

水質の主な予測手法 

予測手法 概要 対象水域 対象項目 

希釈・混合式 

（完全混合式） 

水域に放流された排水が水域に完全に混合

すると仮定し、単純希釈計算により濃度を求

める方法である。 

河川 水の濁り、水の汚

れ、有害物質など 

Streeter-Phelps 式

及びその修正式 

（自浄モデル） 

主に非感潮河川におけるBOD濃度を予測する

ために開発されたものであり、河川の流れを

等速定流とした場合の拡散方程式の解析解

である。 

河川 水の汚れ、溶存酸

素量など 

Joseph-Sendner式 点源から連続放出される排水の拡散につい

て、拡散係数が汚染源からの距離に比例する

海域 水の濁り、水の汚

れ、有害物質など 
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と仮定して拡散式を解く方法である。 

Vollenweiderモデル 湖沼の水理特性をパラメータとしてリン又

は窒素の流入負荷量と湖沼の富栄養化度を

経験的に求めたモデルである。 

湖沼 富栄養化 

数値解析シミュレー

ションによる予測 

運動方程式、連続方程式等の非線形連立微分

方程式解いた流れのモデルと、各水質項目間

の物質循環を解く水質モデルとの組み合わ

せで計算される。（主なモデルについては下

表参照） 

海域、湖

沼、河川 

水の汚れ、富栄養

化、水温、溶存酸

素量など 

出典：環境アセスメントの技術（社団法人 環境情報科学センター、1999） 

 

 

主な流況モデル 

 概  要 

流

域

モ

デ

ル 

二次元単層モデル ・海域の流れや水質予測に対して一般的に用いられる。 

・水深方向には流速分布を一様と仮定し、水平二次元のみの領域で流

況計算を行うモデルである。 

・非感潮河川や、鉛直方向の水質分布が一様とみなせる湖沼、開放的

な海域で河川流入による影響を受けない場に用いられる。 

二次元多層モデル 

（レイヤーモデル） 

・温度密度流、温度成層形成時の流れ、吹送流など水面から水底まで

流速が一様と取り扱うことが困難な場合に、水平流速の鉛直分布を

考慮できるモデルである。 

・このモデルで最も簡単で実用的なものが、上下二層に分けた二層モ

デルであるが、層の境界位置や境界面摩擦の設定について配慮が必

要である｡ 

二次元多層モデル 

（レベルモデル） 

・水平方向と同様に鉛直方向にも数層に分割し、各格子点、各層の水

平流速、鉛直流速及び水位を計算するモデルであり、現実に近い流

れが再現可能である。ただし、境界の取り扱いや層間摩擦応力の設

定などが複雑となる。 

・構造物周り、複雑な地形を有する局所的な流れや、水温･塩分･風な

どの鉛直循環流を考慮する場合に用いられる｡ 

鉛直二次元モデル ・ダムや川の幅方向には流速を一様と仮定し、水域を縦断・鉛直方向

にメッシュ分割し、各分割要素間の収支を計算するモデルである。 

・ダム貯水池や、塩水遡上のある河口域での流れの挙動などの密度流

的取扱いを必要とする場合に用いられる。 

三次元モデル ・上記のモデルの中には、流動場の三次元的な取り扱いに相当するも

のもあるが、いずれも静水圧近似を仮定している。しかし、土運搬

船から投棄された土砂の周辺に生じる流れなど、鉛直方向の加速度

を無視できない場合がある。このような静水圧近似が成立しない流

動場を想定したモデルである。 
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水

質

モ

デ

ル 

保存系モデル ・対象物質の移流、拡散のみを考慮したモデルであり、自浄作用、沈

下等は考慮されていない。 

非保存系モデル ・対象物質の移流、拡散に加え、COD 等の自浄作用や SS の沈降を考

慮する場合に用いられる。 

低次生態系モデル ・湖や閉鎖的内湾など水の停滞性が大きい水域での栄養塩の循環過程、

植物プランクトンによる有機物の生産、分解、底泥からの栄養塩の

溶出などを考慮したモデルである。 

出典：環境アセスメントの技術（社団法人 環境情報科学センター、1999） 

 

 

海域における水温に関する主な予測手法 

放水タイプ 概  要 

表層放水方式 ・主に数値解析シミュレーションが用いられる。なお、地形、海象・気象条件及

び放水条件に応じて、海域流動（簡易）計算、放水流動計算及び温度計算を行

う簡易予測モデルが用いられる場合がある。 

水中放水方式 ・水理模型実験が有効とされるが、拡散範囲が広域になる場合は数値解析シミュ

レーションが併用されている。 

・大量の水中放水や表層放水と水中放水が混在する場合などは、三次元性が強い

温排水拡散予測に適用可能な三次元モデルによる水中拡散予測モデルが用い

られる場合がある。 

・放水口形状や放水流量などの放水口条件に対して、既往の実験式をもとに温排

水拡散範囲の簡易予測を行う簡易予測モデルもある。 

出典：環境アセスメント技術ガイド（一般社団法人 日本環境アセスメント協会、2017） 
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（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 汚濁物質を排出する施設の内容、稼働時間、排水濃度、排水量等 

  ② 農薬その他有害物質の使用状況、使用方法等 

  ③ 土地改変の範囲、施工方法等 

  ④ 河川の形状の改変状況等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 河川流量、流速、自浄能力等 

  ② 周辺発生源の状況 

  ③ 利水の状況等 

 ＜事業計画による条件＞ 

  ・予測に用いる排出負荷量は、事業計画に示された工事計画・施設計画に基づき設定する。

ただし、事業計画において排出負荷量等が明らかでない場合は、各種の原単位、類似事例

等を参考に推計する。 

  ・供用時の排水による影響を予測する場合には、排水する施設の種類、規模、能力、構造、

用途、配置、排水口の位置、稼働又は使用の状況、排水の量、排出する有害物質の濃度等

を明らかにする。 

  ・有害物質等の使用、保管等による影響については、使用、保管等を行う物質の種類、量、

使用等の用途及び方法等を明らかにする。 

  ・水の貯留による影響については、貯留する水の量、年間の水位変動等の運用方法、滞留時

間、排水の量、方法及び位置等を明らかにする。 

  ・取水等による影響については、年間の取水の量、方法、河川維持流量及びその設定の根拠

等を明らかにする。 

  ・農薬の使用による影響については、使用する農薬の種類、使用目的、量、使用する時期、

散布の方法等を明らかにする。 

  ・廃棄物の埋立による影響については、廃棄物の種類、量及びこれらの管理の方法、埋立の

方法、浸出水の処理方法や処理基準等を明らかにするとともに、廃棄物の種類等による有

害物質等の溶出等の可能性について、既存事例等より推定する。 

  ・工事中の造成に伴う影響については、造成範囲、面積、施工方法を明らかにする。 

  ・その他、流量や流速、自浄能力等に影響する河川の形状の変更についても明らかにする。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・河川流量等については、一般的には現況の値を用いるが、必要に応じて水象の予測結果を

踏まえる。 

  ・その他の将来の環境条件は，基本的に現在の状況を用いるが、将来の水質に影響を及ぼす

可能性のある土地利用や、新たな保全対象の出現等に留意する。 
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６－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

  １  回避の例 

  ・下水道への放流 

・排水地点の変更により、水道水源その他取水地点、漁場、注目すべき水生生物の生育・生

息地、既に汚染が著しい地域等への排水回避 

  ・代替物質の使用や生産工程の変更等による有害物質の使用又は発生の回避 

 

  ２ 低減の例 

  ・事業規模の縮小、生産工程の変更、水の循環使用等による排出負荷の低減 

  ・汚水等の処理施設の設置による汚濁負荷の低減 

  ・廃棄物最終処分場における水の浸透防止策の徹底及び漏水監視、浸出水の処理の向上 

  ・火力発電所における取放水量の抑制に留意した冷却方式等の検討 

  ・農薬の使用量の削減、残留性の低い農薬の使用 

  ・工事中の沈砂池の設置、早期緑化等による濁水流出防止対策 

  ・有害物質等の厳格な管理 

  ・工場排水等の水質監視の実施と公表 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 

 

 

６－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図れるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・環境基準（環境基本法） 

  ・排出基準（水質汚濁防止法、広瀬川の清流を守る条例） 

  ・農業用水基準 

  ・水産用水基準 

  ・水道水質に関する基準等 

  ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、水道水源や注目すべき水生

生物の生育・生息地等の保全対象に対する著しい影響が回避されているか、水質の変化の

程度の低減が図られているか、水質の変化が生じる水域の面積や区間の低減が図られてい

るか、有害物質の排出が回避されているか等といった観点から、対象事業の実施に伴う水

質への影響が、事業者が実行可能な範囲において、最大限の回避・低減が図られているか

否かを評価する。 
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 ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

   ○環境基準（環境基本法、ダイオキシン類対策特別措置法） 

   ○排出基準（水質汚濁防止法、宮城県公害防止条例、仙台市公害防止条例、広瀬川の清流

を守る条例） 

○農業用水基準 

○水産用水基準 

○水道水質に関する基準 

○その他国、県又は市が定める目標等 

   なお、環境基準が設定されていない水域については、流入先の水域の環境基準を勘案する。 

 

 

６－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○予測条件、モデルの適用条件等からみて予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の

程度が著しく小さい場合は除く） 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○有害物質等が排出される場合 

    ○排出先に水道水源、注目すべき動植物の生息・生育地、重要な湖沼等、影響を回避す

べき重要な保全対象が存在する場合 

    ○環境基準を超える等、影響が大きいと予測された場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・予測対象物質の濃度等（あわせて流量、水位等の測定を実施）  

  ・事業の実施状況及び事業に伴う負荷の状況、環境保全対策の実施状況 

   

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。事業の段階に応じた複数の予測時期を設定

した場合には、その時期ごとに事後調査を実施する。 

  ・調査は、工事中は予測対象時期に複数回の測定、供用後は年単位とし四季各１回程度の測

定を基本とする。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、環境基準等の適合状況、経時的変動や気象条件による変動等について

整理する。また、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原因を検討・
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考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                ７  底質 
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７ 底質 

７－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①底質の状況を基本とし、②から⑤の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①底質の状況 ・河川、湖沼、海域における底質調査結果 

・発生源の状況（発生施設・事業場の数種類、位置等） 

 ②水象の状況 ・河川、湖沼の位置、流域、流量又は貯水量、海域の潮位、

潮流等 

 ③水の利用の状況 ・河川、湖沼、海域における取水等の地点、利用用途、利

用実態等。 

・漁業権の設定状況、その他水域の利用状況 

 ④社会資本整備等の状況 ・下水道、その他汚水処理施設等の整備状況及び整備計画 

 ⑤その他 ・現状や将来の底質の状況に影響を与えると想定され産業、

土地利用、開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の水環境を広域的に把握可能な範囲とし、事業予定地の水系に係る流域

及び下流の環境基準点等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①底質の状況 ・河川、湖沼、海域における底質調査結果は、「公害関係

資料集」（仙台市）等から整理する。 

・発生源の状況については、「水質汚濁防止法に基づく特

定事業場一覧」（仙台市）等から、発生施設・事業場の

数、種類、位置等を整理する。 

 ②水象の状況 ・河川、湖沼の位置等については、地形図、河川図等から

整理する。 

・流量については、「水情報国土データ管理センター」（国

土交通省）の流量年表や「公害関係資料集」（仙台市）

の水質測定結果等から整理する。 

 ③水の利用の状況 ・上水道、水利権、漁業権等に係る県及び市の資料から整

理する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 
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 ④社会資本整備等の状況 ・下水道等に係る県及び市の資料から整理する。 

 ⑤その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都

市計画図、その他資料等から把握する。 

・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境

影響評価の実施状況等から把握する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

以上の調査結果により、地域の底質の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、図

表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における底質を保全する上での留意点についても

可能な限り記載する。 

 

 

７－２ 環境影響評価項目の選定 

底質に係る環境影響要素は、主に底質に蓄積しやすい重金属類等を対象とし、事業特性を考慮

して以下の表を参考に適切に選定する。 

また、環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

  ・有害物質が含まれる排水を排出する場合や、堰などの構造物の設置により流況が変化し、

水質汚濁が顕著になる可能性がある場合に選定する。自然条件又は過去の土地利用等に起

因して、土地の造成等に伴い汚染が想定される場合も選定する。 

・浚渫等により、既存の汚染底質が攪乱されるおそれがある場合に選定する。 

・水道水源流域その他の取水地点、非常に良好な水域、貴重な水生生物の生息域、既に底質

汚濁が著しい水域等に排水する場合は、重点化を検討する。 

  ・公有水面の埋立により潮流の変化が想定され、汚濁物質が堆積しやすくなる可能性がある

場合は重点化を検討する。 

 

区 分 底質の汚染に係る主な物質 

環境基準が設定されてい

る物質 

ダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベンゾ－

パラ－ジオキシン、コプラナーポリ塩化ビフェニル） 

底質の暫定除去基準 （昭

和50年10月28日付環境庁

水質保全局長通達) に示

される物質 

水銀、ＰＣＢ 

海洋汚染等及び海上災害

の防止に関する法律施行

令第五条第一項に規定す

る埋立場所等に排出しよ

うとする金属等を含む廃

棄物に係る判定基準を定

アルキル水銀化合物、水銀又はその化合物、カドミウム又はその化

合物、鉛又はその化合物、有機燐化合物、六価クロム化合物、ひ素

又はその化合物、シアン化合物、ＰＣＢ、銅又はその化合物、亜鉛

又はその化合物、フッ化物、トリクロロエチレン、テトラクロロエ

チレン、ベリリウム又はその化合物、クロム又はその化合物、ニッ

ケル又はその化合物、バナジウム又はその化合物、有機塩素化合物、
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める省令（昭和48年総理府

令第6号）において水底土

砂に係る判定基準が設定

されている物質 

ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロ

エチレン、シス-1,2- ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、

1,1,2-トリクロロエタン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマ

ジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン又はその化合物、1,4－ジ

オキサン 

その他 水質の環境基準項目、要監視項目（人の健康の保護に係る項目） 

 

 

７－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．公共用水域の底質 

   選定項目に係る物質の濃度 

 ２．その他 

   必要に応じて発生源の状況、気象の状況、水象の状況、水生生物の状況等につい 

  ても把握する。 

・項目として選定した物質の濃度を測定する。また、底質の物理化学的情報等（水分、強熱

減量、粒度組成、全有機炭素、化学的酸素要求量（COD）、硫化物等）についても合わせて

把握する。 

・現況において、底質の汚染が問題となっている場合には、推定される発生源の状況等を把

握する。重金属等の有害物質に関しては、現状ではそれら発生源が流域等に存在しないと

しても、過去に排出された物質が底質に蓄積されている場合も考えられることから、必要

に応じて過去の汚染等の履歴を調査することも必要である。 

・底質は、水質汚濁の進行に伴って生じるため、関連する水象の状況等についても把握する。 

・底質の状況は、底生生物等の生息環境として重要であることから、必要に応じてその生息

状況についても把握する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 調査方法は国、県等の測定結果等既存資料や文献等により調査するとともに、現地調査

を実施する。 

 ② 測定方法は、「底質調査方法」に定める方法等とする。 

  ・現地調査は、以下の測定方法に準拠する。 

   ○底質調査方法（平成24年8月環境省水・大気環境局） 

   ○ダイオキシン類に係る底質調査測定マニュアル（平成21年3月環境省水・大気環境局 

○海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所等に

排出しようとする廃棄物に含まれる金属等の検定方法（昭和48年2月環境庁告示14号） 

○その他適切な方法 
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（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は対象事業により底質の変化が想定される地域とし、既存の事例等により推定し設

定する。 

② 調査地点は調査地域の底質の現状を適切に把握できる地点とする。 

 ＜調査地域＞ 

・調査地域は、当該事業の実施に伴って底質の変化が想定される地域とし、対象事業の種類、

規模、位置、流域の特性、水質・水象の調査範囲、既存の事例等を踏まえて設定する。 

 ＜調査地点＞ 

  ・海域、湖沼においては、調査対象水域に均等メッシュ（通常200～300m）で採取地点を設定

するものとし、河口部等の堆積汚泥の分布状況が変化しやすい場所等では必要に応じて地

点を増加する。 

・河川及び水路においては、幅の広いときは均等メッシュ（通常50m）、幅の狭いときは流下

方向数十m（通常50m）ごとに汚泥の堆積しやすい場所を採取地点とし、水域の状況等によ

り適宜地点を増加する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 底質の現状を把握し得る期間及び頻度とする。 

・調査期間は、底質の状況を適切に把握し得る時期とするが、底質は蓄積性の汚染であり、経

時的変動はあまり想定されないため、原則として１回の調査とする。 

 

 

７－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

底質の汚染の有無、程度について予測する。 

  ・事業の実施に伴う底質への有害物質等の堆積の可能性や既に汚染されている底質の攪乱の

可能性等について検討し、底質の汚染の有無、現状の底質の状況からの変化の程度を予測

する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

＜予測地域＞ 

  ・予測地域は、調査地域に準じる。 

・必要に応じて、工事中及び供用後の区分ごとに設定する。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地点は、予測地域内において次の地点を考慮して設定する。予測地点の設定にあたっ

ては、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 
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○現況調査地点 

○環境基準点 

○水道水等の取水地点、漁場、注目すべき水生生物の生育・生息地点等、底質の影響に

ついて特に配慮が必要な地点 

○その他適切な地点 

  ・非意図的に排出する有害物質等で、底質中の濃度等の定量的予測が困難なものについては、

排水口等における排出量を確定する。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 供用後にあっては、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事による影響が最大となる時期とする。工事による底質の改変範囲が最大となる時期を

基本とするが、工事が広範囲に及び、影響を受けやすい場がある場合などには、施工位置、

施工時期等を踏まえながら、適切な予測時期を設定する。 

 ＜供用後＞ 

  ・事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼働する時期とする。施設等の稼

働が段階的に行われ、その間隔が長期に及ぶ場合は、それぞれの段階ごとに予測する。 

  ・ただし、底質の影響は、継時的に蓄積されていく点に留意する必要がある。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

 対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・事例の引用・解析 

  ・各種モデルによる理論計算 

  ・模型実験 

  ・保全対策 

・工事計画及び事業計画、調査結果、水質の予測結果や流れの変化に関する予測結果等を勘

案するとともに、既存事例の引用・解析により、定性的に予測する。 

  ・有害物質等であって意図的に排出するものではないものについては、使用、保管、発生等

の量を明らかにした上で、外部に排出しないための管理・運用方法等の明確化、類似事例

等によるその効果の検証、万一事故等により排出された場合の対応策、将来の監視体制と

データの公表方法等、環境保全対策を明らかにすることにより、予測・評価を行う。 
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 （５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 汚濁物質の排出量、使用量等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 河川流量、流速、河川形態等 

  ・底質の予測の前提条件は、水質の前提条件に準じる。 

  ・公有水面の埋立等による潮流の変化等が想定される場合は、水象における潮流等の予測結

果を前提条件とする。 

 

 

７－５ 環境保全対策 

  予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。なお、底質に係る

環境保全対策は、基本的に水質の保全対策に準じる。 

  １ 回避の例 

  ・下水道への放流 

・排水地点の変更により、水道水源その他取水地点、漁場、注目すべき水生生物の生育・生

息地、既に汚染が著しい地域等への排水の回避 

  ・代替物質の使用や生産工程の変更等による有害物質の使用又は発生の回避 

   

２ 低減の例 

  ・事業規模の縮小、生産工程の変更、水の循環使用等による排出負荷の低減 

  ・汚水等の処理施設の設置による汚濁負荷の低減 

  ・廃棄物最終処分場における水の浸透防止策の徹底及び漏水監視、浸出水の処理の向上 

  ・汚染物質等の管理の徹底 

  ・工場排水等の水質監視の実施と公表 

  ・埋立地の形状の工夫による潮流の滞留等の低減 

  ・底泥の浚渫や覆砂等による底質の改善 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 

 

 

７－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・底質の暫定除去基準  等 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、底質への有害物質等の堆積

や既に汚染されている底質の攪乱など、底質への影響が、事業者が実行可能な範囲におい
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て、最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

  ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

○環境基準（ダイオキシン類対策特別措置法） 

○底質の処理・処分等に関する指針における監視基準 

○底質の暫定除去基準 

   ○海洋汚濁及び海上災害の防止に関する法律に基づく水底土砂に係る判定基準 

   ○その他国、県又は市が定める目標等 

 

 

７－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○予測条件、モデルの適用条件等からみて予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の

程度が著しく小さい場合は除く）。なお、底質の予測は不確実性が高い。 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○周辺に水道水源、注目すべき動植物の生息・生育地等の影響を回避すべき重要な保全

対象が存在する場合 

    ○水質の予測において、有害物質による影響が大きいと予測された場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・底質の汚染の有無、汚染物質の濃度（あわせて水質調査や必要に応じて水生生物の調査を

実施） 

  ・事業の実施状況及び事業に伴う負荷の状況、環境保全対策の実施状況 

   

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

   

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。ただし、底質への影響は、継時的に蓄積し

ていくものであることから、必要に応じて一定期間のモニタリング調査を行う。 

  ・調査期間は、原則として年単位とし各年１回以上の測定とする。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、環境基準等の適合状況、経時的変動等について整理する。また、予測・

評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原因を検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評
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価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          ８  地下水汚染 
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８ 地下水汚染 

８－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①地下水汚染の状況を基本とし、②から⑤の関連項目

についても可能な限り把握する。  

調査項目 調査内容 

 ①地下水汚染の状況 ・地下水に係る水質調査結果 

・発生源の状況（発生施設・事業場の数、種類、位置等） 

 ②水象の状況 ・地下水（井戸、湧水等）の分布状況 

・地下水の水位、流動等 

 ③地下水の利用状況 ・取水等の地点、利用用途、利用実態等 

 ④法令等による指定及び規制等

の状況 

・関係する法令、行政計画等による基準、目標値及び地

域指定等の内容 

 ⑤その他 ・現状や将来の地下水の状況に影響を与えると想定され

る気象（降水量等）、地形・地質、地盤、産業、土地

利用、開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の地下水の状況を広域的に把握可能な範囲とし、地形や水系等の一体性

を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

   調査の項目             調査の方法 

 ①地下水汚染の状況 ・地下水の水質測定結果は、「公害関係資料集」（仙台市）

等から整理する。 

・発生源の状況については、「水質汚濁防止法に基づく特

定事業場一覧」（仙台市）等から、発生施設・事業場の

数、種類、位置等を整理する。 

 ②水象の状況 ・「自然環境基礎調査」（仙台市）、「公害関係資料集」

（仙台市）、既存のボーリング調査結果等から整理する。 

・必要に応じて現地踏査や地域への聞き取り調査を行う。 

 ③地下水の利用状況 ・既存の飲用井戸に係る調査結果等を整理する。 

・必要に応じて現地踏査や地域への聞き取り調査を行う。 

 ④法令等による指定 

  ・規制等の状況 

 ・県及び市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等

に基づく基準、目標等の内容について整理する。 
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 ⑤その他 ・土地利用等の状況については、地形図、地質図、土地利

用図、都市計画図、その他資料等から把握する。 

・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境

影響評価の実施状況等から把握する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の地下水の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、経年的な変化がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における地下水汚染を防止する上での留意点に

ついても可能な限り記載する。 

 

 

 

８－２ 環境影響評価項目の選定 

 地下水汚染に係る環境影響要素は、事業特性を考慮し、以下の表を参考に適切に選定する。 

また、環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

  ・地下水の水質汚濁に係る環境基準が設定された物質、その他の有害物質について、排出、

使用、貯留又は生成が想定される場合には項目を選定する。具体的には、廃棄物の最終処

分場、有害物質の使用、貯留又は発生等の可能性のある工場・事業場・研究所や廃棄物処

理施設、農薬を大量に使用するようなゴルフ場等のレクリエーション施設等が想定される。 

  ・鉱脈の存在等の自然条件又は過去の土地利用等に起因する汚染土壌が存在する地域におい

て造成等を行う場合にも選定する。 

  ・有害物質の土壌中への浸透の可能性の高い廃棄物最終処分場や大量の農薬を使用するゴル

フ場等のレクリエーション施設等は、重点化を検討する。 

  ・事業予定地周辺において地下水や湧水を水道水源等として利用している場合や、湧水が動

植物の重要な生息環境となっている場合等には、重点化を検討する。一方、事業予定地周

辺に比較的浅い井戸や湧水が存在しない場合は、項目として選定しない、若しくは配慮項

目や簡略化項目として差支えない。 

 

区 分 地下水汚染に係る主な物質 

地下水の水質汚濁に係る

環境基準 

カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、アルキル

水銀、PCB、ジクロロメタン、四塩化炭素、クロロエチレン（別名塩

化ビニル又は塩化ビニルモノマー）、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジ

クロロエチレン、1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、 

1,1,2-トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチ

レン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカル

ブ、ベンゼン、セレン、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほ

う素、1,4-ジオキサン 
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ダイオキシン類による地

下水汚染に係る環境基準 

ダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベンゾ－

パラ－ジオキシン、コプラナーポリ塩化ビフェニル） 

その他の有害物質 ・水質の環境基準項目、要監視項目（人の健康の保護に係る項目） 

・水質汚濁防止法第２条第２項第１号の有害物質 

・「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止及び水産動植

物の被害の防止に係る指導指針」（平成29年3月環境省水・大気環

境局長通知）で指針値が設定された農薬等 

 

 

８－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．地下水の水質 

   選定項目に係る物質の地下水中の濃度 

 ２．水象 

   地下水の水位、流動等 

 ３．その他 

   必要に応じて土地利用の履歴、地質、発生源の状況、気象の状況、地下水利用の状況等につ

いても把握する。 

  ・項目として選定した物質の地下水中の濃度を測定する。地下水汚染が確認された場合には、

周辺の発生源の状況や土地利用の履歴等から、その原因を把握する。 

・地下水の測定時に合わせて、地下水の水位、流動等の変動の状況を把握する。 

  ・地下水の状況に影響を及ぼす地形・地質や地盤の状況、気象の状況については、基本的に

は地域概況の調査結果を活用するが、水象や地形・地質に係る現地調査結果も引用する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存資料や文献調査及び現地調査により把握する。 

 ② 測定方法は、「地下水の水質汚濁に係る環境基準」に定める方法等とする。 

  ・地下水汚染については、１年間以上にわたる既存の測定結果を収集、解析するとともに、

年間の変動を把握できるよう現地調査を実施する。 

・現地調査は、以下の測定方法に準拠する。 

   ○地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年環境庁告示第10号） 

   ○ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌

の汚染に係る環境基準（平成11年環境庁告示第68号） 

   ○水質汚濁に係る環境基準について（昭和46年環境庁告示第59号）、水質汚濁に係る人の

健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定について（平成5年環水規

第121号環境庁水質保全局水質規制課長通達） 



 －151－ 

   ○排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法（昭和4

9年環境庁告示第64号） 

   ○その他適切な方法 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

調査地域は対象事業により地下水に対する影響が想定される地域とし、地形・地質の状況等を

考慮して設定する。 

 ＜調査地域＞ 

・調査地域は、基本的に事業予定地周辺とし、事業特性、地下水の帯水層及び流向、周辺の

地下水の利用状況、地形・地質の状況、既存の事例等を踏まえて設定する。 

 ＜調査地点＞ 

・現地調査地点は、調査地域内において次の地点を考慮して設定する。また、現況からの環

境の変化を適切に評価するため、可能な限り予測地点と一致するよう設定するとともに、

その後の事後調査を行うことも合わせて検討する。 

    ○調査地域の地下水の状況を的確に把握できる地点 

○事業特性や地域特性から、事業による影響が大きくなるおそれのある地点 

○周辺の地下水の利用地点（水道取水地点、井戸等） 

    ○周辺の湧水地点 

    ○注目すべき動植物の生息・生育地、自然との触れ合いの場など、地下水汚染の影響に

ついて配慮が特に必要な地点 

    ○その他必要に応じて設定する地点 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 地下水の水質の現状を把握し得る期間とする。 

② 頻度の設定に当たっては、地下水位の季節による変動等を考慮する。 

 ・既存資料の収集対象期間は１年間以上とし、過去の資料がある場合には、経年変化を把握

する。 

・現地調査は、年間を通した地下水質の変化を把握できる期間とし、季節変動等を考慮して

頻度を設定する。一般的には、年間の降水傾向から推定される豊水期、渇水期を基準とし

て設定する。なお、降雨直後の増水時は可能な限り避けること。 
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８－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

地下水汚染の有無、程度について予測する。 

  ・事業の実施に伴う地下水汚染の発生の可能性について検討する。地下水汚染は、発生させ

ないことを基本とするが、必要に応じて、万が一発生した場合の地下水質の変化の程度や

影響の範囲を予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

  ・予測地域は、調査地域に準じる。 

・必要に応じて、工事中及び供用後の区分ごとに設定する。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地点は、予測地域内において次の地点を考慮して設定する。予測地点の設定にあたっ

ては、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

○現況調査地点（井戸、湧水地点等） 

○水道水等の取水地点、注目すべき水生生物の生育・生息地点等、地下水汚染の影響に

ついて配慮が特に必要な地点 

○その他適切な地点 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 供用後にあっては、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事による影響が最大となる時期とする。 

 ＜供用後＞ 

  ・事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼働した時期とする。ただし、地

下水質への影響が出現するまでには一定期間を要することに留意する。 

 

 

（４）予測の方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・地下水の状況の解析を踏まえ事例の引用・解析 

  ・拡散モデル計算 

  ・保全対策 

   ・地下水汚染は発生させないことを基本とし、調査結果、有害物質の保管等に係る環境保全
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対策、土壌汚染や水質の予測結果等を勘案するとともに、事例の引用・解析等により、地

下水汚染の発生の可能性について検討する。また、必要に応じて万一汚染が生じた場合の

拡散について、地下水の流動モデル等により予測する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 汚染物質の排出量、使用量等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 地下水位、地下水の流動等 

  ② 地下水利用の状況 

 ＜事業計画による条件＞ 

  ・予測に用いる排出負荷量は、事業計画に示された工事計画・施設計画に基づき設定する。

ただし、事業計画において排出負荷量等が明らかでない場合は、各種の原単位、類似事例

等を参考に推計する。 

・有害物質等の使用、保管等による影響を予測する場合には、使用、保管等を行う物質の種

類、量、使用等の用途及び方法等について明らかにする。 

  ・廃棄物の埋立による影響については、廃棄物の種類、量及びこれらの管理の方法、埋立の

方法、浸出水の処理方法や処理基準等について明らかにするとともに、廃棄物の種類等に

よる有害物質等の溶出等の可能性について、既存事例等より推定する。 

  ・供用時の排水による影響については、排水する施設の種類、規模、能力、構造、用途、配

置、排水口の位置、稼働又は使用の状況、排水の量、排出する有害物質の濃度等を明らか

にする。 

  ・農薬の使用による影響については、使用する農薬の種類、使用目的、量、使用する時期、

散布の方法等について明らかにする。 

  ・工事中の造成に伴う影響については、造成範囲、面積、施工方法を明らかにする。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・地下水の状況等については、水象の地下水の調査及び予測結果を活用する。 

  ・その他の将来の環境条件は，基本的に現在の状況を用いるが、将来の地下水に影響を及ぼ

す可能性のある土地利用や、新たな保全対象の出現等に留意する。 

 

 

８－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

  １  回避の例 

  ・代替物質の使用や生産工程の変更等による有害物質の使用又は発生の回避 

  ・汚染土壌が確認された箇所の造成の回避、汚染土壌の除去・封じ込め等 

・有害物質の取扱い施設における地下浸透防止策や地盤の遮水措置等 
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  ２  低減の例 

  ・事業規模の縮小、生産工程の変更等による排出負荷の低減 

  ・排水等の処理施設の設置による環境負荷の低減 

  ・廃棄物最終処分場における水の浸透防止策の徹底及び漏水監視、浸出水の処理の向上 

  ・農薬の使用量の削減、残留性の低い農薬の使用 

  ・有害物質等の管理の徹底 

・工場排水等の水質監視の実施と公表 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 

 

 

８－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・環境基準（環境基本法）等 

  ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、地下水汚染の発生の可能性

について、事業者が実行可能な範囲において、最大限の回避、低減が図られているか否か

を評価する。 

  ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

   ○環境基準（環境基本法、ダイオキシン類対策特別措置法） 

   ○地下水浸透基準（水質汚濁防止法） 

   ○その他国、県又は市が定める目標等 

 

 

８－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合は詳細に行う。 

    ○予測条件、モデルの適用条件等からみて予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の

程度が著しく小さい場合は除く）。なお、地下水汚染の予測は一般的に不確実性が高

い。 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○周辺に水道水源、貴重な動植物分布地等への水の供給源となっている地下水や湧水が

存在する場合 

    ○環境基準を超える等、影響が大きいと予測された場合 
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（２）事後調査の内容 

  ・地下水汚染の有無、汚染物質の濃度（あわせて地下水位等の測定を実施） 

  ・事業の実施状況及び事業に伴う環境負荷の状況（有害物質の使用量、使用方法等）、環境

保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。事業の段階に応じた複数の予測時期を設定

した場合には、その時期ごとに事後調査を実施する。 

  ・調査は、原則として工事中は予測対象時期に１回以上、供用後は年単位とし四季各１回程

度実施する。 

  ・地下水質への影響が出現するまでには一定期間を要することから、供用開始後３か年程度

を目安として、継続的に調査を実施する。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、環境基準等の適合状況、経時的変動や気象条件による変動等について

整理する。また、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原因を検討・

考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                ９  水象 
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９ 水象 

９－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①水象の状況を基本とし、②から④の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①水象の状況 ・河川（沢、水路等含む）の位置、規模、流域、流量等 

・湖沼・ため池等の位置、規模、流域、貯水量等 

・地下水（状況、井戸・湧水等）の分布状況、水位、流

動等 

・海岸の位置、延長、潮位、潮流、流入河川の状況等 

・水辺環境の自然性、親水性 

 ②水利用の状況 ・河川、湖沼・ため池、地下水・湧水、海域における取

水位置、利用用途、利用実態等 

・漁業権の設定状況、その他水域の利用状況等 

 ③法令等による指定及び規制等

の状況 

・関係する法令、行政計画等による基準、目標値及び地

域指定等の内容 

 ④その他 ・現状や将来の水象、水利用の状況に影響を与えると想

定される気象（降水量等）、地形・地質、地盤、産業、

土地利用、開発の状況・動向等 

・過去の水害の発生状況、最新の洪水ハザードマップ等 

・水環境保全に係る地域活動の状況 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、事業予定地の水象の状況を広域的に把握可能な範囲とし、事業予定地の水系

に係る流域や地形・地質の状況等を勘案して設定する。 

 

 

（３）調査の方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①水象の状況 

 

・河川、湖沼の位置等については、「自然環境基礎調査」

（仙台市）、「宮城県河川・海岸図」（宮城県）等から

整理する。 

・流量等については、「水情報国土データ管理センター」

（国土交通省）の流量年表や「公害関係資料集」（仙台

市）の水質測定結果等から整理する。 

・海域の潮流、潮位等については、「日本海洋データセン
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ター」（国土交通省）や気象庁ホームページ等から整理

する。 

・地下水・湧水の状況については、「自然環境基礎調」（仙

台市）、「公害関係資料集（仙台市）」、既存のボーリ

ング調査結果等から整理する。 

・水辺環境の状況については、「仙台市植生図」（仙台市）

や「第６回・第７回自然環境保全基礎調査 植生調査」

（環境省）等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ②水利用の状況 ・上水道、水利権、漁業権等に係る県及び市の資料から整

理する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ③法令等による指定及び規制

等の状況 

・県及び市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等

に基づき基準、目標等の内容について整理する。 

 ④その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都

市計画図、その他資料等から把握する。 

・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境

影響評価の実施状況等から把握する。 

・水害や地域の活動状況については、市の資料等から把握

するとともに、必要に応じて地域への聞き取り調査を行

う。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

以上の調査結果により、地域の水環境の状況についてとりまとめる。とりまとめにあたっ

ては、図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における水象を保全する上での留意点について

も可能な限り記載する。 

 

 

９－２ 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。  

・工事中については、トンネル工事や建築物の建設に伴う掘削工事において地下水を排水す

る場合に、地下水への影響を選定する。また、工事中に河川等から取水する場合に、河川

流等への影響を選定する。 

・水域や水辺、湧水地等を直接改変する場合、河川や地下水の流動等に影響を及ぼす工作物

等を設置する場合、雨水の流出特性や浸透能に変化を及ぼす土地の造成、樹木の伐採、舗

装等を行う場合は、存在による影響として項目を選定する。 

・供用後については、河川等から取水する場合、地下水を揚水する場合、河川等へ放水又は

排水する場合に項目を選定する。 
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・公有水面の干拓又は埋立事業、ダムや堰の建設事業については、重点化を検討する。また、

取水量や排水量が著しく大きい場合にも重点化を検討する。 

・水道水源流域その他の取水地点、注目すべき動植物の生息・生育地、景観、自然との触れ

合いの場等が著しい影響を受ける可能性がある場合には、重点化を検討する。 

・下流域で浸水被害等が生じている場合や、下流河川の流下能力が低い場合は、河川流量に

ついて重点化を検討し、洪水防止の観点から短期的流出についても予測・評価の対象とす

る。 

 

 

９－３ 調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．河川の状況 

     ① 河川の位置、規模、流域、断面構造等 

     ② 河川の流量 

     ③ 流域の雨水等の流出・浸透の状況 

 ２．湖沼の状況 

     ① 湖沼の位置、湖水面積、流域、水深等 

     ② 湖沼の水位、貯水量、流入出量、滞留日数等 

     ③ 流域の雨水等の流出・浸透の状況 

 ３．地下水・湧水の状況 

     ① 地下水の賦存形態、水位、流動等 

     ② 湧水の位置、水量等 

     ③ 地下水利用の状況 

 ４．海域の状況 

     ① 潮位、潮流、流入河川の状況、海水の成層・循環等 

 ５．水辺の状況 

     ① 河川、湖沼、海岸の位置、延長、護岸形態等 

     ② 水辺環境の構成（植物、動物、地形等） 

 ６．水源地の状況 

     ① 水道原水取水位置、取水量等 

 ７．その他 

     必要に応じて、降水量、地形・地質、植生、土地利用、水利用等の状況についても把握する。 

・項目として選定した水象の状況について、既存資料調査及び現地調査により、予測・評価

に必要な項目を把握する。調査にあたっては、必要に応じて流域区分ごとに詳細な状況を

把握する。 

  ・水象に影響を及ぼす地形・地質や土地利用の状況、水辺環境に係る動植物の状況等につい

ては、基本的には地域概況の調査結果を活用するが、地形・地質や動植物等に係る現地調

査結果も引用する。  
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（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存資料や文献調査及び現地調査により、河川、湖沼、地下水・湧水、海域及び水辺の状況

を把握する。 

 ② 既存文献、聞き取り等により水源地の状況、その他を把握する。 

 ＜河川の状況・湖沼の状況＞  

・河川及び湖沼の位置、規模等については、地形図、河川図、空中写真等の既存資料を基に

把握し、必要に応じて現地にて補足調査を行う。ただし、予測・評価にあたって詳細な情

報が必要な場合には、現地での計測等を行う。 

・流量、水位等については、１年間以上にわたる既存の測定結果を収集、解析するとともに、

年間の変動を把握できるよう現地調査を実施する。また、合わせて、現地調査時の降水量

を把握する。調査方法は「河川砂防技術基準」（国土交通省）等に準拠する。 

・調査結果については、季節変動、気象条件による変動等、適切な解析を行うとともに、既

存資料調査結果との比較等により、データの妥当性の検証を行う。 

  ・雨水の流出・浸透等の状況については、植生調査結果や現地の土地利用の状況を踏まえ、

「開発行為・宅地造成工事 許可申請の手引き」（仙台市）等を基に整理する。 

  ・水害については、地域の洪水ハザードマップ等を基に整理するとともに、必要に応じて地

域への聞き取り調査を行う。 

 

 ＜地下水・湧水の状況＞ 

  ・地下水や湧水の分布状況、利用状況等については、既存資料調査を基本とし、必要に応じ

て地域への聞き取りや現地踏査を行う。 

  ・地下水位や流動等については、１年間以上にわたる既存の測定結果を収集、解析するとと

もに、年間の変動を把握できるよう既存井戸を使用又は観測井を設置して現地調査を行う。

また、合わせて、現地調査時の降水量を把握する。調査方法は「河川砂防技術基準」（国

土交通省）や「地下水調査および観測指針（案）」（建設省河川局）等に準拠する。 

  ・湧水量については、「湧水保全･復活ガイドライン」(平成22年3月、環境省）等を参考に、

年間の変動を把握できるよう現地調査を行う。 

  ・調査結果については、季節変動、気象条件による変動等、適切な解析を行うとともに、既

存資料調査結果との比較等により、データの妥当性の検証を行う。 

  

＜海域の状況＞ 

  ・潮位、潮流、海水の成層・循環の状況等については、１年間以上にわたる既存の測定結果

を収集、解析するとともに、年間の変動を把握できるよう現地調査を実施する。調査方法

は、「海洋観測ガイドライン」（日本海洋学会）等に準拠する。 

  ・調査結果については、季節変動、気象条件による変動等、適切な解析を行うとともに、既

存資料調査結果との比較等により、データの妥当性の検証を行う。 

   

 ＜水辺の状況＞ 

  ・河川、湖沼、海岸の位置、延長については、地形図、河川図、空中写真等の既存資料を基
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に把握し、必要に応じて現地にて補足調査を行う。ただし、予測・評価にあたって詳細な

情報が必要な場合には、現地での計測等を行う。 

  ・護岸形態については、現地にて自然護岸（海岸の場合は、砂浜、岩浜、崖地等の別）、石

積み護岸、蛇篭、鋼矢板、コンクリート等の区分を把握し、必要に応じて計測等を行う。 

  ・水辺環境の構成は、現地調査により主に地形や植生の状況等を把握するが、必要に応じて

動植物等の調査結果を引用する。 

    

 ＜水源地の状況＞ 

  ・既存資料調査を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

  ・現地踏査の際には、周辺の環境条件等を把握する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、対象事業により水象に対する影響が想定される地域とし、流域、地形等を考慮

して設定する。 

 ② 調査地点は、地形図等の既存文献に基づき、調査地域を適切に把握できる地点及び数を設定

する。 

 ③ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概査を実施し、現地の概況を把握する。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、事業の実施により流量や水位の変化が想定される下流域を中心に、水系や地

下水分布、地形・地質、利水状況等を考慮して設定する。調査地域の設定にあたっては、

必要に応じて既存事例の引用・解析や簡易な試算等を行う。 

   ＜調査地点＞ 

  ・現地調査地点は、調査地域内において次の地点を考慮して設定する。 

  ・また、現況からの環境の変化を適切に評価するため、可能な限り予測地点と一致するよう

設定するとともに、その後の事後調査を行うことも合わせて検討する。 

  ・なお、必要に応じて深さ方向の地点設定も行う。 

    ○当該水系又は流域の代表的な地点 

    ○河川等における取水・排水地点、下流の支川流入地点や合流点等 

    ○既存の井戸、湧水地点 

    ○水質調査地点や地質調査地点 

    ○漁場、注目すべき動植物の生育・生息地、景観、自然との触れ合いの場等、水象の影

響について特に配慮が必要な地点 

    ○その他必要な地点 
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（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 年間を通じた状況を把握できる期間とする。 

 ② 頻度の設定に当たっては、季節による変動等を考慮する。 

  ・既存資料の収集対象期間は１年間以上とし、過去の資料がある場合には経年変化を把握す

る。 

  ・現地調査の期間は、年間を通じた水象の状況を把握できる期間とし、原則として１年とす

る。調査の頻度は、季節変動や取水状況等に留意して設定し、必要に応じて１年以上の連

続測定を行う。 

  ・流出係数の変化に伴う河川等の流量への影響が想定される場合には、晴天時に加え、降雨

時にも複数回調査を実施する。 

 

 

９－４ 予測 

（１）  予測内容 
〈技術指針  表５〉  

選定項目に応じ、直接的・間接的影響による次の項目の変化の程度を予測する。 

 ① 河川流量及び流域の水循環（雨水等の流出・浸透・保水）の状況 

 ② 水辺環境の自然性、親水性 

 ③ 地下水の水位、湧水の量 

 ④ 海域の潮流等 

⑤ 水道水源の流域の改変、水源への影響の有無、程度 

  ・選定した環境影響評価項目に応じて、事業の実施に伴う上記項目に係る変化の有無、変化

の程度を予測する。変化の程度については可能な限り定量的に予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

＜予測地域＞ 

・予測地域は、調査地域に準ずる。 

・必要に応じ工事中及び供用後の区分ごとに設定する。 

＜予測地点＞ 

  ・予測地点は、予測地域内において次の地点を考慮して設定する。予測地点の設定にあたっ

ては、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

○現況調査地点 

○漁場、注目すべき水生生物の生育・生息地点、景観、自然との触れ合いの場等、水象

の影響について特に配慮が必要な地点 

○その他適切な地点 
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（３） 予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 原則として、工事が完了した時点 

 ＜工事中＞ 

  ・工事による影響が最大となる時期とする。工事が広範囲に及び、影響を受けやすい場があ

る場合などには、施工位置、施工時期等を踏まえながら、適切な予測時期を設定する。 

  ＜供用後＞ 

  ・水域等の直接改変や構造物の存在による影響については、工事が完了した時点を対象とす

る。ただし、地下水等への影響が出現するまでには一定期間を要すること留意する。 

  ・地下水の取水等、供用後の施設の稼働による影響が想定される場合には、事業計画におい

て予定されている施設等が通常の状態で稼働する時期とする。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

 ① 河川流量 

  ・流出係数の算定 

  ・水収支モデル計算 

  ・事例の引用・解析 

 ② 地下水・湧水 

  ・地下水流の流動の解析又は事例の引用・解析 

  ・保全対策 

 ③ 潮流 

  ・数理モデル計算 

  ・模型実験 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

 ④ 水辺環境 

  ・水辺の現況解析結果と事業計画の重ね合わせ 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

 ＜河川流量＞ 

  ・事業実施に伴う河川の流量への影響については、流出係数の算定により予測することを基

本とする。具体的には、現況の調査結果及び事業計画による土地利用や雨水貯留浸透対策

等を踏まえ、「開発行為・宅地造成工事 許可申請の手引き」（仙台市）等に基づき、事

業予定地における事業実施前後の雨水流出係数の変化又は浸透能の変化を把握する。また、

それらを踏まえた河川への地表水及び地中水としての流入量の変化の程度を把握し、河川

の流況に及ぼす影響について予測する。 

  ・詳細な予測が必要な場合には、下表を参考にモデルにより予測する。 
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・必要に応じて、仙台市の洪水ハザードマップ等を踏まえ、事業の実施に伴う氾濫時の水位

上昇等について予測する。 

 

 ＜地下水・湧水＞ 

・地下水の影響については、地下水位の分布及び流動の推定結果を踏まえ、事業計画に基づ

く工事の施工方法や地下構造物の位置、深度等から地下水への影響が生じる可能性を定性

的に予測、又は流域ごとの水収支の状況や事業計画に基づく浸透能の変化等から地下水や

湧水の涵養に与える影響を定性的に予測することを基本とする。なお、地下水位低下の影

響範囲を概略的に求める手法としては、Sichart の式（Ｒ＝3000×s×√Ｋ Ｒ:影響範囲

(m)、s: 掘削による地下水位変化（m）、Ｋ:透水係数（m/sec ））等がある。 

  ・詳細な予測が必要な場合には、地下水流動モデルにより予測する。 

  ・湧水地の直接改変による影響については、調査結果に基づく湧水の分布や特性等の解析結

果と、事業計画の重ね合わせにより予測する。 

 

 ＜潮流＞ 

  ・海域の流況への影響については、モデルによる予測を基本とする。モデルには、水平二次

元単層モデルと水平二次元多層モデルがあり、二次元単層モデルは、水深方向には流速分

布を一様と仮定するもので、海域の流れの予測に一般的に用いられる。二次元多層モデル

には、レイヤーモデルとレベルモデルがある。レイヤーモデルは水深方向にいくつかの層

を設定し層ごとの水平流域を求めるもので、温度密度流、夏季の温度成層形成時の流れ、

吹送流等を取り扱う場合に用いられる。。レベルモデルは、鉛直方向にも数層に分割し、

各格子点、各層の水平流速、鉛直流速及び水位を計算するもので、構造物周りの局所的な

流れや、水温・塩分等による鉛直循環流等を考慮する場合に用いられる（詳細は水質に係

る予測方法を参照）。 

 

 ＜水辺環境＞ 

  ・河川、湖沼、海岸等の水辺環境への影響に係る予測は、水辺環境の分布や特性等の解析結

果と、事業計画の重ね合わせにより予測する。 

  ・この場合、直接改変により失われる水域の面積、水辺の延長（必要に応じて、護岸形態別

の変化や自然性、親水性の変化の状況）等を計測し、図表にまとめる。 

 

河川及び湖沼等の流出予測モデルの例 

モデル 概  要 

合理式 ・ある強度の雨が流域に一様に、洪水到達時間の間降ったときのピーク流

量を求める方法である。 

・貯留現象を考慮する必要のない河川でピーク流量のみが必要とされる場

合に広く用いられる。 

タンクモデル ・底面と側面に孔を有す容器（タンク）を複数個配置し、流域の流出機構

をモデル化するものである。 

・洪水時のような短期間の降雨流出現象から年間の水収支のような長期間
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の降雨流出現象まで再現性が高く、また、計算が容易であることから、

多くの降雨流出解析に用いられる。 

貯留関数法 ・流域ないし河道をひとつの貯水池と考え、貯留量と流出量の関係（貯留

関数）を運動方程式とし、これを連続方程式と組み合わせて、流出量を

追跡する方法である。 

・流量観測がされている大河川で多く用いられる。 

Kinamatic wave法 ・流出現象を力学的に解釈しようとする立場から、斜面上の流れなどを物

理的に解析するモデルであり、降雨を考慮した連続式と平均流速式に基

づく流量式を用いて、一定勾配の斜面上の流れを解析的に解く方法であ

る。 

・主に山腹斜面、河道が急勾配の流域に適用する。 

Dynamic wave 法 ・Kinamatic wave法の考え方に、運動力学的要素も合わせて導入し、流出

現象を解析するモデルである。 

・主に低平地流域に適用する。 

浸透流モデル ・流域内の土壌への雨水の浸透、大気への蒸散による流下斜面の下端での

流出量を算出するモデルである。 

・Richardsの不飽和浸透方程式を二次元化して用いる二次元モデルと、そ

のまま用いる三次元モデルがある。 

・二次元モデルは、流域斜面の横方向の起伏が一様で、横方向への浸透が

少ない場合に、三次元モデルは、流域の起伏が複雑で雨水が流域斜面の

横方向にも浸透する場合に適用する。 

 

地下水の予測モデルの例 

モデル 特  徴 

一次元モデル ・一方向のみの流れについて適用される。 

・帯水層の水頭低下に伴う加圧層の圧密沈下予測によく用いられる。 

平面二次元モデル ・三次元の微分方程式において鉛直方向（帯水層厚）の変化を一様として

二次元化したもの。 

・比較的広域な地下水流動を平面的に捉える場合に適している。 

断面二次元モデル ・平面上の一方向の地下水の流れを無視して、断面方向のみの地下水流動

を扱うモデル。 

・複数の層構造からなる帯水層の水頭変化の状況解明に適している。 

準三次元モデル ・帯水層の流れを表す平面二次元モデルと、加圧層の流れを表す鉛直一次

元モデルを連立させたもの。 

・帯水層では水平方向のみの流動であり、加圧層では鉛直方向のみに限定

して扱う。 

・地盤沈下や地下水開発を検討する場合に適している。 

三次元モデル ・地下水流動を三次元的にとらえたもの。 

・再現性の高い三次元モデルを構築するためには、十分な地盤情報等が必

要である。 
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（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 土地改変の範囲、施工方法等 

  ② 排水路の位置、構造、排水量等 

  ③ 水辺地の改変の範囲、施工方法等 

  ④ 地下掘削、地下構造物の位置、規模等 

  ⑤ 地下水の揚水の位置、量等 

  ⑥ 湛水する範囲、水位変動等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 流域の土地利用 

  ② 利水等の状況 

  ③ 気象の状況 

 ＜事業計画による条件＞ 

・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は，基本的に現在の状況を用いるが、水象に影響を及ぼす可能性のある土

地利用や、新たな保全対象の出現等に留意する。 

 

９－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １  回避の例 

  ・事業区域、施設配置の変更により、保全すべき水辺等の改変を回避 

  

 ２  低減の例 

  ・涵養機能の高い地域や、注目すべき動植物の生息・生育地等として保全すべき河川・湖沼

等の改変面積の低減 

  ・豪雨等を想定した調整地の設置による雨水流出量の管理 

  ・取水量、排水量の低減 

・火力発電所における取放水量の抑制に留意した冷却方式等の検討、海域の流況に配慮した

取放水方法の検討 

  ・利水や水面利用、景観などに配慮した放水の実施 

  ・改変した河川・湖沼等の復元・再生 

  ・緑化や雨水浸透施設の設置等による雨水の地下浸透の促進 

  ・構造物の構築完了後の土留め壁の撤去等による地下水流動機能の回復 

  ・地下水通水施設の設置 

  ・調整池や雨水排水路等の定期的な点検及び適正な維持管理 

  ・地下水位等の継続的な監視の実施 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 
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９－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ① 影響の回避・低減の観点 

・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、保全すべき水辺等の改変が

回避されているか、下流域の河川の流量等への影響の低減が図られているか等といった観

点から、対象事業の実施に伴う水象への影響が、事業者が実行可能な範囲において、最大

限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

 

 

９－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○予測条件、モデルの適合条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の

程度が著しく小さいことが明白な場合を除く） 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○水道水源流域その他の取水地点、注目すべき動植物の生息・生育地、重要な湖沼等、

影響を回避すべき重要な保全対象が存在する場合 

    ○影響が大きい場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・予測対象とした項目の状況（河川の流量、地下水位、水辺環境の状況等） 

  ・事業の実施状況及び事業に伴う環境負荷の状況、環境保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。事業の段階に応じた複数の予測時期を設定

した場合には、その時期ごとに事後調査を実施する。 

  ・調査は、原則として工事中は予測対象時期に１回以上、供用後は年単位とし四季各１回程

度実施する。ただし、地下水への影響は、出現までに一定期間を要することから、必要に

応じて工事完了後５年間程度を目安として、継続調査を実施する。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、経時的変動や気象条件による変動等について整理する。また、予測・

評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原因を検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて
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追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              10  地形・地質 
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10 地形・地質 

10－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

    地域概況として把握すべき事項は、①地形・地質の状況を基本とし、②及び③の関連項目

についても可能な限り把握する。 

    調査項目            調査の内容 

 ①地形・地質の状況 ・標高、地形分類、傾斜の状況、表層地質区分、断層の存在等 

・注目すべき地形・地質、地すべり地形、崩壊地、活断層等の分

布、土砂災害・地震・津波等の災害履歴、指定地域の状況等 

・大規模な造成を要する斜面地等（30度以上の急斜面、谷密度が

高い場所） 

・土地の安定性の変化等により影響を受ける可能性のある事業予 

定地周辺の農地、森林、住宅、道路等の存在の状況 

 ②法令等による指定及

び規制等の状況 

・関係する法令、行政計画等による基準、目標及び指定地域等の

内容 

 ③その他 ・現状や将来の地形・地質の状況に影響を与えると想定される土

地利用、開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

    調査範囲は、地域の地形・地質の状況を広域的に把握可能な範囲とする。 

 

 

（３）調査方法 

    調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①地形・地質の状況 ・地形・地質の状況については、国土地理院や産業技術総

合研究所等による地形図、国土基本図、標高データ、土

地分類基本調査（地形分類図、表層地質図、土壌分類図

等）、地質図幅、傾斜区分図、谷密度図等から整理する。 

・注目すべき地形・地質の状況については、「自然環境基

礎調査」（仙台市）、「日本の典型地形 都道府県別一

覧」（国土地理院）等から整理する。 

・必要に応じて航空写真の判読や、現地踏査や聞き取り調

査を行う。 

 ②法令による指定・規制 

  等の状況 

・県及び市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等

に基づく基準、地域指定の状況等について整理する。 

 ③その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都

市計画図、その他資料等から把握する。 
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・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境

影響評価の実施状況等から把握する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の地形・地質の状況についてとりまとめる。とりまとめにあ

たっては、図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

   また、調査結果を踏まえ、事業予定地及び周辺における地形・地質を保全する上での留意

点についても可能な限り記載する。 

 

 

10－２ 環境影響評価項目の選定 

 環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・現況地形の改変を伴う事業については、存在による影響として項目を選定する。 

・事業予定地及びその周辺に注目すべき地形・地質が存在し、事業による影響が懸念される

場合には、存在による影響として項目を選定する。 

  ・土地の造成や建築物の建築等により、法面や自然斜面の安定性に影響が懸念される場合や、

液状化が懸念される場合には、土地の安定性への影響を選定する。また、事業予定地及び

その周辺に地すべり地形等の災害の危険性のある地形・地質が存在する場合にも選定する。 

・現況地形は基本的な変化量を把握するものであるため、重点化や簡略化は想定しない。 

・注目すべき地形・地質は、天然記念物に指定されているなど、対象の重要度が高い場合に

重点化を検討する。 

・土地の安定性については、大規模な土地改変を伴う場合や、現に地すべりや土石流等が生

じている、又は過去に災害が生じたことがある場所に立地する場合に、重点化を検討する。 

 

 

10－３ 調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．地形の状況 

  ① 地形分類 

  ② 傾斜区分 

 ２．表層地質 

  なお、必要に応じて深層地質についても把握する。 

 ３．土地の安定性 

  ① 崩壊地、地すべり地、大規模な断層等 

 ４．注目すべき地形・地質 

  学術上の重要性のみならず、必要に応じて歴史的・文化的背景、地域住民の意識等についても

把握する。 
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 ５．その他 

  必要に応じて、災害履歴、気象、土地の安定性に係る植生の状況等について把握する。 

・項目として選定した地形・地質の状況について、既存資料調査及び現地調査により、予測・

評価に必要な項目を把握する。 

・土地の安定性について予測・評価する場合には、ボーリング調査や土質試験等により、地

質構造、土の工学的特性、軟弱層の分布、地下水位等を把握する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 地形図・地質図、空中写真等の既存文献により調査を行うとともに、災害履歴についても調

査する。 

 ② 現地調査により、地形の状況、表層地質を確認し、崩壊地等の分布を把握する。 

 ③ 既存文献、聞き取り調査、現地調査により、対象地域における注目すべき地形・地質を把握

し、その状況、価値等を把握する。 

  ・地形の状況については、地形図、地形分類図、空中写真等の既存資料を基に把握し、必要

に応じて現地踏査や測量等を行う。調査結果については、地形分類図、傾斜区分図等とし

て整理する。 

  ・表層地層の状況については、表層地質図等の既存資料調査に加え、現地踏査やボーリング

調査等により、表層地質図、地質断面図等を作成する。また、災害防止に係る法等の指定

状況や現地踏査を踏まえ、地すべり地形、崩壊地形、土石流の危険箇所、活断層、その他

災害危険地形等の分布図を作成する。 

  ・ボーリング調査及び土質試験等については、「地盤調査の方法と解説」（地盤工学会）等

に準拠して実施するとともに、日本工業規格や地盤工学会基準に定められている試験方法

による。 

  ・注目すべき地形・地質については、「自然環境基礎調査報告書」（仙台市）等の既存資料

から把握し、必要に応じて現地踏査や地域への聞き取り調査を行う。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は対象事業により地形・地質に対する影響が想定される地域として設定する。 

 ② 調査地点は、地形図、地質図、空中写真等の既存文献に基づき、調査地域を適切に把握でき

る地点とする。 

 ③ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概況調査を実施し、現地の概況を把握

する。 

  ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、事業の実施により地形・地質への影響が想定される地域とし、地形・地質の

一体性等を勘案して設定する。 
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・一般的には、事業予定地から200 ｍ～数百m 程度の範囲を目安とする。 

  ＜調査地点＞ 

  ・現地踏査に際しては、既存資料等を踏まえ、調査地域の地形や地質区分を網羅的に把握で

きるよう踏査ルートを設定する。 

  ・土地の安定性や注目すべき地形・地質については、災害危険地形や注目すべき地形・地質

の分布箇所等を調査地点とする。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

地形・地質の状況を適切に把握できる期間及び時期とする。 

  ・地形・地質については、基本的には季節的な制約を受けないが、植生が繁茂する時期、積

雪期など、露頭の確認や地形の見通しが難しい時期は避けることが望ましい。 

  ・ただし、自然現象については、季節的に出現するものや季節変動がある場合もあるため、

対象に応じた時期を検討する。 

 

 

10－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

選定項目に応じ、直接的・間接的影響による次の項目等の変化の程度を予測する。 

 ① 現況地形 

 ② 注目すべき地形・地質 

 ③ 土地の安定性 

  ・選定した環境影響評価項目に応じて、事業の実施に伴う上記項目に係る変化の有無、変化

の程度を予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

＜予測地域＞ 

・予測地域は調査地域に準ずる。 

 ＜予測地点＞ 

・現況地形への影響については、予測地点を設定せず、予測地域全域を対象とする。 

・注目すべき地形・地質及び土地の不安定性については、予測地域全域を対象とすることを

基本とするが、必要に応じて次の地点を考慮して予測地点を設定する。 

○災害危険地形や注目すべき地形・地質等が存在する地点 

○大規模な法面が生じる地点 

○軟弱地盤が存在する地点 

○住宅等の保全対象が存在する地点 
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（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 原則として、工事が完了した時点 

  ・現況地形、注目すべき地形・地質については、改変後の土地の存在による影響を予測する

ため、工事が完了した時点を対象とする。ただし、注目すべき地形・地質について、土砂

の流出、取水や一時的な流路の変更等により工事中の影響が想定される場合には、影響が

最大となる時期を適切に設定する。 

  ・土地の安定性については、工事中及び工事完了後の適切な時期とする。工事中は、造成工

事が最大の時期等、影響が最大となる時期を設定する。工事完了後は、土地の安定性への

影響が出現する時期や、保全対策等の効果が安定する期間を考慮して、適切な時期を設定

する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

① 現況地形及び注目地形 

  ・注目地形等の現況解析結果と事業計画の重ね合わせ 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

② 土地の安定性 

  ・斜面の安定計算等土質工学的手法 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

  ・現況地形及び注目すべき地形・地質、土地の安定性への直接的影響については、調査結果

に基づく土地分類図、傾斜区分図、災害地形等の分布図、注目すべき地形・地質の分布図

等と、事業計画を重ね合わせることにより定性的に予測する。 

  ・土地の安定性については、「宅地防災マニュアル」（国土交通省）や「道路土工-軟弱地盤

対策指針」（(社)日本道路協会）等を参考に、斜面における安定計算（円弧すべり計算等）

を行う。また、「道路橋示方書・同解説」（(社)日本道路協会）等を参考に、液状化現象

が発生する可能性について予測する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 地形改変の範囲、施工方法等 

  ② 湛水する範囲、水位変動等 

  ③ 構造物の配置、規模、構造等 

 ２ 将来環境条件 
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  ① 周辺の土地利用 

  ② 気象、水象等 

 ＜事業計画による条件＞ 

・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。このうち、地形改変の範囲

には、供用後の土地利用には含まれないが、工事のために改変する部分も対象とする。 

＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、地形・地質に影響を及ぼす可能性の

ある土地利用や、新たな保全対象の可能性等について留意する。 

 

10－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １  回避の例 

  ・事業区域や施設配置の変更により、注目すべき地形・地質、地すべりや崩壊等の危険性が

高い地域の改変を回避 

   

 ２  低減の例 

  ・地形を生かした造成等による改変面積及び土工量の最小化 

  ・法面の勾配の変更 

  ・適切な排水処理工、緑化工、十分な転圧等による法面の安定性の確保 

  ・地盤改良等の地盤安定・液状化対策 

  ・豪雨等を想定した土砂災害対策 

  ・法面の定期的な点検の実施 

 

10－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合が図られるか 

  ・仙台市自然環境基礎調査の保全上重要な地形等 
 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、注目すべき地形・地質への

影響の回避・低減が図られているか、地すべりや崩壊等の危険性が高い地域の改変の回避・

低減が図られているか、地形・地質の状況に応じた適切な造成計画、施工方法により土地

の安定性への影響の回避・低減が図られているかといった観点から、対象事業の実施に伴

う地形・地質への影響が、事業者が実行可能な範囲において最大限の回避・低減が図られ

ているか否かを評価する。 

 

 ② 基準・目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 
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○天然記念物（文化財保護法）等の法令等で指定されている注目すべき地形・地質や自然

環境基礎調査（仙台市）における学術上重要な地形・地質について、適切な環境保全が

図られているか 

   ○「宅地防災マニュアル」（国土交通省）における最小安全率等の斜面の安定性等に関す

る基準を満たしているか 

   ○その他国、県又は市が定める基準、目標等 

 

 

10－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

○予測条件、モデルの適合性から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度

が著しく小さいことが明白な場合を除く） 

    ○採用した工法等の環境保全対策について、その効果等に不確実性がある場合 

○地すべりや崩壊等の危険性が高い地域が存在する場合 

    ○注目すべき地形・地質等、影響を回避すべき重要な保全対象が存在する場合 

    ○影響が大きいと予測された場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・予測対象とした項目の状況（現況地形、注目すべき地形・地質、土地の安定性の状況） 

  ・事業の実施状況及び環境保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。 

・調査は、工事中及び工事完了後にそれぞれ１回以上実施する。ただし、土地の安定性につ

いては必要に応じて工事完了後３～５か年程度の継続観察を行う。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果について、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原

因を検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            １１  地盤沈下 
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11 地盤沈下 

11－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①地盤沈下の状況を基本とし、②から⑤の関連項目に

ついても可能な限り把握する。 

   調査項目            調査の内容 

 ①地盤沈下の状況 ・地盤沈下の範囲、沈下量等 

・地盤沈下による苦情等の状況 

・地盤沈下により影響を受けると想定される建物、道路、地下埋

設物等の状況 

 ②地形・地質の状況 ・地盤沈下が生じやすい地形・地質の分布（沖積低地の粘性質、

砂質、泥炭質、腐植土質等） 

 ③地下水の状況 ・地下水の分布の状況 

・地下水の水位、流動等 

 ④法令等による指定及

び規制等の状況 

・関係する法令、行政計画等による基準、目標及び指定地域等の

内容 

 ⑤その他 ・現状や将来の地盤の状況に影響を与えると想定される土地利用、

開発の状況動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の地盤沈下の状況を広域的に把握可能な範囲とし、地形・地質や地下水

の状況等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①地盤沈下の状況 ・地盤沈下の範囲、沈下量等については、「公害関係資料集」（仙

台市）等から整理する。 

・苦情等の状況については、「公害関係資料集」（仙台市）から

整理する。 

・地盤沈下により影響を受けると想定される施設等の状況につい

ては、土地利用図、都市計画図等から整理する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ②地形・地質の状況 ・地形図、土地分類基本調査、地質図幅等から整理する。 

 ③地下水の状況 ・「自然環境基礎調査」（仙台市）、「公害関係資料集」（仙台

市）、既存のボーリング調査結果等から整理する。 
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 ④法令等による指定及

び規制等の状況 

・県及び市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に基づ

く基準、地域指定の状況等について整理する。 

 ⑤その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都市計画

図、その他資料等から把握する。 

・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境影響評

価の実施状況等から把握する。 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の地盤沈下の状況についてとりまとめる。とりまとめにあた

っては、図表等を示しながら、経年的な変化がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地及び周辺における地盤沈下を防止する上での留意点

についても可能な限り記載する。 

 

11－２ 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・工事中については、掘削工事等に伴い地下水、湧出水を排水する場合に項目を選定する。 

・地下構造物の設置に伴う地下水流の遮断等により、地下水位が低下し地盤沈下が想定され

る場合には、存在による影響として選定する。 

・供用後に地下水利用のため地下水を揚水する場合には、供用後の施設の稼働による影響を

選定する。 

・軟弱地盤が分布する地域において、盛土や工作物の設置等を行う場合には、工事中及び存

在による影響として選定する。  

・地下水位の大幅な低下が想定され、かつ周辺の住宅地等に相当程度の影響が想定される場

合に重点化を検討する。また、現に地盤沈下が生じている地域周辺において事業を行う場

合や、軟弱地盤層が非常に厚いと想定される地域に立地する場合にも重点化を検討する。 

 

11－３ 調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．地盤沈下の状況 

   地盤沈下の範囲、沈下量 

 ２．地形・地質の状況 

   軟弱地盤の分布、土の工学的特性 

 ３．地下水の状況 

   地下水位、地下水の流動等 

 ４．その他 

   必要に応じて、周辺土地利用等について把握する。 
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  ・既存資料調査及び現地調査により、予測・評価に必要な項目を把握する。 

  ・軟弱地盤が分布する地域においては、ボーリング調査及び土質試験等により、軟弱地盤層

の厚さ、強度（N値）、粒度分布、含水量、圧密係数等の把握を行う。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 調査方法は、現地調査を実施するとともに聞き取り調査等を実施する。 

 ② 測定方法は、水準測量等とする。 

  ・地盤沈下の状況については、既存資料調査を基本とし、必要に応じて聞き取り調査や、水

準測量又は沈下計を用いた現地調査を行う。 

  ・地下水位や流動等については、１年間以上にわたる既存の測定結果を収集、解析するとと

もに、年間の変動を把握できるよう既存井戸を使用又は観測井を設置して現地調査を行う。 

  ・ボーリング調査及び土質試験等については、「地盤調査の方法と解説」（地盤工学会）等

に準拠して実施するとともに、日本工業規格や地盤工学会基準に定められている試験方法

による。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は対象事業により地形・地質に対する影響が想定される地域として、地形・地

質の状況等を勘案して設定する。 

 ② 調査地点は、地形図、地質図等の既存文献に基づき、調査地域を適切に把握できる地点

とする。 

 ③ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概況調査を実施し、現地の概況を

把握する。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、地盤に影響を及ぼす要素である地形分布、地質構造、帯水層の分布、地盤の

土質工学的特性等を考慮して設定する。 

・一般的には、事業予定地から200 ｍ～数百m 程度の範囲を目安とする  

 ＜調査地点＞ 

  ・現地調査地点は、調査地域内において地下水の状況や地質の状況を的確に把握できる地点

とし、複数地点設定する。 
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（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 地盤沈下の状況及び地下水の状況を適切に把握できる期間及び時期とする。 

 ② 地下水に係る調査を実施する場合は、１年間以上にわたる地下水の状況が把握できる期

間とし、頻度等の設定に当たっては季節による地下水位の変動を考慮する。 

  ・地盤沈下の状況は、数年間の既存の測定結果を収集、解析する。現地調査は、年間を通じ

て地盤沈下の変動状況を把握できる期間とする。一般に、沈下計による観測では、地盤の

変動量を連続的に観測することが可能であり、水準測量では、測量を実施した時点間の変

動量が期間変動量として測定される。なお、地下水位と同時に観測することが望ましい。 

  ・地下水の状況は、１年間以上にわたる既存の測定結果を収集、解析する。現地調査は、年

間を通じた地下水の状況が把握できる期間とし、季節変動等を考慮して設定する。 

 

 

11－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

対象事業による地盤沈下の範囲及び沈下量の状況について予測する。 

  ・予測内容は、沈下量及び沈下の範囲の定量的な予測とする。 

・定量的な予測が困難な場合には、沈下の発生の可能性を定性的に予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

  ・予測地域は、原則として調査地域に準じる。ただし、地質や地下水に係る調査結果に応じ

て、予測地域を見直しても差し支えない。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地点を設定せず、面的な広がりを予測することを基本とするが、必要に応じて、住宅

その他保全すべき対象が存在する地点等を予測地点として設定する。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 供用後にあっては、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・盛土や掘削深度、揚水量等の影響要因がが最大となる時期とする。工事計画において工期・

工区が設定され、それぞれの工事が間隔をおいて実施される場合には、各工期・工区ごと

に予測を行う。 

 ＜供用後＞ 

  ・工作物等の存在や土地の改変に伴う影響については、工事完了後の適切な時期とする。 
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・供用後の揚水による影響については、施設等が通常の状態で稼働する時期とする。ただし、

地盤沈下の発生には一定期間を要することに留意する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・圧密理論等理論的解析 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

  ・地下水位低下による地盤沈下や軟弱地盤における圧密沈下については、「道路土工-軟弱地

盤対策指針」（(社)日本道路協会）等を参考に、圧密沈下理論式等により、沈下量及び沈

下時間等を予測する。 

・地下水位低下の予測については、地下水流動モデルによる数値シミュレーション等による

（詳細は水象の項を参照）。 

・定量的な予測が困難な場合や、影響が軽微であると想定される場合には、調査結果及び事

業計画を踏まえ、類似事例の引用・解析により地盤沈下の発生の可能性について定性的に

予測する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 土地改変の範囲、施工方法、法面の形状等 

  ② 地下水揚水の位置、量等 

  ③ 地下掘削、地下構造物の位置、規模等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 地下水の状況 

  ② 周辺の土地利用 

 ＜事業計画による条件＞ 

・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。 

  ・圧密沈下理論式等により予測する場合には、ボーリング調査や土質試験結果等を踏まえパ

ラメータを整理する。 

＜将来の環境条件＞ 

  ・地下水の状況については、水象における予測結果を引用する。 

・その他の将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、地盤沈下に影響を及ぼす可

能性のある土地利用や、新たな保全対象の可能性等について留意する。 
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11－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

  １  回避の例 

  ・事業区域、施設配置等の変更により、帯水層に影響する掘削工事や軟弱地盤における盛土

等を回避 

  ・水源の転換等による地下水の揚水の回避 

   

２  低減の例 

  ・掘削工事における止水対策 

  ・地盤改良等による軟弱地盤対策 

  ・沈下量を考慮したプレロード（余盛）による残留沈下量の軽減 

  ・水の循環利用や節水対策等による地下水揚水量の削減 

  ・緑化や雨水浸透施設の設置等による雨水の地下浸透の促進 

  ・構造物の構築完了後の土留め壁の撤去等による地下水流動機能の回復 

  ・地下水通水施設の設置 

  ・地下水位や地盤高等の継続的な監視の実施 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 

 

 

11－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

  ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、地盤沈下の発生が回避され

ているか、地盤沈下による周辺の住宅その他の建物等に対する影響の回避・低減が図られ

ているか等といった観点から、対象事業の実施に伴う地盤沈下の影響が、事業者が実行可

能な範囲において、最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

 

 

11－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○地盤沈下の発生が予測された場合 

    ○予測条件、モデルの適合条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の

程度が著しく小さい場合は除く）。 

    ○現在地盤沈下が生じている地域又は軟弱地盤の層厚が10ｍを超える地域における事業

の場合 

    ○採用した工法等の保全対策について、その効果等に不確実性がある場合 
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（２）事後調査の内容 

  ・地盤沈下の状況（地盤沈下の範囲、沈下量） 

  ・地下水の状況（地下水位、流動等） 

  ・事業の実施状況及び事業に伴う負荷の状況（揚水量、地下水又は湧出水の排水量、盛土等

の荷重量等）、環境保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とし、工事中及び工事完了後にそれぞれ１回以上実

施する。ただし、地盤沈下の発生までには一定期間を要する場合もあることから、必要に

応じて工事完了後３～５か年程度の継続調査を行う。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果について、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原

因を検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            １２  土壌汚染 
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12 土壌汚染 

12－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①土壌汚染の状況を基本とし、②から④の関連項目に

ついても可能な限り把握する。 

   調査項目            調査の内容 

 ①土壌汚染の状況 ・土壌汚染に係る調査結果 

・土壌汚染対策法に基づく要措置区域の指定状況等 

・発生源の状況（発生施設・事業場の数、種類、位置等） 

・事業予定地及びその周辺の土地利用の履歴 

・土壌汚染に係る苦情の状況 等 

 ②環境保全について配慮が

特に必要な施設の状況等 

・事業予定地周辺の住宅地、病院、学校等、配慮が特に必要

な施設の分布 

・地下水の利用状況 

 ③法令等による指定及び規

制等の状況 

・関係する法令、行政計画等による基準、目標値及び地域指

定等の内容 

 ④その他 ・現状や将来の土壌の状況に影響を与えると想定される産業、

土地利用、開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の土壌環境を広域的に把握可能な範囲とし、地形・地質や地下水の状況

等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①土壌汚染の状況 ・土壌汚染に係る調査結果や苦情の状況は、「公害関係資

料集」（仙台市）等から整理する。 

・土壌汚染対策法に基づく要措置区域の指定状況等は、「公

害関係資料集」（仙台市）等から整理する。 

・発生源の状況は、「水質汚濁防止法に基づく特定事業場

一覧」（仙台市）等から、発生施設・事業場の数、種類、

位置等を整理する。 

・事業予定地及びその周辺の土地利用の履歴は、地形図、

住宅地図、航空写真等から把握する 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ②環境保全について配慮が特 ・県や市の資料等から、事業予定地周辺の住宅地、病院、
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に必要な施設の状況等 学校等の位置等を整理する。 

・地下水の利用状況は、既存の飲用井戸に係る調査結果等

を整理し、必要に応じて地域への聞き取りを行う。 

③法令等による指定及び規制

等の状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に

基づく基準、目標等の内容について整理する。 

 ④その他 ・土地利用等の状況については、地形図、土地利用図、都

市計画図、その他資料等から把握する。 

・開発等の動向については、市や県等の資料のほか、環境

影響評価の実施状況等から把握する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

  以上の調査結果により、地域の土壌汚染の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における土壌汚染を防止する上での留意点につい

ても可能な限り記載する。 

 

 

12－２ 環境影響評価項目の選定 

土壌汚染に係る環境要素は、事業特性や地域特性を考慮し、以下の表を参考に適切に選定す

る。 

また、環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

  ・土壌汚染に係る環境基準物質、土壌汚染対策法に基づく特定有害物質、その他の有害物質

の排出、使用、貯留又は生成が想定される場合に選定する。具体的には、工場・事業場・

研究所や工業団地・研究団地の造成、火力発電所、廃棄物処理施設、廃棄物最終処分場、

農薬を大量に使用するようなゴルフ場等のレクリエーション施設等が想定される。 

・鉱脈の存在等の自然条件又は過去の土地利用等に起因する汚染土壌が存在又は存在する可

能性が高い地域において造成等を行う場合も選定する。 

・有害物資の排出量、使用量等が特に多い場合や、汚染土壌が存在又は存在する可能性が高

い地域において大規模な造成等を行う場合には、重点化を検討する。 

 

区 分 主な土壌汚染物質等 

土壌の汚染に係る環境基準 カドミウム、全シアン、有機燐、鉛、六価クロム、砒素、総水

銀、アルキル水銀、PCB、銅、ジクロロメタン、四塩化炭素、ク

ロロエチレン、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン、

シス-1,2- ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-

トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ

ン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカ

ルブ、ベンゼン、セレン、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン 

ダイオキシン類による土壌の ダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベン
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汚染に係る環境基準 ゾ－パラ－ジオキシン、コプラナーポリ塩化ビフェニル） 

土壌汚染対

策法第2条第

1項の特定有

害物質 

第一種特定有害

物質（揮発性有

機化合物） 

クロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー）、

四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン （別

名塩化ビニリデン）、ｼｽ-1,2-ジクロロエチレン、1,3-ジクロ

ロプロペン（別名D-D）、ジクロロメタン（別名塩化メチレン）、

テトラクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-ト

リクロロエタン、トリクロロエチレン、ベンゼン 

第二種特定有害

物質（重金属等） 

カドミウム及びその化合物、六価クロム化合物、シアン化合

物、水銀及びその化合物、セレン及びその化合物、鉛及びそ

の化合物、砒素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、ほ

う素及びその化合物 

第三種特定有害

物質（農薬等） 

2-クロロ-4,6-ビス（エチルアミノ）-1,3,5-トリアジン（別名

シマジン又はＣＡＴ）、N･N-ジエチルチオカルバミン酸S-4-

クロロベンジル（別名チオベンカルブ又はベンチオカーブ）、

テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラム又はチラ

ム）、ポリ塩化ビフェニル（別名ＰＣＢ）、有機りん化合物

（ジエチルパラニトロフェニルチオホスフェイト（別名パラ

チオン）、ジメチルパラニトロフェニルチオホスフェイト（別

名メチルパラチオン）、ジメチルエチルメルカプトエチルチ

オホスフェイト（別名メチルジメトン）及びエチルパラニト

ロフェニルチオノベンゼンホスホネイト（別名ＥＰＮ）に限

る。） 

 

 

12－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

対象事業の実施により土壌汚染または汚染土壌の移動の可能性がある場合は、以下の項目から

必要に応じて選定する。 

 １．土壌汚染物質濃度 

     ① 土壌の汚染に係る環境基準項目 

     ② その他の有害物質等 

 ２．その他 

    必要に応じて土壌、地質、河川の状況、地下水の状況、土地利用の履歴、周辺の土地利用等

についても把握する。 

  ・項目として選定した土壌汚染物質の濃度を測定する。土壌汚染が確認された場合には、周

辺の発生源の状況や土地利用の履歴等から、その原因や移動経路を把握する。 

  ・ただし、既存建築物が存在するといった理由や、大気質や水質の予測結果をまたなければ

土壌汚染の影響が生じる可能性のある地点が想定し難いなど、調査の段階では十分な現地

調査が行えない場合も想定される。また、土壌汚染対策法に基づき、3,000㎡以上の土地の
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形質変更の際に事前届出が必要となり、土壌汚染のおそれのある場合に都道府県知事は土

壌汚染の調査を指示することができることとされている。このため、環境影響評価の段階

においては、環境保全対策や、土壌汚染対策法に基づく対応内容について明らかにし、必

要に応じて事後調査の中で土壌汚染に関する詳細な調査や対策の検討等を行うことも考え

られる。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 調査方法は既存資料や文献等により土地利用の歴史的背景を調査するとともに、現地調

査を実施する。 

 ② 測定方法は、「土壌の汚染に係る環境基準について」に定める方法等とする。 

  ・現地調査は、以下の測定方法に準拠する。 

   ○土壌の汚染に係る環境基準について（平成3年環境庁告示第46号） 

   ○土壌ガス調査に係る採取及び測定の方法を定める件（平成15年3月環境省告示第16号） 

○土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件（平成15年3月環境省告示第18号） 

○土壌含有量調査に係る測定方法を定める件（平成15年3月環境省告示第19号） 

○土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）（平成24年8

月環境省） 

   ○ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌

の汚染に係る環境基準（平成11年環境庁告示第68号） 

   ○その他適切な方法 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は事業予定地及びその周辺地域とする。 

② 調査地点は調査地域の土壌汚染の範囲を適切に把握できる地点とする。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、事業の特性や地下水の状況等を勘案し、事業の実施により土壌汚染物質が大

気や地下水等を経由して拡散するおそれがある範囲を設定する。排ガス、排水等により土

壌汚染の影響が生じるおそれがある場合は，影響範囲が広域にわたる可能性があることに

留意する。 

  ・汚染土壌を事業実施区域外に搬出して処理する場合には、必要に応じて搬出先も調査地域

に含める。 

 ＜調査地点＞ 

  ・調査地点は、土壌汚染対策法に準拠するとともに、調査地域内において次の地点を考慮し

て設定する。 

   ○地域を代表する地点 

○事業特性や地域特性から、事業による影響が大きくなるおそれのある地点（大気や地下
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水等を経由して汚染が生じるおそれのある地点） 

   ○農用地や水源地など、土壌汚染の影響について配慮が特に必要な地点 

   ○過去の土地利用等から、既に汚染土壌が存在する又は存在する可能性が高い地点 

   ○その他必要に応じて設定する地点 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

土壌汚染の状況を適切に把握できる期間及び時期とする。 

  ・調査期間は、土壌の状況を適切に把握し得る時期とするが、土壌汚染は蓄積性の汚染であ

り、経時的変動はあまり想定されないため、原則として１回の調査とする。 

 

 

12－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

土壌中の汚染物質の状況について予測する。 

  ・土壌汚染は、汚染を未然に防止することが重要であり、また、技術的にも定量的な予測は

困難であることから、事業の実施により土壌汚染が生じる可能性について検討し、可能性

がある場合には、その影響の広がりの可能性について予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

  ・予測地域は原則として調査地域に準じる。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地点は、予測地域内において次の地点を考慮して設定する。予測地点の設定にあたっ

ては、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

○現況調査地点 

○大気や水質の予測結果から、事業による影響が大きくなるおそれのある地点 

○農用地や水源地など、土壌汚染の影響について配慮が特に必要な地点 

○その他適切な地点 

 

 

 

 

 

 

 

 



 －187－ 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 供用後にあっては、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・造成による影響の場合は汚染土壌に係る工事が最大となる時期とする。 

 ＜供用後＞ 

  ・事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼働した時期とする。ただし、土

壌汚染の影響が出現するまでには一定期間を要することに留意する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

  ・工事計画及び事業計画、調査結果、大気や水質・水象（特に地下水）に係る予測結果等を

勘案し、既存の事例の引用・解析等により、定性的に予測する。 

・有害物質に係る環境保全対策については、使用、保管、発生等の量を明らかにした上で、

外部に排出しないための管理・運用方法等の明確化、類似事例等によるその効果の検証、

万一事故等により排出された場合の対応策、将来の監視体制とデータの公表方法等を明ら

かにすることにより、予測・評価を行う。 

また、事業予定地の土壌が汚染されている場合には、除去、封じ込め等の環境保全対策を

明確にするとともに、類似事例等によるその効果の検証、将来の監視体制とデータの公表

方法等を明らかにすることにより、予測・評価を行う。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 汚染物質の排出量、使用量等 

  ② 土地改変の範囲、施工方法 

  ③ 残土の量、処分方法 

 ２ 将来環境条件 

  ① 河川、地下水の状況 

  ② 周辺の土地利用 

 ＜事業計画による条件＞ 

  ・予測に用いる排出負荷量は、事業計画に示された工事計画・施設計画に基づき設定する。

ただし、事業計画において排出負荷量等が明らかでない場合は、各種の原単位、類似事例

等を参考に推計する。 
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・事業予定地の土壌が汚染されている場合には、現地調査結果等に基づき設定する。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・想定される汚染物質の拡散経路に応じて、大気質や水質、水象（河川、地下水）の調査及

び予測結果を前提条件として設定する。 

  ・その他の将来の環境条件は，基本的に現在の状況を用いるが、将来の開発による土壌汚染

の可能性や、新たな保全対象の可能性等について留意する。 

 

 

12－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １  回避の例 

  ・代替物質の使用や生産工程の変更等による有害物質の使用又は発生の回避 

  ・土壌汚染のおそれのある地域での事業の回避 

  

２  低減の例 

  ・汚染された土壌の除去、封じ込め等 

  ・事業規模の縮小、生産工程の変更等による排出負荷の低減 

  ・排水や排出ガス等の処理施設の設置による環境負荷の低減 

  ・廃棄物最終処分場における水の浸透防止策の徹底及び漏水監視、浸出水の処理の向上 

  ・農薬の使用量の削減、残留性の低い農薬の使用 

  ・汚染物質等の管理の徹底 

    ・排水や排出ガス等の監視の実施と公表 

・事故時、災害時等の対応体制の整備 

・苦情処理体制の整備 

 

 

12－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・環境基準（環境基本法） 等 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、事業実施に伴う土壌汚染の

発生の可能性について、事業者が実行可能な範囲において、最大限の回避、低減が図られ

ているか否かを判断する。 

 ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

   ○環境基準（環境基本法、ダイオキシン類対策特別措置法） 

   ○土壌含有量基準、溶出量基準（土壌汚染対策法） 

   ○その他国、県又は市が定める基準、目標等 
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12－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合は詳細に行う。 

    ○予測条件等からみて予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい

場合は除く。） 

○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○環境基準を超える等、影響が大きいと予測された場合 

    ○有害物質が排出される場合 

    ○既存建築物が存在し、環境影響評価の段階では十分な現地調査が行えない等の理由か

ら、環境保全対策や、土壌汚染対策法に基づく対応内容について明らかにし、事後調

査の中で土壌汚染に関する詳細な調査や対策の検討等を行うこととした場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・土壌汚染の有無、汚染物質の濃度 

  ・事業の実施状況及び事業に伴う負荷の状況、環境保全対策の実施状況 

  ・汚染土砂の搬出先および処理状況等 

   

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。ただし、土壌汚染への影響は、継時的に蓄

積していくものであることから、必要に応じて一定期間のモニタリング調査を行う。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、環境基準等の適合状況や経時的変動等について整理する。また、予測・

評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合は、その原因を検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              １３   電波障害 
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13 電波障害 

13－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①電波受信の状況を基本とし、②から④の関連項目に

ついても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①電波受信の状況 ・受信可能なテレビ放送の種類、送信アンテナの位置、電波

の到来方向 

・電波の受信形態等（共同受信設備の設置状況等） 

・電波障害の状況 

 ②地形の状況 ・標高、土地の高低、傾斜、谷地・崖地・台地の位置等 

 ③土地利用の状況 ・電波障害について配慮を要する事業予定地周辺の住宅等の

状況 

・現況で電波障害を生じさせている可能性のある事業予定地

周辺の高層建築物等の状況 

 ④その他 ・将来の電波受信に影響を与えると想定される開発の状況・

動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の電波の状況を広域的に把握可能な範囲とし、事業予定地と送信アンテ

ナの位置、周辺の土地利用の状況等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

    調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①電波受信の状況 ・放送局の送信条件等に関する資料から整理する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ②地形の状況 ・地形図、地形分類図、航空写真等から整理する。 

・必要に応じて現地踏査を行う。 

 ③土地利用の状況 ・土地利用図、都市計画図、航空写真等から整理する。 

・必要に応じて現地踏査を行う。 

 ④その他 ・市や県等の資料のほか、環境影響評価の実施状況等から把

握する。 
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（４）調査結果のとりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の電波の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における電波障害を防止する上での留意点につ

いても可能な限り記載する。 

 

 

13－２ 環境影響評価項目の選定 

  環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・工事中については、タワークレーン等の大型建設機械を使用する場合に選定する。 

・大規模な建築物や高層の工作物を設置する場合には、存在による影響として選定する。 

・供用後は、列車の走行や航空機の運行、太陽光発電所（パワーコンディショナー）や風力

発電所の稼働について選定する。 

  ・電波障害が想定される範囲内に、住宅等の影響を受けるおそれのある対象が相当期間存在

しないことが明らかな場合には、選定しない若しくは簡略化することができる。 

 

 

13－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １ テレビ電波の受信状況 

   ① テレビ電波の状況（チャンネル 、送信場所、送信出力、事業予定地との距離等） 

② 受信状況（端子電圧、受信画質等） 

 ２ その他 

    必要に応じて、周辺の地形、土地利用、電波障害を発生させていると思われる建築物等の状

況について把握する。 

  ・テレビ電波は、地上波デジタル放送に加え、衛星放送（ＢＳ）や通信衛星による放送（Ｃ

Ｓ）も対象とする。 

・テレビ電波の状況は、チャンネル、送信場所、送信出力、周波数、送信高さ、事業予定地

との距離を把握する。 

・受信状況について、受信画質等を把握するとともに、既に電波障害が生じている場合には、

その要因についても把握する。 

・周辺の地形、土地利用、電波障害を発生させていると思われる建築物等の状況については、

基本的には地域概況の調査結果を活用するものとし、必要に応じて補足調査を行う。 
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（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① テレビ電波の状況については、既存文献により調査を行う。 

 ② テレビの受信状況は、現地調査による。 

 ③ 受信状況の測定方法は、電波測定車による路上調査等とする。 

  ・テレビ電波の状況については、「全国テレビジョン・ＦＭ・ラジオ放送局一覧」（NHKアイ

テック）等の既存資料により把握する。 

  ・テレビの受信状況は、「建造物による受信障害調査要領」（一般社団法人日本CATV技術協

会）等を参考に、電波測定車による路上調査を実施する。ただし、測定用受信アンテナの

高さが調査地点周辺の建物に比べて低いなど、測定条件が適当でない場合は周囲のビルの

屋上などで測定する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、対象事業の実施に伴い、遮蔽、反射等により電波障害が生じるおそれのある地

域として、テレビ電波の状況等を考慮し、類似事例や簡易な計算等により設定する。 

 ② 調査地点は、調査地域内の状況を適切に把握できるよう設定する。 

  ＜調査地域＞ 

・調査地域は、対象事業の実施に伴いテレビ電波の受信に障害が生じるおそれがある地域及

びその周辺とする。 

＜調査地点＞ 

・調査地点は、調査地域内にほぼ均一に分布するよう設定する。高層建築物等で影響が遠方

まで及ぶ場合は、障害地域を横断するラインを設定し、ライン上に地点を設定する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

テレビ電波の受信状態を適切に把握できる期間及び時期とする。 

  ・現地調査は、調査地域のテレビ電波の状況を的確に把握できる時期に１回以上実施する。

テレビ電波は年間を通じて定常的に発信されているため、調査時期は限定されないが、豪

雨や雷雨、太陽風の増加に伴う磁気嵐発生時など、通常でない条件下での調査は避ける。 
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13－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

建築物等の遮蔽、反射障害、列車の走行等によるフラッター障害による影響の範囲等について

予測する。 

  ・事業特性に応じて、以下の内容を予測する。 

   ○建築物、工作物等の存在によるテレビ電波障害が及ぶ範囲 

   ○工事中の大型建設機械の稼働によるテレビ電波障害が及ぶ範囲、頻度 

   ○列車の走行、航空機の飛行、風力発電所の稼働等によるテレビ電波障害が及ぶ範囲、頻

度 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

  ＜予測地域＞ 

・予測地域は、調査地域に準じる。 

・必要に応じて、工事中及び供用後の区分ごとに設定する。 

＜予測地点＞ 

  ・電波障害が及ぶ範囲を予測するため、通常予測地点は設けないが、必要に応じて現地調査

地点や住居等の保全対象を踏まえて予測地点を設定する。予測地点の設定にあたっては、

当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事が完了した時点。ただし、鉄道の運行等に伴うものについては、事業活動が定常状態

に達した時期。 

・建築物、工作物等の存在による影響については、工事が完了した時点を対象とする。 

・列車の走行や航空機の運航、風力発電所の稼働等による影響については、事業活動が定常

状態に達した時点を対象とする。  

  ・タワークレーン等の大型建設機械の稼働等による影響については、工事中において、それ

らの最大の使用時期とする。 

   

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・遮蔽障害、反射障害に関する理論式による計算 

  ・事例の引用・解析 

 ・保全対策 

  ・建築物、工作物等の存在による影響については、「建築物障害予測技術（地上デジタル放
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送）」（NHK受信技術センター）や「建造物障害予測の手引き」（一般社団法人日本CATV

技術協会）等を参考に、理論式により電波障害が及ぶ範囲を予測する。 

  ・列車や航空機、風力発電所によるフラッター障害が及ぶ範囲については、既存の類似事例

から推定し、頻度については運行計画から予測する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 構造物の配置、規模、形状 

  ② 鉄道又は航空機の運行状況 

  ③ 大規模な盛土法面の位置、規模等 

 ２ 将来環境条件 

  ① テレビ電波の状況 

  ② 周辺の土地利用 

 ＜事業計画による条件＞ 

・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。 

  ・工事中にタワークレーン等の大規模機械を使用する場合は、当該機械の種類、規模、使用

する位置、使用する期間等を明らかにする。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、電波障害を及ぼす可能性のある土地

利用や、新たな保全対象の出現に留意する。 

 

 

13－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １  回避の例 

  ・建築物・工作物の低層化 

  ・鉄道・道路の地下化 

 

 ２  低減の例 

  ・建築物・工作物の高さ、配置、向き、形状の変更 

  ・壁面材料の変更 

・パワーコンディショナーと周辺住宅との十分な離隔 

  ・高性能なアンテナの設置 

  ・航空機の運行経路の変更 

  ・工事中におけるクレーン未使用時の電波到来方向を考慮したブーム配置 

 

 ３ 代償の例 

  ・共同受信設備の設置、ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）による対策 
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13－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合が図られるか 

  ・受信画質の評価基準等  等 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、事業実施に伴う電波障害に

よる影響事業者が実行可能な範囲において、最大限の回避、低減が図られているか否かを

評価する。 

 ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

○「建造物による受信障害調査要領」（一般社団法人日本CATV技術協会）に定める受信画

質の評価基準 

○その他国、県又は市が定める基準、目標等 

 

 

13－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合は詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい

場合は除く） 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○電波障害の影響が大きいと予測された場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・テレビ電波の受信状況（端子電圧、受信画質等） 

  ・事業の実施状況及び環境保全対策の実施状況 

   

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

   

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて
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追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            １４  日照阻害 
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14 日照阻害 

14－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①日影の状況を基本とし、②から⑤の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①日影の状況 ・現況で日影を生じさせている可能性のある事業予定地

周辺の地形、建築物等の状況 

・日影に関する苦情等の状況 

 ②土地利用の状況 ・日影について配慮を要する事業予定地周辺の住宅、学

校、病院、農地等の状況 

 ③地形の状況 ・標高、土地の高低、傾斜、谷地・崖地・台地の位置等 

 ④法令等による指定及び規制等

の状況 

・関係する法令、行政計画等による規制基準、指定地域

等の内容 

 ⑤その他 ・将来の日影に影響を与えると想定される開発の状況・

動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、事業予定地周辺の日影の状況を広域的に把握可能な範囲とし、周辺の土地利

用の状況等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①日影の状況 ・土地利用図、都市計画図、住宅地図等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ②土地利用の状況 ・土地利用図、都市計画図、住宅地図等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ③地形の状況 ・地形図、地形分類図、航空写真等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査を行う。 

 ④法令による指定及び規制等の

状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等

に基づく基準、目標等の内容について整理する。 

 ⑤その他 ・市や県等の資料のほか、環境影響評価の実施状況等か

ら把握する。 
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（４）調査結果のとりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の日影の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における日照阻害を防止する上での留意点につ

いても可能な限り記載する。 

 

 

14－２ 環境影響評価項目の選定 

  環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・大規模な建築物や高層の工作物の設置、大規模な盛土造成等により日影の影響が想定され

る場合には、存在による影響として選定する。 

・風力発電所の稼働に伴い、シャドーフリッカー（回転する風車の羽の影の影響）が想定さ

れる場合に項目を選定する。 

 

 

14－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．日影の状況 

  日影の範囲、時刻及び時間等 

 ２．その他 

  必要に応じて、周辺の地形、土地利用、日影を生じさせている建築物等の状況について把握す

る。 

  ・現況で日影を生じさせている事業予定地周辺の主要な既存建築物や地形等の位置、高さ、

形状等について把握するとともに、必要に応じてそれらによる日影の範囲、日影となる時

刻及び時間等を調査する。日影は、冬至日の状況の把握を基本とし、必要に応じ春・秋分

日、夏至日、その他必要な季節における状況を把握する。なお、シャドーフリッカーが想

定される場合には、春・秋分日、夏至日、冬至日の状況を把握する。 

  ・地形の状況や土地利用の状況については、基本的に地域概況の調査結果を活用するものと

するが、必要に応じて補足調査を行う。特に、日影の影響は地盤の高低差が重要であり、

計画地より北側の標高が低い場合には日照阻害の影響が大きくなることに留意する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存資料及び現地調査による。 

 ② 影響時間の測定結果から、冬至日における日照状況を把握する。 

  ・現状で日影を生じさせている主要な既存建築物や地形等の位置、高さ、形状等については、

都市計画図、地形図、住宅地図等の既存資料調査を踏まえ、現地調査により把握する。日
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影の状況については、現況日影図を作成することにより把握する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、事業の実施に伴って、冬至日に日影が生じるおそれのある範囲として設定する。 

 ② 調査地点は、調査地域内の土地利用を勘案し、適切に設定する。 

 ＜調査地域＞ 

・調査地域は、対象事業の実施に伴い日照阻害が生じるおそれのある地域及びその周辺とす

る。 

 ＜調査地点＞ 

  ・調査地点は、調査地域内において、環境の保全について配慮が特に必要な住宅、学校、病

院、農地等の位置を勘案して設定する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

日影の状況を適切に把握し得る期間及び時期とする。 

  ・現地調査は、調査地域の日影の状況を的確に把握できる時期に１回以上実施する。なお、

調査は冬至日の日影の状況を把握することを基本とするが、必ずしも冬至日に実施する必

要はない。 

 

 

14－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

対象事業による冬至日の日影の範囲、日影となる時刻及び時間の変化を予測する。 

  ・対象事業の実施により生じる冬至日の日影の範囲、日影となる時刻及び時間の変化を予測

する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

  ＜予測地域＞ 

・予測地域は、調査地域に準じる。 

＜予測地点＞ 

・対象事業の実施により生じる日影の範囲を予測するため、通常予測地点は設けないが、必

要に応じて現地調査地点や住居等の保全対象を踏まえて予測地点を設定する。 
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（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事が完了した時点 

  ・建築物等の存在による影響については、工事が完了した時点を対象とし、日影の影響が最

大となる冬至日の状況を予測することを基本とする。必要に応じて春・秋分日、夏至日、

その他適切な季節における状況を予測する。 

・シャドーフリッカーの影響については、風力発電所の稼働が定常状態に達した時点を対象

とし、春・秋分日、夏至日、冬至日における状況を予測する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・理論的解析による日影図等の作成 

  ・模型実験 

  ・事例の引用・解析 

  ・保全対策 

  ・予測は、シミュレーションにより、真太陽時の午前８時から午後４時までの１時間又は30

分ごとの日影の範囲を示した時刻別日影図、影響時間のコンターを示した等時間別日影図

等を作成することを基本とする。 

  ・環境の保全について配慮を要する地点については、必要に応じて冬至日や年間の日影時間

帯バーチャートを作成する。 

  ・特定地点の日影となる時間帯を予測する手法としては、天空写真や天空図に太陽軌道線を

記入する方法がある。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 構造物の配置、規模、形状 

 ２ 将来環境条件 

  ① 周辺の敷地との高低差 

  ② 周辺の土地利用、建物条件 

 ＜事業計画による条件＞ 

・事業計画をもとに、建築物や工作物の配置、高さ、形状など、予測に必要な条件を設定す

る。なお、日影の影響は地盤の高低差が重要であり、計画地より北側の標高が低い場合に

は日照阻害の影響が大きくなることに留意する。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、日照阻害を及ぼす可能性のある土地

利用や、新たな保全対象の出現に留意する。 
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14－５ 環境保全対策 

  予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １  回避の例 

  ・事業区域、施設配置、造成区域の変更 

  

２  低減の例 

  ・建築物・工作物の高さ、位置、向き、形状の変更 

  ・建築物におけるセットバックの採用 

  ・透過性の高い構造物の採用 

  ・風力発電所における風車の影が及ぶ時期・時間帯の運転停止 

  ・住宅等における風車の影を視覚的に遮るための植栽等の設置 

 

 

14－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・建築基準法による基準等 

① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、住宅、学校、農地等の保全

対象への影響が回避されているか、日影が生じる時間や範囲が極力低減されているかとい

った観点から、対象事業の実施に伴う日影の影響が、事業者が実行可能な範囲において、

最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

    

② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する。 

○建築基準法及び宮城県建築条例に基づく日影規制 

○その他国、県又は市が定める基準、目標等 

 

 

14－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合は詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て、予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さ

い場合は除く） 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○日影による影響が大きいと予測された場合 
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（２）事後調査の内容 

  ・日影の範囲、日影となる時刻及び時間 

  ・事業の実施状況及び環境保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                １５   風害 
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15 風害 

15－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

地域概況として把握すべき事項は、①風の状況を基本とし、②から④の関連項目について

も可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①風の状況 ・地域における風の状況 

・地域の風の状況に影響を及ぼしていると考えられる地形、建築

物等の状況 

・風害に関する苦情等の状況 

 ②地形の状況 ・標高、土地の高低、傾斜、谷地・崖地・台地等 

 ③土地利用の状況 ・風害について配慮を要する事業予定地周辺の住宅、学校、病院、

不特定多数が通行するペデストリアンデッキや歩道橋等の状況 

 ④その他 ・将来の風害に影響を与えると想定される開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の風の状況を広域的に把握可能な範囲とし、既存の気象観測点や周辺の

土地利用の状況等を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①風の状況 ・地域の風の状況については、「気象統計情報」（気象庁ホーム

ページ）や「公害関係資料集」（仙台市）等から整理する。 

・地形、建築物等の状況については、土地利用図、都市計画図、

住宅地図等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。。 

 ②地形の状況 ・地形図、地形分類図、航空写真等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査を行う。 

 ③土地利用の状況 ・地形図、都市計画図、住宅地図等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や聞き取り調査を行う。 

 ④その他 ・市や県等の資料のほか、環境影響評価の実施状況等から把握す

る。 
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（４）調査結果とりまとめ 

以上の調査結果により、地域の風の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、図

表等を示しながら、経年的な変化や地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地周辺における風害を防止する上での留意点について

も可能な限り記載する。 

 

 

15－２ 環境影響評価項目の選定 

  環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・高さ40～50ｍ以上若しくは周辺の建築物の平均的な高さの5～6倍を超える高さの建築物等

を建設する場合に選定する。 

・高架構造を伴う道路や鉄道について、橋脚部分等の下部構造の形状等から判断して突風の

発生が予想される場合に選定する。 

  ・川沿い、海辺、崖地の上部等の風が強い場所に立地する場合には、上記より低い建築物等

であっても項目の選定を検討する。 

 

 

15－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １ 風の状況 

   ① 地表付近の風（風向、風速等） 

  ② 上空風（風向、風速等） 

  ③ 強風の発生（発生場所、頻度等） 

 ２ その他 

   必要に応じて、周辺の地形、土地利用、風に影響を及ぼすと想定される大規模な建築物等につ

いて把握する。 

  ・風の状況は、地表付近（地上1.5 ～3.0 ｍ程度の高さ）における風向、風速、最大風速等

を調査するとともに、必要に応じて上空の風向、風速、最大風速の発生頻度等を調査する。 

  ・必要に応じて強風の発生場所、発生時期、風向、風速、発生頻度等を把握する。 

  ・地形の状況や土地利用の状況については、基本的に地域概況の調査結果を活用するが、必

要に応じて補足調査を行う。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存資料及び現地調査による。 

 ② 現地調査による観測は、地上気象観測指針に準拠する。 

  ・風の状況は、既存調査結果を収集、解析するとともに、一定期間の現地調査を実施する。 
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  ・既存調査結果は、気象台や大気測定局等の1時間値のデータを収集する。 

  ・現地調査は、「地上気象観測指針」（平成14年気象庁）に準拠する。 

  ・なお、流体数値シミュレーション又は風洞実験により予測する場合には、現況における地

表付近の風の状況や強風の発生状況についても流体数値シミュレーション等で把握する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、対象事業により風の影響が生じるおそれのある範囲として、類似事例等より設

定する。 

 ② 調査地点は、地域の代表的な風の状況を適切に把握できる地点とし、特に強風発生の可能性

のある場所、周辺土地利用等を勘案して設定する。 

 ＜調査地域＞ 

・調査地域は、対象事業の実施に伴い風害が生じるおそれのある地域及び周辺とし、一般的

には、計画建築物の外縁から建物の高さの２～３倍程度の範囲を目安とする。 

 ＜調査地点＞ 

  ・現地調査地点は、調査地域の代表的な風の状況を把握できる地点とする。 

・流体数値シミュレーション等により現況における地表付近の風の状況等を把握する地点は、

環境の保全について配慮が必要な住宅、学校、病院、不特定多数が通行するペデストリア

ンデッキや歩道橋等の位置を勘案して設定する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

年間の風の状況を適切に把握しえる期間とする。 

  ・既存資料調査の対象期間は１年間以上とし、可能な限り長期間（５～10年間）のデータを

収集する。 

  ・現地調査は、地域の風の状況を的確に把握できる期間とし、原則として1年とする。調査時

期は、四季又は冬季・夏季の１週間程度とする。 

 

 

15－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

 対象事業による地表付近の風の平均風速、平均風向、強風発生状況等の変化について予測する。 

  ・予測内容は、対象事業の実施に伴う地表付近の風の状況の変化とする。なお、必要に応じ

て、一般的なビル風による強風の影響のみならず、弱風による大気の滞留等の影響につい

ても予測する。 
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（２）予測地域及び予測地点 

  ＜予測地域＞ 

・予測地域は、調査地域に準じる。 

＜予測地点＞ 

  ・予測地域全体における風の状況を平面的に予測する（風速分布図等の作成）ことを基本と

するが、必要に応じて調査地点に準じて予測地点を設定する。予測地点の設定にあたって

は、当該地点での事後調査の実施も念頭に検討する。 

  ・予測高さは、原則として地上1.5mの高さとするが、必要に応じて中・高層階における状況

やペデストリアンデッキ上の高さについても把握する。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事が完了した時点 

  ・対象事業の工事が完了した時点を対象とする。 

  ・なお、流体数値シミュレーション又は風洞実験により予測する場合は、現況の状況につい

ても流体数値シミュレーション等で把握する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

・風洞実験 

・数値モデルによる計算 

・事例の引用・解析 

・保全対策 

  ・予測方法は、風洞実験又は数値モデルによる計算（流体数値シミュレーション）を基本と

する。 

  ・風洞実験は、計画建築物及びその周辺地域を模型に再現し、風洞装置を用いて上空風の風

向別に地上の風向、風速を実験的に予測する。風洞内で実際の風の状況をできるだけ正確

に再現するため、模型の寸法・形状、風洞内気流の性状、測定方法等に十分留意する。 

  ・流体数値シミュレーションは、「市街地風環境予測のための流体数値解析ガイドブック－

ガイドラインと検証用データベース－」（平成19年 日本建築学会）を参考に、三次元空

間全体を多数のメッシュで分割し、流体力学の基礎方程式を用いて数値的に解析すること

により風向・風速を予測する。 

  ・予測結果は、現況及び工事完了後の状況について、風向・風速をベクトル的に表示した風

速分布図等としてとりまとめるとともに、風環境研究所や村上教授らによる風環境評価尺

度等を参考に、風環境の変化の程度について検討する。 
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（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 構造物の配置、規模、形状 

 ２ 将来環境条件 

  ① 気象条件 

  ② 周辺の土地利用、建物条件 

 ＜事業計画による条件＞ 

・事業計画をもとに、建築物や工作物の配置、高さ、形状など、予測に必要な条件を設定す

る。 

 ＜将来の環境条件＞ 

・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、風害を及ぼす可能性のある土地利用

や、新たな保全対象の出現に留意する。 

  ・風洞実験や流体数値シミュレーションにより予測する場合は、以下の予測条件を明らかに

する。なお、流体数値シミュレーションにより予測する場合は、「市街地風環境予測のた

めの流体数値解析ガイドブック」に示された項目ごとに、詳細な設定内容を明らかにする。 

   （風洞実験） 

     ○ 風洞装置の形式、測定断面積、測定部長さ 

     ○ 模型の縮率、再現範囲、閉塞率、風洞内模型写真 

     ○ 気流条件（平均風速の垂直分布、乱れの垂直分布等） 

     ○ 測定方法（測定機器名称、形式等の概要、記録方式、解析方法の概要等） 

   （流体数値シミュレーション） 

     ○ 計算条件（使用プログラム等） 

     ○ 乱流モデル・方法 

     ○ 解析メッシュ（総メッシュ数、最小メッシュ幅等） 

     ○ 境界条件等 

 

 

15－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １  回避の例 

  ・建築物の低層化、施設配置の変更 

  

２  低減の例 

  ・建築物・工作物の高さの変更 

  ・建築物の配置、向きの変更 

  ・建築物が複数棟ある場合の相互配置の変更 

  ・セットバックや壁面の凹凸など建築物の形状の変更るなど） 

  ・植栽、フェンス、ひさし、アーケード等の設置 
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15－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、住宅、学校等の保全対象へ

の影響が回避されているか、風環境の変化が生じる範囲や変化の程度が極力低減されてい

るかといった観点から、対象事業の実施に伴う風環境への影響が、事業者が実行可能な範

囲において、最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

 

 

15－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合は詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい

場合は除く） 

    ○環境保全対策として新たな技術や設備を用いるなど、環境保全対策の効果の不確実性

が高い場合 

    ○風害の影響が大きい場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・地上付近の風の状況（必要に応じて上空風や強風の発生状況） 

  ・事業の実施状況及び環境保全対策の実施状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とし、１年間の測定を基本とする。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               １６  植物 
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16 植物 

16－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

地域概況として把握すべき事項は、①植物の状況を基本とし、②及び③の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①植物の状況 ・地域の植物相の特性、植物相を特徴づける主要な植物種等 

・植生の状況 

・注目すべき植物の状況（確認種数及び確認種一覧） 

・大径木・景観木等 

・植物の生育地として重要な地域、注目すべき植物群落等 

 ②法令等による指定及び規

制等の状況 

・関連する法令、行政計画等による基準、指定地域等の内容 

 ③その他 ・植物の生育に影響を与えると想定される気象、水象、地形・

地質等の状況 

・現在や将来の植物に影響を与えると想定される土地利用、

開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

調査範囲は、地域の植物の状況を広域的に把握可能な範囲とし、地形や水系等の一体性を

考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

    調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①植物の状況 ・「自然環境基礎調査」（仙台市）、「仙台市植生図」（仙

台市）、「宮城県の絶滅のおそれのある野生動植物」（宮

城県）、「第６回・第７回自然環境保全基礎調査 植生調

査」（環境省）等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や専門家等への聞き取り調査を行う。 

 ②法令等による指定及び規

制等の状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に基

づく地域指定等の内容について整理する 

 ③その他 ・地形・地質等の状況については、地形図、地形分類図、航

空写真等から把握する。 

・開発の動向等については、市や県等の資料のほか、環境影

響評価の実施状況等から把握する。 
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（４）調査結果とりまとめ 

    以上の調査結果により、地域の植物の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地及びその周辺における植物を保全する上での留意点

についても可能な限り記載する。 

 

 

16－２ 環境影響評価項目の選定 

 環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・事業予定地及びその周辺に植物が存在しない場合を除き、原則として全ての事業において

環境影響評価項目として選定する。 

・事業による直接改変は存在による影響として取り扱い、造成工事に伴う粉じんや濁水等に

よる植物への間接的な影響については、工事による影響として項目を選定する。 

・土地の改変や工作物の存在等により、日照条件や水分条件など植物の生育環境に変化が生

じると想定される場合には、存在による影響として項目を選定する。 

・供用後については、施設の稼働に伴う排出ガスや排水等による植物への影響が想定される

場合に項目を選定する。 

・事業により大径木や古木、景観上すぐれた樹木・樹林等の伐採が想定される場合には、存

在による影響として項目を選定する。また、伐採により地域の緑の量（緑被率等）や視覚

的な緑の量（緑視率等）に変化が生じると想定される場合にも、存在による影響として項

目を選定する。なお、自然性の高い地域のみならず、市街地等における緑の保全や緑化推

進の観点からも項目を選定する。 

・土地の改変により、森林等の植生が有する水源涵養や洪水防止、土砂災害防止等の環境保

全機能の変化が生じると想定される場合には、存在による影響として項目を選定する。た

だし、水象その他の項目で選定する場合はこの限りではない。 

・事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など保全上重要な地域である場合には、重

点化を検討する。 

 

 

16－３ 調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．植物相（フロラ）及び注目すべき種 

     ① 種組成 

     ② 注目すべき種等の分布、個体数等 

     なお、対象は高等植物とし、必要に応じて高等植物以外についても把握する。 

 ２．植生及び注目すべき群落 

     ① 群落組成、構造 

     ② 分布（現存植生図） 
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     ③ 遷移の状況 

     ④ 注目すべき群落の分布、特性等 

 ３．土壌の状況 

     ① 土壌分類及び土壌生産力 

 ４．樹木・樹林 

     ① 大径木、景観上すぐれた樹木・樹林等 

     ② 緑の量（緑被率、緑視率等） 

 ５．注目すべき種、注目すべき群落等の生育環境 

     ① 地形、土壌、水文、微気象等 

 ６．保全機能 

     ① 植生の有する水源かん養、防災等の保全機能 

 ７．その他 

   必要に応じて歴史的・文化的背景、地域住民の意識や利用状況等についても把握する。 

  ・植物相については、事業予定地及びその周辺において生育する植物種を把握する。対象は、

原則として高等植物（種子植物、シダ植物）とし、事業予定地の自然特性に応じて適宜必

要な分類群を追加する。 

  ・注目すべき種については、植物相の調査結果に基づき、自然性、希少性、学術上の重要性、

地域住民の自然との関わり等の観点から対象を抽出し、種ごとに分布、個体数、生育状況

等を整理する。 

  ・植生については、事業予定地及びその周辺における植物群落の分布、組成及び構造等を把

握する。なお、今後の緑化等の環境保全対策を検討するにあたり、潜在自然植生（人間の

影響を一切停止した際、その立地に生じると判定される植生）についても把握しておくこ

とが望ましい。 

  ・注目種すべき種及び群落については、植物相又は植生調査結果等に基づき、自然性、希少

性、学術上の重要性、地域住民の自然との関わり等の観点から対象を抽出し、個々の群落

の分布、特性等を把握する。また、環境保全対策を検討するにあたっての基礎資料とする

ため、必要に応じて注目すべき種又は群落の生育環境を把握する。 

  ・樹木・樹林等については、学術的、歴史的、文化的、景観的等の観点から注目される樹木

や樹林等の位置、樹種、規模（樹高、幹周等）、生育状況等を把握する。また、植生調査

結果等に基づき、緑被率又は緑視率を指標として、緑の量を把握する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存文献及び聞き取り調査等の結果を踏まえ、現地調査により把握する。 

 ② フロラ及び注目すべき種は、調査ルートに沿って種の同定を行い、記録するとともに、

環境の状況を把握する。その結果から、注目すべき種を選定し、選定した種の特性に応じ

適切な時期、地域を設定し、分布、個体数等についての詳細な調査を実施する。 

 ③ 植生は、コドラート調査により、群落の組成・構造・状況を把握し、空中写真判読等に

より植生図を作成する。注目すべき群落については、植生調査結果の解析により、必要に

応じ補完調査を実施する。 
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 ④ 対象地域における注目すべき種、群落、樹木・樹林等の選定は、既存文献、専門家等の

聞き取り調査等により抽出する。その際、地域で親しまれていたり採取対象となっている

植物についても把握する。 

 ⑤ 土壌は、試坑断面調査及び現地踏査による。 

 ⑥ 緑の量は、植生調査結果等を踏まえ、空中写真判読、現地調査、写真撮影等により把握

する。 

 ⑦ 生育環境の状況は、地形・地質、水象等の調査結果を活用するとともに、必要に応じて

調査を実施する。 

 ⑧ 保全機能は、地形・地質、水象、動物等の調査及び植生調査結果に基づき、植生の有す

る諸機能を把握する。 

  ・現地調査を実施することを基本とし、必要に応じて専門家等への聞き取り等を行う。 

  ・植物相は、調査範囲内を踏査し、生育する植物種を確認するとともに、確認種リスト、科・

種別の集計表等を作成する。現地での同定が困難な場合は、標本を採取し、必要に応じて

専門家による同定を行う。 

・植生調査は、現存植生図等に基づき、調査範囲内の代表的な群落において植物社会学的手

法によるコドラート調査を実施し、植生高、階層構造、種数、種組成等を把握し、群落組

成表、群落概要表、群落の断面模式図、1/5,000の現存植生図を作成する。また、必要に応

じて、各群落の立地環境を把握するため、地形（斜面型、斜面方位、傾斜角度等）、環境

（風当たり、日当たり、土湿状況）、土壌、標高等を把握する。なお、植生調査結果につ

いては、植生自然度を基本とした評価を行う。 

  ・注目すべき種及び群落については、植物相又は植生調査結果から該当種又は該当群落を選

定の上、分布位置、分布面積又は個体数、生育状況、遷移の状況等に関する詳細な調査を

実施する。 

  ・樹木・樹林等については、調査範囲内を踏査し、大径木・景観上すぐれた樹木・樹林等の

樹種、位置、規模（樹高、幹周等）、生育状況等を把握する。また、植生調査結果等から、

緑の量（緑被率、緑視率等）を把握する。緑被率については、植生調査結果等に基づき緑

被面積及び緑被率を把握する。緑視率については、写真撮影を行い、画面上の緑の割合を

計測することにより把握する。市街地等にあっては、一定以上の緑の量を確保する観点か

ら、事業予定地及びその周辺における緑の状況を把握するとともに、事業予定地が果たす

役割を明らかにする。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、事業予定地及びその周辺において、植物に対する影響が想定される地域と

し、地形、水系等を考慮して設定する。 

 ② 植物相調査ルートは、既存文献、地形図、航空写真等に基づき、植生の分布状況や地形、

水系等を勘案し、調査地域を適切に把握できる踏査ルートを設定する。 

 ③ 植生調査地点は、植物相調査に基づき、分布が想定される群落ごとに、可能な限り複数

地点設定する。 
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 ④ 土壌調査地点は、植生調査に基づき、分布が予想される土壌分類ごとに、可能な限り複

数地点設定する。 

 ⑤ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概査を実施し、現地の概況を把握

する。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、対象事業の実施に伴い植物への影響が想定される地域とし、地形や水系等を

考慮して設定する。一般的には、事業予定地から200 ｍ程度の範囲を目安とするが、大気

質や水象、水質の変化等によって生じる間接的影響は、広範囲に及ぶ可能性があることに

留意する。 

 ＜調査地点＞ 

  ・植物相については、植生、地形、水系等を考慮し、調査地域の生育環境を網羅するよう調

査ルートを設定する。生育範囲が限定された種も確認できるよう、森林内の林床、河床、

池・沼、湿地、崖地等の特異な環境も含めたルートを設定するよう留意する。 

  ・植生調査については、植物相調査や現存植生図等に基づき、調査地域内に分布が想定され

る植物群落を網羅するよう調査地点を設定する。なお、群落ごとに、可能な限り１～５程

度の調査地点を設定する。 

  ・緑視率の調査地点については、景観に係る調査地点等を考慮し、事業予定地周辺の路上等

に設定する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 年間を通じた状況を把握できる期間とするが、生育状況や生育環境等を把握するため、

必要に応じて延長する。 

② 調査時期は、開花期、結実期、胞子のう形成期等を考慮して設定する。 

  ・現地調査の期間は、年間を通じた植物の状況を把握できる期間とし、原則として１年以上

とする。 

・植物相の調査は、早春季、春季、夏季、秋季の４季を基本とし、種による出現時期や同定

に適した開花期、結実期等に応じて適切な時期に実施する。 

  ・植生調査は、植物の生育が盛んで、かつ種の確認率が高い夏季に１回以上実施する。季節

的に確認可能な時期が限られる群落等がある場合には、適切な時期に補足調査を行う。 

・緑の量の調査は、春季から秋季の間に１回以上実施する。 
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16－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

 直接的・間接的影響による次の項目等の消滅の有無、変化の程度を予測する。 

   ① 植物相及び注目種 

   ② 植生及び注目群落 

   ③ 樹木・樹林、緑の量 

   ④ 保全機能 

  ・事象予定地に生育する植物種、群落及び生育環境の改変・消失の程度や、事業実施による

周辺の生育環境の変化及びその変化が及ぼす植物種、群落に与える影響等について予測す

る。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

・予測地域は、調査地域に準じる。 

＜予測地点＞ 

  ・植物相、植生、保全機能、緑の量（緑被率）については、予測地域全体における影響を予

測する。 

・注目すべき種、注目すべき群落、大径木及び景観上すぐれた樹木・樹林等については、そ

れぞれの対象の分布地を予測地点とする。 

・緑の量（緑視率）の予測地点は、調査地点に準じる。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

①  原則として工事が完了した時点。ただし、供用による影響は、事業活動が定常状態に達

した時点 

  ・原則として、対象事業の工事が完了し、植物の生育環境が安定した時点とする。 

  ・供用による影響については、事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼働

する時期とする。 

  ・工事による間接的な影響が想定される場合には、工事期間中の植物への影響が最大となる

時期とする。工事が広範囲に及び、影響を受けやすい分布地等がある場合などには、施工

位置、施工時期等を踏まえながら、適切な予測時期を設定する。 
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（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

・注目すべき種、植生の重要度等の現況解析結果と事業計画の重ね合わせ及び事例の引用・解

  析 

 ・直接的な改変の程度を踏まえた緑被率等緑の量の算定 

 ・各種機能の算定モデル 

 ・保全対策 

  ・事業による植物への影響については、現況調査に基づく植物相、植生、注目すべき種及び

群落等の分布や特性等の解析結果と、事業計画の重ね合わせにより予測する。なお、直接

的影響に係る予測にあたっては、改変面積や改変率、緑被率等を算定する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１．事業計画 

  ① 地形改変の範囲、施工方法等 

  ② 湛水する範囲、水位変動等 

  ③ 構造物の配置、規模、構造等 

  ④ 大気、水等の汚染物質の排出状況 

 ２．将来環境条件 

  ① 周辺の土地利用 

  ② 地形、水象等 

＜事業計画による条件＞ 

  ・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。なお、必要に応じて緑化計

画や移植等の代償措置についても条件として考慮する。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、植物に影響を及ぼす可能性のある土

地利用の出現等に留意する。 

  ・地形改変に伴う水象の変化や、工事中又は供用後の排出ガスや排水等による間接的影響が

想定される場合には、大気質、水質、水象、地形・地質等の予測結果を前提条件とする。 

 

 

16－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １ 回避の例 

  ・事業区域や施設配置等の変更により、森林伐採や、注目すべき種の分布地等の改変を回避 

  ・ため池等の改変の回避 

  

２ 低減の例 

・森林伐採面積の低減や、注目すべき種の分布地等の改変面積の低減 
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・事業予定地周辺の植物の生育環境に配慮した工法や事業計画の検討（粉じん飛散や濁水防

止対策、排出ガス対策、排水対策等） 

・残置森林の確保、現存植生や潜在自然植生等を考慮した緑化の推進 

・林縁部における植栽等により、改変部と未改変部の境界の植生への影響の緩和 

・大径木などの既存樹木や表土の保全、緑化における活用 

・工事中における外来種の侵入防止策、供用後における外来種の駆除 

・残存緑地、造成緑地等の適正な管理 

  ・事業完了後の森林の復元 

 

３ 代償の例 

  ・注目すべき種及び群落の移植 

    なお、移植を行う場合は、移植前の生育環境及び移植予定地の環境等について十分な調

査を行い、移植対象種に応じた移植方法、移植時期、移植地の選定、移植後のモニタリ

ング等に関する移植計画を明らかにすること。 

  ・生物多様性オフセットの活用 

 

 

16－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・レッドリスト、仙台市自然環境基礎調査の保全上重要な植物 

  ・杜の都の環境をつくる条例  等 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、注目すべき種及び群落の改

変が回避・低減されているか、植物の生育環境の変化が回避・低減されているか等といっ

た観点から、対象事業の実施に伴う植物への影響が、事業者が実行可能な範囲内において、

最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

 

 ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する 

○国及び県のレッドリスト掲載種、「自然環境基礎調査」（仙台市）の保全上重要な植

物種などの注目すべき種の保全が図られているか 

○自然公園、県自然環境保地域等の自然環境の保全を目的とした法令等による指定地域

等の保全が図られているか 

    ○「杜の都の環境をつくる条例」に基づく緑化基準面積等 

    ○仙台市環境基本計画、仙台市みどりの基本計画に係る自然環境保全、緑化等の方針 

    ○その他、市、県等が定める自然環境の保全に係る計画等 
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16－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい

場合は除く） 

    ○事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など保全上重要な地域である場合 

    ○植物への影響が大きいと予測された場合 

○代償措置を講じる場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・植物相及び注目すべき種の状況  

・植生及び注目すべき群落の状況 

  ・大径木、景観上すぐれた樹木・樹林等、緑の量（緑被率、緑視率等） 

  ・環境保全機能を把握する上での前提条件となる環境条件の状況 

  ・事業の実施状況（間接的影響が想定される場合には、事業による負荷の状況を含む）、環

境保全対策の実施状況 

  

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

   

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とし、植物相及び注目すべき種の調査は早春季、春

季、夏季、秋季の年間を通じた調査を、植生及び注目すべき群落の調査は夏季の１回以上、

緑の量の調査は春季から秋季の間に１回以上実施することを基本とする。 

  ・代償的措置を講じた場合や、供用後に相当程度の間接的影響が想定される場合は、工事完

了後５年間程度を目安に、定期的なモニタリング調査（１年目、３年目、５年目等）を実

施する。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                １７ 動物 
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17 動物 

17－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①動物の状況を基本とし、②及び③の関連項目につい

ても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①動物の状況 ・地域の動物相の特性、動物相を特徴づける主要な動物種等 

・注目すべき動物の状況（確認種数及び確認種一覧） 

・動物の生息地として重要な地域等 

 ②法令等による指定及び

規制等の状況 

・関連する法令、行政計画等による指定地域等の内容 

 ③その他 ・動物の生息に影響を与えると想定される気象、水象、地形・

地質等の状況 

・現在や将来の動物に影響を与えると想定される土地利用、開

発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の動物の状況を広域的に把握可能な範囲とし、地形、植生、水系等の一

体性を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①動物の状況 ・「自然環境基礎調査」（仙台市）、「宮城県の絶滅のおそれ

のある野生動植物－宮城県レッドデータブック－」（宮城県）

等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や専門家等への聞き取り調査を行う。 

 ②法令等による指定及び

規制等の状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に基づ

く地域指定等の内容について整理する。 

 ③その他 ・地形・地質等の状況については、地形図、地形分類図、航空

写真等から把握する。 

・開発の動向等については、市や県等の資料のほか、環境影響

評価の実施状況等から把握する。 
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（４）調査結果とりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の動物の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地及びその周辺における動物を保全する上での留意点

についても可能な限り記載する。 

 

 

17－２ 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

  ・事業予定地及びその周辺に動物が存在しない場合を除き、原則として全ての事業において

環境影響評価項目として選定する。 

・工事中については、重機の稼働に伴う騒音等による動物の逃避や繁殖阻害、工事用車両の

走行による轢死（ロードキル）、造成工事に伴う粉じんや濁水等による動物の生息環境の

変化が想定される場合に項目を選定する。 

・生息地を直接改変する場合、工作物等の設置により動物の移動阻害やバードストライク等

が想定される場合には、存在による影響として項目を選定する。 

・供用後については、施設の稼働に伴う排出ガス、排水、騒音、夜間照明等による動物への

間接的影響が想定される場合に項目を選定する。また、供用後において、イノシシやシカ、

ツキノワグマ等の野生動物による住宅等への影響が想定される場合にも、必要に応じて項

目を選定する。 

・事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など保全上重要な地域である場合には、重

点化を検討する。 

 

 

17－３ 調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から、必要に応じて適切に選定する。 

 １．動物相（ファウナ）及び注目すべき種 

     ① 構成種 

     ② 注目すべき種等の分布、繁殖状況、行動圏等 

   なお、対象は脊椎動物、節足動物とし、必要に応じ他の種についても把握する。 

 ２．注目すべき種の生息環境 

     ① 地形・地質、水象、気象、植生、食草の分布等 

 ３．注目すべき生息地 

     ① 動物群集の生息地として注目される場所の位置、環境条件、生息種等 

 ４．その他 

    必要に応じて歴史的・文化的背景、地域住民の意識、狩猟・漁業の状況等についても把

握する。 

  ・動物相については、事業予定地及びその周辺において生息する動物種を把握する。対象は
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原則として、哺乳類、鳥類、爬虫類・両生類、昆虫類、水生動物（魚類、底生動物）とし、

事業予定地の自然特性や事業特性に応じて必要な分類群を追加する。 

  ・注目すべき種については、動物相の調査結果に基づき、自然性、希少性、学術上の重要性、

地域住民の自然との触れ合い性等の観点から対象を抽出し、種ごとに分布、個体数、生息

状況等を整理する。特に、希少猛禽類については、行動圏や繁殖状況等を把握する。また、

必要に応じて、動物の生息環境を把握するため、植生、食草その他餌となる生きものの分

布、営巣木や産卵床などの営巣地や繁殖場所となり得る環境の分布状況、水質、水温、水

深その他水域の状況等を把握する。 

  ・注目すべき生息地については、動物相及び注目すべき種の調査結果等に基づき、動物群集

の生息地として注目される場所の位置、環境条件、生息種等を把握する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存文献及び聞き取り調査等の結果を踏まえ、現地調査により把握する。 

 ② ファウナは、調査ルート・調査地点等における調査を行い、種の同定を行い、行動を記

録するとともに、環境の状況を把握する。その結果から、注目種を選定し、選定した種の

特性に応じ、分布、繁殖状況、行動圏等についての詳細な調査を実施する。 

 ③ 対象地域における注目すべき種、注目すべき生息地の選定は、既存文献、専門家等の聞

き取り調査等により抽出する。その際、地域で親しまれていたり採取対象となっている動

物についても把握する。 

 ④ 生息環境の状況は、植物、地形・地質、水象等の調査結果を活用するとともに、必要に

応じて調査を実施する。 

 ⑤ 歴史的・文化的背景、狩猟、漁獲等の状況は、聞き取り調査等により把握する。 

  ・現地調査を実施することを基本とし、必要に応じて専門家等への聞き取り等を行う。 

  ・動物相の調査は、以下の手法に準拠し、生息する動物種を確認するとともに、確認種リス

ト、科・種別の集計表等を作成する。 

  ・注目すべき種については、動物相の調査結果から該当種を選定の上、分布、個体数、生息

状況等に関する詳細な調査を実施する。なお、希少猛禽類については「猛禽類保護の進め

方」（環境省）等に基づき、行動圏や繁殖状況等に関する詳細な調査を実施する。 

 

主な動物相の調査方法 

対 象 調査方法 概  要 

哺乳類 任意観察法 調査地域内を踏査し、動物を目視し生息種を把握する。必要に応じて自動撮

影（カメラ、ビデオ）を行う。 

フィールドサイン法 調査地域内を踏査し、糞、足跡、食痕、巣、爪痕、掘り返し等のフィールド

サインにより、生息種を把握する。 

トラップ法 小型哺乳類（ネズミ類、モグラ類など）を対象として、墜落缶（ピットホー

ルトラップ）、生け捕り用わな（ライブトラップ）などにより生体を捕獲する

ことにより、生息種を把握する。 
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バットドディテクタ

ー法 

コウモリの鳴き声を可聴音に変換するバットドディテクターを用いて、コウ

モリ類の生息を把握する。 

鳥相 ラインセンサス法 予め設定したセンサスルート上を歩き、一定範囲内に出現する鳥類を姿や鳴

き声により識別して、種別の個体数をカウントする。 

定点センサス法 予め設定した定点において、地上型望遠鏡等を用いて鳥類を観察し、種類別

個体数をカウントする。 

爬虫類、 

両生類 

任意観察法 調査地域内を踏査し、生体、卵、幼生の目視又は捕獲、鳴き声等により、生

息種を把握する。 

昆虫類 任意観察法 大型の蝶類やトンボ類等を対象として、調査地域内を踏査し、目視により、

生息種を把握する。 

ビーティング法 棒などで木の枝を叩き、葉や枝についている昆虫類をたたき落とし採集する

ことにより、生息種を把握する。 

スウィーピング法 捕虫網を水平に振り草本や花の上の昆虫類をすくい取り、生息種を把握する。 

ライトトラップ法 夜間、白布のスクリーンに光を投射して、誘引される夜行性昆虫を採集し、

生息種を把握する。 

ベイトトラップ法 糖蜜や腐肉などの誘引餌（ベイト）を入れたトラップを埋設して、落ち込ん

だ昆虫を採集し、生息種を把握する。 

魚類相 任意観察法 目視や潜水調査により、生息種を把握する。 

捕獲法 投網、タモ網等を用いて魚類を捕獲し、生息種を把握する。 

底生動物 コドラート法 水深 15cm～30cm 程度の瀬に、30cm×30cm 程度のコドラートとしてサー

バーネットを使用し、動物体を含め流下物をすべて捕集することにより、定

量的に生息種を把握する。 

捕獲法 タモ網、採泥器などを用いて、砂泥、動物などのすべてを採集することによ

り、定性的に生息種を把握する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、事業予定地及びその周辺において、動物に対する影響が想定される地域と

し、植生、地形、水系等を考慮して設定する。 

 ② 調査ルート又は地点は、既存文献、地形図、航空写真等に基づき、植生の分布状況や地

形、水系等を勘案し、調査地域を適切に把握できるよう設定する。 

 ③ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概査を実施し、現地の概況を把握

する。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、対象事業の実施に伴い動物への影響が想定される地域とし、植生、地形、水

系等を考慮して設定する。一般的には、事業予定地から200m程度の範囲を目安とするが、

大気質や水象、水質の変化等によって生じる間接的影響は、広範囲に及ぶ可能性があるこ

とに留意する。また、中大型哺乳類や猛禽類その他鳥類等については、必要に応じて調査
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範囲外であっても、その生息状況について可能な限り把握に努める。 

 ＜調査地点＞ 

  ・動物相及び注目すべき種の調査にあたっては、植生、地形、水系等を考慮し、調査地域の

の生息環境を網羅するよう、調査ルート及び調査地点を設定する。生息範囲が限定された

種も確認できるよう、森林内の林床、河床、池・沼、湿地、崖地等の特異な環境も含めた

ルート等を設定するよう留意する。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 年間を通じた状況を把握できる期間とするが、生息環境や繁殖状況等を把握するため、

必要に応じて延長する。 

② 調査時期は、繁殖期、渡り等の季節変動等を考慮して設定する。 

  ・現地調査の期間は、年間を通じた動物の状況を把握できる期間とし、原則として１年以上

とする。希少猛禽類については、「猛禽類保護の進め方」（環境省）に基づき、2営巣期を

含む1.5年以上とする。 

・調査時期は、春季、夏季、秋季、冬季の４季を基本とし、種による繁殖期や渡り等の季節

変動に応じて適切な時期に実施する。  

 

 

17－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

 直接的・間接的影響による次の項目等の消滅の有無、変化の程度を予測する。 

  ① 動物相 

  ② 注目すべき種・群集 

  ・事業予定地に生息する動物種及び生息環境の改変・消失の程度や、事業実施による周辺の

生息環境の変化及びその変化が及ぼす動物種、群集に与える影響等について予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

 ＜予測地域＞ 

・予測地域は、調査地域に準じる。 

 ＜予測地点＞ 

  ・予測地域全体における動物への影響を予測するため、予測地点は設定しない。 
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（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 原則として工事が完了した時点。ただし、供用による影響は、事業活動が定常状態に達し

た時点 

 ＜工事中＞ 

・工事による影響が最大となる時期とする。動物の繁殖時期や分布地等を考慮し、施工位置、

施工時期等を踏まえながら、適切な予測時期を設定する。 

 ＜供用後＞ 

  ・生息地の直接改変や工作物の存在による影響については、対象事業の工事が完了し、動物

の生息環境が安定した時点とする。 

  ・供用による間接的影響については、事業計画において予定されている施設等が通常の状態

で稼働する時期とする。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

 ・注目すべき種の生息密度、行動圏等の現況解析結果と事業計画の重ね合わせ及び事例の引

用・解析 

 ・保全対策 

  ・事業による動物への影響については、現況調査に基づく動物相、注目すべき種等の分布や

特性等の解析結果と、事業計画の重ね合わせにより予測する。なお、直接的影響に係る予

測にあたっては、改変面積や改変率等を算定する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 地形改変の範囲、施工方法等 

  ② 湛水する範囲、水位変動等 

  ③ 構造物の配置、規模、構造等 

  ④ 大気、水等の汚染物質の排出状況、騒音の発生状況 

  ⑤ 工事用機械等の稼働状況 

 ２ 将来環境条件 

  ① 周辺の土地利用 

  ② 植生、地形、水象等 

＜事業計画による条件＞ 

 ・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。なお、必要に応じて緑化計

画や移殖等の代償措置についても条件として考慮する。 
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＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、動物に影響を及ぼす可能性のある土

地利用の出現等に留意する。 

・地形改変に伴う水象の変化や、工事中又は供用後の排出ガスや排水等による間接的影響が

想定される場合には、大気質、水質、水象、地形・地質等の予測結果を前提条件とする。 

 

 

17－５ 環境保全対策 

  予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １ 回避の例 

  ・事業区域や施設配置等の変更により、森林伐採や、注目すべき種の分布地等の改変を回避 

  ・ため池等の改変の回避 

  

２ 低減の例 

  ・森林伐採面積の低減や、注目すべき種の分布地等の改変面積の低減 

  ・事業予定地周辺の動物の生息環境に配慮した工法や事業計画の検討（騒音や濁水防止対策、

排出ガス対策、排水対策、低反射型の太陽光パネルの設置等） 

  ・動物の繁殖期に配慮した工事工程の検討、コンディショニング（順化）の実施 

  ・ロードキル（轢死）防止に配慮した交通ルートの選定、低速度運行の徹底 

  ・残置森林の確保、現存植生や潜在自然植生等を考慮した緑化の推進 

  ・動物の生息地を分断した場合において、移動経路の確保 

  ・残存緑地、造成緑地等の適正な管理 

  ・野生動物を誘引する樹木や夜間照明に対する配慮、ごみ等の管理の徹底 

  ・事業完了後の森林の復元 

  

３ 代償の例 

  ・注目すべき種の移殖 

    なお、移殖を行う場合は、移殖前の生息環境及び移殖予定地の環境等について十分な調

査を行い、移殖対象種に応じた移殖方法、移殖時期、移殖地の選定、移殖後のモニタリ

ング等に関する移殖計画を明らかにすること。 

  ・生物多様性オフセットの活用 

 

 

17－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・レッドリスト、仙台市自然環境基礎調査の保全上重要な動物  等 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、注目すべき種や注目すべき
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生息地の改変が回避・低減されているか、動物の生息環境の変化が回避・低減されている

かといった観点から、対象事業の実施に伴う動物への影響が、事業者が実行可能な範囲内

において、最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

 

 ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する 

○国及び県のレッドリスト掲載種、「自然環境基礎調査」（仙台市）における保全上重

要な動物種など注目すべき種の保全が図られているか 

○自然公園、県自然環境保地域等の自然環境の保全を目的とした法令等による指定地域

等の保全が図られているか 

    ○仙台市環境基本計画に係る自然環境保全の方針 

    ○その他、市、県等が定める自然環境の保全に係る計画 等 

 

 

17－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合には詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい

場合は除く） 

○事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など保全上重要な地域である場合 

○動物への影響が大きいと予測された場合 

○代償措置を講じる場合 

    

（２）事後調査の内容 

  ・動物相及び注目すべき種の状況 

  ・注目すべき生息地の状況 

  ・事業の実施状況（間接的影響が想定される場合には、事業による負荷の状況を含む）、環

境保全対策の実施状況 

  

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

  

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とし、春季、夏季、秋季、冬季の年間を通じた調査

を実施することを基本とする。 

・代償措置を講じた場合や、供用後に相当程度の間接的影響が想定される場合は、工事完了

後５年間程度を目安に、定期的なモニタリング調査（１年目、３年目、５年目等）を実施

する。 
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（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               １８   生態系 
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18 生態系 

18－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

地域概況として把握すべき事項は、①地域の生態系の特性を基本とし、②及び③の関連項

目についても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①地域の生態系の特性 ・地域の生態系を特徴づける動植物の状況、生息・生育環境

等の状況 

 ②法令等による指定及び規

制等の状況 

・関連する法令、行政計画等による指定地域等の内容 

 ③その他 ・動植物の生息・生育に影響を与えると想定される気象、水

象、地形・地質等の状況 

・現在や将来の生態系に影響を与えると想定される土地利

用、開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

    調査範囲は、地域の生態系の状況を広域的に把握可能な範囲とし、地形、植生、水系等の

一体性を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

    調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①地域の生態系の特性 ・「自然環境基礎調査」（仙台市）、「宮城県の絶滅のおそ

れのある野生動植物－宮城県レッドデータブック－」（宮

城県）等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や専門家等への聞き取り調査を行う。 

 ②法令等による指定及び規

制等の状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に

基づく地域指定等の内容について整理する。 

 ⑤その他 ・地形・地質等の状況については、地形図、地形分類図、航

空写真等から把握する。 

・開発の動向等については、市や県等の資料のほか、環境影

響評価の実施状況等から把握する。・地形図、航空写真等

から整理する。 
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（４）調査結果とりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の生態系の状況についてまとめる。とりまとめにあたっては、

図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地及びその周辺における生態系を保全する上での留意

点についても可能な限り記載する。 

 

 

18－２ 環境影響評価項目の選定 

 環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・生態系は、自然環境の総合評価的な視点の項目であるため、原則として植物及び動物を環

境影響評価項目として選定した場合には、項目を選定する。 

・事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など保全上重要な地域である場合には、

重点化を検討する。 

 

 

18－３ 調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

植物、動物の結果より、上位性、典型性、特殊性等の観点から地域の生態系を特徴づける種

等を選定し、その種等を中心とした生態系の特性を把握するため、以下の項目から必要に応じ

て適切に選定する。 

 １．選定した種の分布、生態等 

 ２．地域を特徴づける生態系の生物間の関係性 

   ① 食物連鎖、餌生物の分布、現存量等 

   ② 生物間の寄生・共生関係 

   ③ 生物間の競合関係 

 ３．地域を特徴づける生態系の基盤となる非生物環境 

   ① 地形・地質、水象、気象等の状況 

 ４．周辺の生態系との関係、連続性 

  ・植物、動物の調査結果に基づき、生態系の上位に位置する「上位性」、生態系の特徴をよ

く表す「典型性」、特殊な環境等の指標となる「特殊性」の観点から、地域の生態系を特

徴づける指標種又は群集を複数選定し、当該種等を中心とした生態系の特性を把握する。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 植物、動物、地形・地質、水象等の調査結果や、既存文献等により把握するとともに、

必要に応じて現地調査を実施する。 

  ・植物、動物、地形・地質、水象等の調査結果を整理・解析することを基本とし、必要に応

じて専門家等への聞き取りや補足調査を行う。 
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  ・地域の生態系を特徴づける指標種等については、地形、土壌、水象、植生等に着目して環

境類型区分を行い、類型区分毎の基盤環境、生息・生育する植物・動物の特性、食物連鎖

等の生物種（群）間の相互関係を整理・解析の上、上位性、典型性、特殊性等の観点から

選定する。 

  ・選定した指標種等については、植物及び動物の調査結果に基づき、当該地域における分布

状況等について整理する。 

  ・また、これらの調査結果に基づき、事業予定地とその周辺の生態系の関係性や連続性につ

いて整理する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

①  調査地域は、事業予定地及びその周辺において、生態系に対する影響が想定される地域とし、

選定した種の特性、植生、地形、水系による環境のまとまり等を考慮して設定する。 

  ・調査地域は、対象事業の実施に伴い生態系への影響が想定される地域とし、基本的に植物、

動物の調査範囲に準じる。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

① 年間を通じた状況を把握できる期間とするが、生息環境等を把握するため、必要に応じ

て延長する。 

② 調査時期は、動植物の季節変動等を考慮して設定する。 

  ・年間を通じた動植物の状況を把握できる期間とし、基本的に植物、動物の調査期間等に準

じる。 

 

 

18－４  予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

 直接的・間接的影響による次の項目等の変化の程度を予測する。 

  ① 地域を特徴づける生態系の地形等基盤条件の変化、周辺の生態系との連続性等の変化 

  ② 指標種に代表される生態系の構成種等の変化 

  ・対象事業の実施に伴う基盤環境の変化や、周辺の生態系との関連性・連続性の変化、地域

の生態系を特徴づける指標種等の生育・生息状況の変化、指標種等とその他の生物種との

関係性の変化等を把握し、事業実施による生態系への影響を予測する。 
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（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        ２０   自然との触れ合いの場 
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20 自然との触れ合いの場 

20－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①自然との触れ合いの場の状況を基本とし、②及び③

の関連項目についても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

①自然との触れ合いの場の状況 ・自然公園、県自然環境保全地域、都市公園、里地里

山、水辺地、社寺・史跡等で自然との触れ合いの場と

して利用されている場所の分布、特性、利用状況等 

 ②法令等による指定及び規制等

の状況 

・関連する法令、行政計画等による指定地域等の内容 

 ③その他 ・将来の自然との触れ合いの場に影響を与えると想定さ

れる開発の状況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

   調査範囲は、地域の自然との触れ合いの場を広域的に把握可能な範囲とし、植生や地形的

な一体性を考慮して設定する。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①自然との触れ合いの場の状況 ・地形図、土地利用図、「自然環境基礎調査」（仙台市）、

その他観光観光情報等から把握する。 

・必要に応じて現地踏査や地域への聞き取り調査を行う。 

 ②法令等による指定及び規制等

の状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等

に基づく地域指定等の内容について整理する 

 ③その他 ・市や県等の資料のほか、環境影響評価の実施状況等か

ら把握する。 

 

 

（４）調査結果とりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の自然との触れ合いの場の状況についてまとめる。とりまと

めにあたっては、図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地及びその周辺における自然との触れ合いの場を保全

する上での留意点についても可能な限り記載する。 
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20－２ 環境影響評価項目の選定 

 環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・事業予定地及びその周辺に自然との触れ合いの場である場合に選定する。 

・事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など、保全上重要な地域である場合には、

重点化を検討する。 

  ・自然との触れ合いの場を直接改変しない場合でも、騒音等による活動への影響、濁水の発

生に伴う水辺地の水質への影響、工事用車両の走行に伴うアクセス性への影響など、間接

的な影響が想定される場合には、項目として選定する。 

 

 

20－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から必要に応じて適切に選定する。 

 １．触れ合いの場の状況 

   ① 触れ合いの場の分布 

   ② 利用状況 

   ③ 地形、植生、その他触れ合いの場を構成する要素の状況等触れ合いの場の特性 

 ２．その他 

  必要に応じて、地形、周辺土地利用、交通、歴史的・文化的背景、地域住民の意識等について

も把握する。 

・既存資料調査及び現地調査等により、自然との触れ合いの場の状況等を把握する。 

・自然との触れ合いの場へのアクセスに影響が想定される場合には、必要に応じて主なアク

セスルートにおける交通量等を把握する。 

・自然との触れ合いの場は、自然公園や県自然環境保全地域等の優れた自然環境に加え、

野外レクリエーション地（キャンプ場、海水浴場、散策路等）、里地里山、野鳥観察

や山菜採りに利用されている水辺や樹林、地域住民が日常的に利用する都市公園や社

寺・史跡など、広く対象とする。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存文献、聞き取り調査等の結果を踏まえ、現地調査により把握する。 

 ② 既存文献、聞き取り調査、現地調査により、触れ合いの場を抽出する。その際、現在利用が

明らかでないものであっても、水辺、緑等触れ合いの場としての利用の可能性を有する場は調

査対象とする。 

 ③ 抽出した触れ合いの場について、既存文献、聞き取り調査及び現地調査により、利用状況を

把握する。 

 ④ 現地調査及び地形・植生等の調査結果の解析等により、触れ合い活動に利用されている場の

環境特性を把握する。 
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  ・既存文献等に基づき抽出した自然との触れ合いの場について、現地調査や利用者へのヒア

リング等を行い、環境特性や利用状況（利用者数、利用者の属性、利用範囲、活動内容、

主なアクセスルート等）を把握する。また、必要に応じて地域や学校等へヒアリングを行

い、自然との触れ合いの場として活用されている場所やその活動内容等を把握する。 

  ・自然との触れ合いの場の環境特性の把握にあたっては、必要に応じて、地形・地質、植物、

動物等の調査結果も活用する。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、事業予定地及びその周辺において、触れ合いの場に対する影響が想定される地

域とし、植生、地形等を考慮して設定する。 

 ② 調査地点は、動植物、地形、水象等の結果を踏まえ調査地域を適切に把握できる地点とする。 

 ③ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概査を実施し、現地の概況を把握する。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、対象事業の実施に伴い自然との触れ合いの場への影響が想定される地域とす

る。 

 ＜調査地点＞ 

  ・調査地点は、対象事業の実施により直接的、間接的に影響を受けるおそれのある自然との

触れ合いの場とする。なお、自然との触れ合いの場へのアクセスに影響が想定される場合

には、アクセスルートも含めるものとする。  

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

年間を通じた状況を把握できる期間とする。 

  ・現地調査の期間は、年間を通じた自然との触れ合いの場の状況を把握できる期間とし、原

則として１年とする。調査時期は四季を基本とし、活動内容等に応じて適切な時期を設定

する。また、可能な限り利用がピークとなる時期（晴天の休日等）に行う。 

 

 

20－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

直接的・間接的影響による次の項目等の変化の程度を予測する。 

  ① 触れ合いの場の状況 

   ② 触れ合いの場の利用環境 

  ・対象事業の実施による自然との触れ合いの場の状況や利用環境等に関する変化の程度を予

測する。 
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（２）予測地域及び予測地点 

  ・予測地域及び予測地点は、調査地域及び調査地点に準じる。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 工事が完了した時点、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事による影響が最大となる時期とし、工事工程及び自然との触れ合いの場の利用状況等

を勘案して設定する。 

 ＜供用後＞ 

  ・自然との触れ合いの場の直接改変や工作物の存在による影響については、工事が完了した

時点を対象とする。 

・施設の稼働や関連車両の走行による影響等については、事業計画において予定されている

施設等が通常の状態で稼働する時期とする。 

 

 

（４）予測の方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・触れ合いの場の特性解析結果と事業計画の重ね合わせ及び事例の引用・解析 

  ・保全対策 

・事業による自然との触れ合いの場への影響は、現況調査に基づく自然との触れ合いの場の

分布や環境特性、利用状況等の解析結果と、事業計画の重ね合わせにより予測する。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 地形改変の範囲、施工方法等 

  ② 湛水する範囲、水位変動等 

  ③ 構造物の配置、規模、構造等 

  ④ 大気、水等の汚染物質の排出状況、騒音の発生状況 

  ⑤ 工事用機械等の稼働状況 

 ２ 将来環境条件 

  ① 周辺の土地利用 

  ② 触れ合い活動の動向 

 ＜事業計画による条件＞ 

 ・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。 
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＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、自然との触れ合いの場に影響を及ぼ

す可能性のある土地利用や、新たな保全対象の出現に留意する。 

  ・大気質、騒音、地形・地質、水象、生態系等の変化は、自然との触れ合いの場への間接的

な影響要因となり得ることから、必要に応じてこれらの予測結果を前提条件とする。 

 

 

20－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

１ 回避の例 

  ・事業区域や施設配置等の変更により、自然との触れ合いの場やアクセスルートの改変を回

   避 

 

２ 低減の例 

  ・自然との触れ合いの場の改変面積の低減 

  ・自然との触れ合いの場の利用時期に配慮した工事工程の検討 

・自然との触れ合いの場の利用環境に配慮した工法の採用（騒音対策、濁水防止対策等） 

  ・歩車道分離等によるアクセスルートの確保 

  ・野生動物を誘引する樹木や夜間照明に対する配慮、ごみ等の管理の徹底 

 

３ 代償の例 

・新たな自然との触れ合いの場の創出 

 

 

20－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図られるか 

 ① 影響の回避・低減の観点 

  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、自然との触れ合いの場の改

変が回避・低減されているか、自然との触れ合いの場の利用環境やアクセスへの影響が回

避・低減されているかといった観点から、対象事業の実施に伴う自然との触れ合いの場へ

の影響が、事業者が実行可能な範囲内において、最大限の回避・低減が図られているか否

かを評価する。 

 

 

20－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下のような

場合は詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい
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場合は除く） 

○事業予定地が、自然公園、県自然環境保全地域など保全上重要な地域である場合 

    ○自然との触れ合いの場への影響が大きいと予測された場合 

    ○代償措置を講じる場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・自然との触れ合いの場の状況及び利用状況 

  ・事業の実施状況及び環境保全対策の実施状況  

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。 

  ・調査は、原則として工事中は予測対象時期に１回以上、供用後は年単位とし四季各１回程

度実施する。ただし、代償措置として自然との触れ合いの場を創出した場合等は、必要に

応じて工事完了後３～５年間程度を目安として継続調査を実施する。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               ２１    文化財 
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21 文化財 

21－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

   地域概況として把握すべき事項は、①文化財の状況を基本とし、②及び③の関連項目につ

いても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①文化財の状況 ・指定文化財及びこれに準じる歴史的・文化的資源の位置、

種別、内容及び特性等 

 ②法令等による指定及び規

制等の状況 

・関連する法令、行政計画等による基準、指定地域等の内容 

 ③その他 ・文化財の雰囲気を形成していると考えられる周辺環境（地

形、土地利用、街並み等）の状況 

・将来の指定文化財に影響を与えるそ想定される開発の状

況・動向等 

 

 

（２）調査範囲 

  調査範囲は、地域の文化財を広域的に把握可能な範囲とする。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①文化財の状況 ・「仙台市の指定・登録文化財」（仙台市ホームページ）や

「仙台市都市計画情報インターネット提供サービス」（仙

台市）、「自然環境基礎調査」（仙台市）等から、把握す

る。 

・必要に応じて現地踏査や専門家等への聞き取り調査を行う。 

 ②法令等による指定及び規

制等の状況 

・県、市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に基

づく基準、目標等の内容について整理する。 

 ③その他 ・周辺環境の状況については、地形図、土地利用図等から把

握するとともに、必要に応じて現地踏査を行う。 

・開発の動向等については、市や県等の資料のほか、環境影

響評価の実施状況等から把握する。 
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（４）調査結果とりまとめ 

   以上の調査結果により、地域の文化財の状況についてまとめる。とりまとめにあったって

は、図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、事業予定地及びその周辺における文化財を保全する上での留意

点についても可能な限り記載する。 

 

 

21－２ 環境影響評価項目の選定 

 環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・事業予定地及びその周辺に文化財が存在する場合に選定する。 

  ・文化財を直接改変しない場合でも、文化財の雰囲気を形成していると考えられる周辺環境

を含め、文化財への間接的な影響が想定される場合には、項目として選定する。  

 

 

21－３  調査 

（１）調査内容 
〈技術指針  表４〉  

以下の項目から必要に応じて適切に選定する。 

 １．指定文化財等の状況 

   ① 指定文化財及びこれに準じる歴史的・文化的資源の分布 

   ② 指定文化財等の内容、特性、保存の状況等 

 ２．文化財の周辺の状況 

   ① 文化財周辺の環境の状況 

   ② 文化財の利用状況 

 ３．その他 

   必要に応じて、地形、周辺土地利用、交通、歴史的・文化的背景、地域住民の感情等について

も把握する。 

  ・既存資料調査及び現地調査等により、文化財の状況等を把握する。 

  ・文化財には、有形文化財、無形文化財、民俗文化財、記念物等の種類があるが、原則とし

て有形の文化財であって、土地や周辺の自然環境と一体となった史跡、名勝、天然記念物、

建造物等を対象とする。また、法や条例により指定等を受けていないが、歴史的・文化的

価値を有する資源についても対象とする。 

 

 

（２）調査方法 
〈技術指針  表４〉  

① 既存文献及び聞き取り調査等の結果を踏まえ、現地調査により把握する。 

 ② 既存文献、聞き取り調査等により指定文化財及びこれに準ずるものを抽出する。 

 ③ 抽出した指定文化財等について、既存文献、現地調査、聞き取り調査等により、その内容、

特性、保存の状況等を把握する。 
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 ④ 抽出した文化財について、現地調査、聞き取り調査等により、文化財等と一体となった周辺

環境の状況及び文化財等の利用の状況について把握する。 

・既存文献等に基づき抽出した文化財について、現地調査や聞き取り調査を行い、より詳細

に把握する。 

  ・周辺環境の状況については、写真撮影等の現地調査を行い、文化財の雰囲気を形成してい

る要素を把握する。必要に応じて植物等の調査結果も活用する。 

  ・なお、事業予定地及びその周辺に埋蔵文化財包蔵地が存在する場合には、文化財保護法に

基づき、工事実施前に試掘調査等が実施されるため、環境影響評価の段階においては、保

全対策や法に基づく対応内容を明らかにし、必要に応じて事後調査の中で詳細な調査や対

策の検討等を行うことも考えられる。 

 

 

（３）調査地域等 
〈技術指針  表４〉  

① 調査地域は、事業予定地及びその周辺において、文化財に対する影響が想定される地域とし、

地形、土地利用等を考慮して設定する。 

 ② 調査地点は、文化財の状況を適切に把握できる地点とする。 

 ③ 調査地域、地点等の設定に当たっては、必要に応じて概査を実施し、現地の概況を把握する。 

 ＜調査地域＞ 

  ・調査地域は、対象事業に実施に伴い文化財への影響が想定される地域とする。 

 ＜調査地点＞ 

  ・調査地点は、対象事業の実施により直接的、間接的に影響を受けるおそれのある文化財の

存在する地点とする。ただし、周囲の樹林木や参道など文化財と一体と考えられる環境や、

文化財等の利用経路等も含めるものとする。 

 

 

（４）調査期間等 
〈技術指針  表４〉  

対象の種類に応じて、文化財の状況が適切に把握できる期間とする。 

利用については、年間を通じた状況を把握できる期間とする。 

  ・現地調査は、原則として１回以上実施する。季節により雰囲気や利用に変動がある場合に

は、必要に応じて複数回実施する。 
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21－４ 予測方法 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

直接的・間接的影響による指定文化財等への影響の程度、文化財等の利用への影響の程度を予

測する。 

  ・対象事業の実施による文化財の状況や利用環境等への影響の程度を予測する。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

  ・予測地域及び予測地点は、調査地域及び調査地点に準ずる。 

 

 

（３）予測時期対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事中にあっては、影響が最大となる時期 

② 工事が完了した時点、事業活動が定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事による影響が最大となる時期とし、工事騒音や、周辺の景観、利用者のアクセスへの

影響が最大になると想定される工事最盛期を基本とする。 

 ＜供用後＞ 

  ・文化財の直接改変や工作物の存在による影響については、工事が完了した時点を対象とす

る。 

・施設の稼働や関連車両の走行による間接的影響については、事業計画において予定されて

いる施設等が通常の状態で稼働する時期とする。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

  ・文化財の現況解析結果と事業計画の重ね合わせ及び事例の引用・解析 

  ・保全対策 

  ・事業により文化財等への影響は、文化財の位置や特性、利用状況等の解析結果と、事業計

画の重ね合わせにより予測する。 

  ・事業予定地及びその周辺に埋蔵文化財包蔵地が存在し、文化財保護法に基づき、工事実施

前に試掘調査等が実施される場合には、それらを含めた保全対策を明らかににすることに

より、予測・評価を行う。 
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（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 地形改変の範囲、施工方法等 

  ② 湛水する範囲、水位変動等 

  ③ 構造物の配置、規模、構造等 

  ④ 大気、水等の汚染物質の排出状況、騒音の発生状況 

  ⑤ 工事用機械等の稼働状況 

 ２ 将来環境条件 

  ① 周辺の土地利用 

  ② 文化財の利用状況 

 ＜事業計画による条件＞ 

・工事計画や事業計画をもとに、予測に必要な条件を設定する。 

・大気質、騒音、地形・地質、水象、景観等の変化は、文化財への間接的な影響要因となり

得ることから、必要に応じてこれらの予測結果を前提条件とする。 

＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、文化財へ影響を及ぼす可能性がある

土地利用に留意する。 

 

 

21－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

 １ 回避の例 

  ・事業予定地や施設配置等の変更により、文化財等の改変を回避 

  

２ 低減の例 

  ・歴史的・文化的資源の保全・活用 

  ・文化財等の雰囲気と調和した施設の形態・意匠、色彩等の検討 

  ・文化財等の雰囲気や利用環境に配慮した工法の検討（騒音対策、濁水防止対策等） 

  

３ 代償の例 

  ・文化財等の移築・移動 

 

 

21－６ 評価 
〈技術指針  表５〉  

① 影響の回避・低減が図れるか 

 ② 以下の基準・目標等との整合性が図られるか 

  ・指定文化財（文化財保護法、文化財保護条例、仙台市文化財保護条例） 等 

 ① 影響の回避・低減の観点 
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  ・調査及び予測の結果並びに環境保全対策の検討結果を踏まえ、文化財等の改変が回避・低

減されているか、文化財等の雰囲気や利用環境への影響が回避・低減されているかといっ

た観点から、対象事業の実施に伴う文化財への影響が、事業者が実行可能な範囲において、

最大限の回避・低減が図られているか否かを評価する。 

 ② 基準や目標との整合 

  ・以下の基準や目標との整合が図られているか否かを評価する 

○文化財保護法、文化財保護条例、仙台市文化財保護条例に基づく指定文化財の保全が図

られているか 

○その他国、県又は市が定める基準、目標等 

 

 

21－７ 事後調査 

（１）事後調査の項目 

  ・事後調査の項目は、原則として予測対象としたすべての項目について実施し、特に以下の

ような場合には詳細に行う。 

    ○予測条件等から見て予測の不確実性が高い場合（ただし、影響の程度が著しく小さい

場合は除く） 

    ○文化財への影響が大きいと予測された場合 

    ○事業予定地及びその周辺に埋蔵文化財包蔵地が存在し、文化財保護法に基づき、工事

実施前に試掘調査等が実施されるため、環境影響評価の段階においては、保全対策や

法に基づく対応内容を明らかにし、事後調査の中で詳細な調査や対策の検討等を行う

こととした場合 

    ○代償措置を講じる場合 

 

（２）事後調査の内容 

  ・文化財及びその周辺環境の状況、利用状況 

  ・事業の実施状況及び環境保全対策の状況 

 

（３）事後調査の方法 

  ・現況調査の手法に準じる。 

 

（４）事後調査期間等 

  ・調査時期は、原則として予測対象時期とする。 

  ・調査は、原則として工事中、供用後ともに予測対象時期に１回以上実施する。季節により

雰囲気や利用に変動がある場合には、必要に応じて複数回実施する。 

 

（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 
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・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            ２２  廃棄物等 
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22 廃棄物等 

22－１ 地域概況の把握 

（１）調査項目 

地域概況として把握すべき事項は、①廃棄物の処理状況を基本とし、②及び③の関連項目

についても可能な限り把握する。 

調査項目 調査内容 

 ①廃棄物の処理状況 ・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設の分布状況等 

・市域におけるごみ排出量及び処理状況等 

 ②土地利用の状況 ・事業実施にあたって撤去等が必要な工作物、樹木、土砂

等の状況 

 ③法令等による指定及び規制

等の状況 

・関係する法令、行政計画等による規制基準、目標及びそ

の指定地域等の内容 

 

 

（２）調査範囲 

 ・調査範囲は、地域の廃棄物の処理状況等を把握可能な範囲とする。 

 

 

（３）調査方法 

   調査方法は、既存資料等の収集、整理を基本とし、必要に応じて現地踏査や聞き取り調査

を行う。 

調査項目 調査方法 

 ①廃棄物の処理状況 ・「仙台市環境局事業概要」（仙台市）、「仙台市産業廃

棄物処理業者名簿」等から整理する。 

 ②土地利用の状況 ・地形図、土地利用図、都市計画図等から把握する。 

・必要に応じて現地確認を行う。 

 ③法令等による指定及び規制

等の状況 

・県や市の資料等から法令及び条例、その他行政計画等に

基づく基準、目標等の内容について整理する。 

 

 

（４）調査結果のとりまとめ 

    以上の調査結果により、地域の廃棄物の処理状況等についてまとめる。とりまとめにあっ

たっては、図表等を示しながら、地域の特性がわかるように配慮する。 

また、調査結果を踏まえ、廃棄物等の発生抑制や適正な処理、再資源化の推進を図る上で

の留意点についても可能な限り記載する。 

 

 

 

 

 



 －254－ 

22－２ 環境影響評価項目の選定 

  環境影響評価項目の選定にあたっては、次の事項に留意する。 

・工事中については、原則すべての事業を対象として項目を選定する。また、造成工事を行

う場合は、残土を選定する。 

  ・供用後については、施設の稼働や人の居住・利用に伴う廃棄物の発生や水利用を選定する。

また、太陽光発電所で一定期間の稼働後に太陽光パネル等を撤去することが予め想定され

ている場合など、対象事業の実施後に対象事業の工作物等の撤去等が行われる場合にも選

定する。 

 

 

22－３  調査 

  ・原則として現況調査は行わない。 

 

 

22－４ 予測 

（１）予測内容 
〈技術指針  表５〉  

廃棄物、残土の発生量、及びリサイクル等抑制策による削減状況等について予測する。 

なお、あわせてその処理方法を明らかにする。 

また、水の利用量削減状況について予測する。 

・廃棄物の種類に応じて、発生量及びリサイクル等抑制策による再資源化率等を予測する。 

また、合わせてその処理方法（保管・管理、運搬、処理委託先等）を明らかにする。 

・水利用については、水の利用量及び節水対策等の取り組み状況を明らかにする。 

 

 

（２）予測地域及び予測地点 

・予測地域は事業予定地とする。 

・予測地点は設定しない。 

 

 

（３）予測対象時期等 
〈技術指針  表５〉  

① 工事期間中 

② 供用後は、事業活動定常状態に達した時期 

 ＜工事中＞ 

  ・工事期間全体を対象とする。ただし、工事が段階的に実施される場合には、必要に応じて

それぞれの段階ごとに予測する。 

 ＜供用後＞ 

  ・事業計画において予定されている施設等が通常の状態で稼働する時期とし、期間は１年間

を基本とする。 
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・施設等の稼働が段階的に行われ、その間隔が長期に及ぶ場合は、それぞれの段階ごとに予

測する。 

 

 

（４）予測方法 
〈技術指針  表５〉  

 対象事業の特性等を考慮し、以下の方法により予測する。 

・事業計画及び事例の引用・解析等により、事業実施に伴う種類別の廃棄物の排出量、残土の

発生量、水の使用量の算定 

・あわせて、再資源化、雨水利用・処理水利用等のとりくみ状況を記述 

  ・予測は、事業計画及び事例の引用・解析等により、廃棄物の種類ごとの発生量及び再資源

化率等を算定する。 

  ・事業計画に基づき、廃棄物の処理方法（保管・管理、運搬、処理委託先等）や、再資

源化・節水対策等の取り組み状況を可能な限り具体的に記載する。残土については、残

土中に有害物質を含むかどうかを明らかにする。 

 

 

（５）予測の前提条件 
〈技術指針  表５〉  

１ 事業計画 

  ① 廃棄物の種類別の量、処理・処分方法 

  ② 廃棄物の減量化、リサイクル等の種類、量、方法等 

  ③ 残土の量、処分方法 

  ④ 水の使用量、供給方法、水の再利用、雨水の利用量、方法等 

 ２ 将来環境条件 

  ① 廃棄物処理施設等の能力、処理状況等 

  ② 周辺の土地利用 

 ＜事業計画による条件＞ 

・工事計画や事業計画に基づき、予測に必要な条件を設定する。 

・廃棄物発生等の原単位は、「建設系混合廃棄物の排出原単位調査報告書」（一般社団法人

日本建設業連合会）や「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」（経

済産業省）、類似の事例等を参考にする。 

 ＜将来の環境条件＞ 

  ・将来の環境条件は、基本的に現在の状況を用いるが、廃棄物の処理等に影響を及ぼす可能

性のある土地利用の出現等に留意する。 

 

 

22－５ 環境保全対策 

 予測結果に基づき、以下の例を参考に、適切な環境保全対策を検討する。 

  １ 回避の例 
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（５）事後調査結果の検討 

  ・事後調査の結果は、予測・評価の結果と比較検討し、著しく異なる場合には、その原因を

検討・考察する。 

  ・事後調査の結果が予測・評価結果と著しく異なり、影響が大きい場合には、必要に応じて

追加の環境保全対策を検討し、実施する。 

・追加の環境保全対策を講ずることとした場合には、効果および環境影響について予測・評

価するとともに、事後調査計画についても見直しを行う。 

・また、追加の環境保全対策を講じない場合でも、当初の環境保全対策の効果等が十分に確

認できない場合等には、必要に応じて事後調査の期間を延長する。 
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